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第 I 部 序論 
本稿は、標準必須特許をめぐる特許権者の単独行為に対する米国、EU、日本および中
国の独占禁止法1（以下「独禁法」という。）の適用を研究するものであり、大きく三つの
部分から構成されている。第 I 部の序論、第 II 部の米国、EU、日本および中国における











































                                                             
1 国際標準化機構（International Organization for Standardization）「Glossary of terms and abbreviations used in 
ISO/TC Business Plans」、Source – ISO Glossary
（http://isotc.iso.org/livelink/livelink/fetch/2000/2122/687806/Glossary.htm?nodeid=2778927&vernum=0, 2015 
年 9 月 21 日最終閲覧）。 
2 和久井理子『技術標準をめぐる法システム――企業間協力と競争、独禁法と特許法の交錯』5-9 頁（商
事法務，2010）。 
3 土井教之 編著『技術標準と競争:企業戦略と公共政策』 243 頁（日本経済評論社, 2001）。 
4 ニューエコノミーとは、主としてコンピュータソフトウェアについての製造業、インタネットに基づ
くサービス産業、この二つの産業を支持する通信サービス及び設備産業、バイオテクノロジーに関する
産業としている。土井・前掲注 3）9 頁。 
5 土井・前掲注 3）9 頁。 
6 土井・前掲注 3）243 頁。 
7 Joseph Farrell, John Hayes, Carl Shapiro, Theresa Sullivan, Standard setting, patents and hold-up, 74 Antitrust 
law journal, 603, 603(2007). 
8 Carl Shapiro, Setting Compatibility Standards: Cooperation or Collusion?, in Expanding the Boundaries of 
Intellectual Property 91–93 (Rochelle Dreyfuss, Diane L. Zimmerman, and Harry First eds., 2001). Oxford Univ 
Pr on Demand. 和久井・前掲注 2）68-158 頁。Joseph Farrell, et al., supra note 7, at 603. 









































                                                             
10 Joseph Farrell, et al., supra note 7 at 603. 
11 Joseph Farrell, et al., supra note 7 at 604. 
12 Joseph Farrell, et al., supra note 7 at 604. 
13 Mark A. Lemley& Carl Shapiro, Patent Holdup and Royalty Stacking, 85 Tex. L. Rev. 1991, 2007. 
14 Joseph Farrell, et al., supra note 7 at 604. 
15 Joseph Farrell, et al., supra note 7 at 604. 
16 In the Matter of Dell Computer Corporation, 121 FTC 616 (1996). 
17 Joseph Farrell, et al., supra note 7 at 604. 









つ非差別的条件でライセンスを提供することを許諾すること（fair, reasonable and non- 
discriminatory commitment、以下「FRAND 宣言」という。）20に違反し、不公正、不合理的
または差別的なライセンス条件で特許を許可する行為も含んでいる。例えば、米国の


















１．２ IPR ポリシー 








                                                             
19 Joseph Farrell, et al., supra note 7 at 604. 
20 FRAND 宣言は、RAND 宣言（reasonable and non-discriminatory commitment）とはほぼ同じ意味である。
「FRAND 宣言」という表現はより EU において多く採用されており、「RAND」宣言という表現は米国
に使用されている。和久井・前掲注 2）279 頁。 
21 Broadcom Corp. v. Qualcomm, Inc., 501 F.3d 297 (3d Cir. 2007). 
22 浜田治雄・鈴木信也「技術標準化活動におけるホールドアップに関する考察」日本大学法学部知財ジ
ャーナル 1 巻 1 号 175 頁, 177 頁（2008）；平松幸男「技術標準に含まれる特許の問題に関する考察」知




（International Organization for Standardization、以下「ISO」という。）、国際電気標準化会
議（International Electrotechnical Commission、以下「IEC」という。）、国際電気通信連合
（International Telecommunication Union、以下「ITU」という。）を代表とする多くの国際
標準化団体が IPR ポリシーの設定を行っていると指摘される23。 
しかし、IPR ポリシーの設定をめぐり、様々な問題が生じうる。「その代表例として GSM
標準策定における特許ライセンス問題である。欧州の携帯電話方式の標準として知られる








ールを作成することであった。1992 年には EC 委員会が『知的財産権と標準化の関係』と




一部制限した画期的なものであった。これに対し、北米メンバーは一貫して ISO や ANSI
が採用している簡易なパテントポリシーを要求した」ことがある25。したがって、ETSI
の 1993 年版 IPR ポリシーは、開示義務および FRAND 宣言を要求した最初の標準化団体
によって設定された IPR ポリシーと言えると思われる。 







が生じた」ことになった27。例えば、上記言及された米国の Dell 事件、Rambus 事件、
Broadcom 事件などである。 
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27 江藤学・前掲注 23）190 頁。 





































                                                             
29 江藤学・前掲注 23）192 頁。 
30 ライセンス第 1 委員会第 2 小委員会「はじめての標準化活動 : 標準必須特許とライセンス活動を取り
巻く課題」知財管理,64 巻 9 号, 1411 頁,1414 頁(2014) 。 
31 宮井雅明「知的財産取引における秩序の形成と競争政策」日本経済法学会年報 32 号 18-34 頁（通巻
54 号）23-24 頁（2011）。 
32 Richard Dagen, Rambus, Innovation Efficiency, and Section 5 of the FTC Act, 90 B. U. L. Rev. 1479, 1522 
(2010). 
33 Bruce H. Kobayashi & Joshua D. Wright, Federalism, Substantive Preemption, and Limits on Antitrust: An 
Application to Patent Holdup, 5 J. Comp. L. & Econ. 469, 504 (2009). 
34 Chandler T. Whitley, Prosecution History Estoppel, the Doctrine of Equivalents, and the Scope of Patents, 13 
Harv. J. L. & Tech. 465, 503 (1999-2000).  
35 Dagen, supra note 33, at 1525. 













の実施ガイドライン（Guidelines of Implementation of the Common Patent Policy for 
ITU-T/ITU-R/ISO/IEC）37よれば、「（標準）必須特許（essential patent）とは、”would be 
required…”と記述されており、規格の実施、実装に必要とされる特許を指す特許」と解さ
れている38。また、ITU/ISO/IEC が公表した共通特許の実施ガイドラインに類似してはい
るが、ETSI の IPR ポリシーは標準必須特許に対しより詳細な定義を設定している。ETSI
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標準規格を実施するため、使用者 a のワープロソフト A によって整理したデータが、使
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る。」と規定している。中国でも、特許法（2009 年 10 月 1 日施行）第 66 条または民事訴
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70 35 U.S. Code § 283 – Injunction, “ The several courts having jurisdiction of cases under this title may grant 
injunctions in accordance with the principles of equity to prevent the violation of any right secured by patent, on 
such terms as the court deems reasonable.”法律条文の訳は、服部健一『新米国特許法 対訳付き 増補版〔施
行規則・AIA 後の法改正と条約〕』351 頁 (発明推進協会, 2014) 。 
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77 The evolving IP marketplace: Aligning Patent Notice And Remedies With Competition (Mar. 2011), Supra note 
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うち最も重視されているのは FRAND 宣言である。つまり、FRAND 宣言を行っていない
標準必須特許権者より、FRAND 宣言を行った標準必須特許権者の差止請求権の行使の方
が制限される可能性が高いとよく指摘される80。たとえば、経済学者である Shapiro 教授、

























                                                             
80 Joseph Scott Miller, Standard Setting, Patents and Access Lock in rand licensing and the theory of the firm, 40 
Indiana Law Review,351, 374 (2007). 
81 Farrell, Hayes, Shapiro & Sullivan, supra note 7, at 638. Mark Lemley & Carl Shapiro, supra note 13, at 2025. 
82 Mark A. Lemley, Intellectual Property Rights and Standard-Setting Organizations, 90 CAL. L. REV. 1889, 
1902 (2002). 
83 Joseph Scott Miller, supra note 80, part II. 
84 例えば、Maurits Dolmans, Standards for Standards, 26 FORDHAM INT’L L.J. 163 (2002)がある。 










































                                                             









うち、実体規定はシャーマン法 1 条『取引制限』、同法 2 条『独占化』、クレイトン法 2
条『価格差別』、同法 3 条『抱き合わせと排他条件付取引』、同法 7 条『株式・資産取得』、
同法 8 条『役員兼任』、連邦取引委員会法 5 条『不公正な競争方法』である」とされてい
る1。そのうち、シャーマン法 2 条で規制される「独占化」は、①独占行為（monopolization）、
②独占の企て（attempt to monopolize）、および③独占のための共謀もしくは結合





















た。たとえば、いわゆる GE ドクトリンがある。GE ドクトリンとは、ライセンサーがラ
イセンシーに対し製造を許諾した製品の販売価格を拘束することを、特許権の範囲内とし
                                                             
1 村上政博『独占禁止法の日米比較:政策・法制・運用の相違[上]』1 頁（弘文堂，1991）。 
2 松下満雄、渡邉泰秀編『アメリカ独占禁止法（第 2 版）』95 頁（東京大学出版会，2012）。 
3 松下・前掲注 2）95 頁。 
4 村上・前掲注 1）1 頁。 
5 村上・前掲注 1）2 頁。 
6 村上・前掲注 1）2 頁。 

































Actavis 最高裁判決17および Kimble 最高裁判決18である。 
Actavis 事件において、Solvay Pharmaceutical（以下「Solvay 社」という。）は、AndroGel
と呼ばれるブランド名の付いた新薬を研究開発し、関連する特許を有する企業である。
Actavis Inc.（以下「Actavis 社」という。）、Paddock Laboratories（以下「Paddock 社」とい
う。）、Par Pharmaceutical（以下「Par 社」という。）は、AndroGel をモデルにしたジェネ
                                                             
9 同上。 
10 川濵・前掲注 7）4 頁。 
11 同上。 
12 川濵・前掲注 7）7 頁。 
13 滝川敏明「特許侵害訴訟と競争法－スマホ（アップル／サムスン）特許戦争を巡って‐」公正取引 760
号，21 頁，23 頁（2014）。 
14 宮井雅明「米国における知的財産権と反トラスト法--リバース・ペイメント問題を素材として」公正
取引（特集 知的財産権と競争政策）720 号，27 頁，27 頁（2010）。 
15 同上。 
16 川濵・前掲注 7）4 頁。 
17 Federal Trade Commission v. Actavis, Inc. et al. 570 U.S. 756 (2013). 
18 Kimble et al v. Marvel Entertainment, LLC, 576 U. S. ____ (2015) US Sup.Ct. 






わらず、米国の連邦食品医薬品局は、Actavis 社の AndroGel をモデルにしたジェネリック
薬における簡素化承認申請を承認した。米国の医薬品規制について、1984 年改正による
薬物の価格競争及び特許期間の回復に関する法律 （98 Stat. 1585）（以下「Hatch-Waxman










ック製造業者が 2015 年まで AndroGel と競争しないことの合意に対する報酬にあたり、当
該合意は三つのジェネリック薬製造業者が Solvay 社と独占利潤を分かち合い、特許を争
うことを放棄し、低コストのジェネリック製品を売り出して AndroGel と 9 年間において
































ルック基準（the quick look test）』によって律すべきというものである。この考えは、第三
サーキットのみならず、FTC もこれを共有しており、この考えに基づいて FTC は逆支払
































                                                             
21 松下・前掲注 20）1276 頁。 
22 松下・前掲注 20）1277 頁。 
23 Thomas F. Cotter, FTC v. Actavis, Inc.: When Is the Rule of Reason Not the Rule of Reason? MINN. J. L. SCI. 
& TECH. 15(1), 41, 47-49(2014). 
24 Thomas F. Cotter, supra note 23 at 47-48. 
25 Thomas F. Cotter, supra note 23 at 48-49. 









１．３．１ シャーマン法 2 条 




に処し、その他の者の場合には 10 万ドル以下の罰金若しくは 3 年以下の禁錮に処し、若
しくはこれを併科する」とある29。「シャーマン法 2 条は、独占化（monopolize）、独占化






















                                                             
29 15 U.S. Code § 2: “Every person who shall monopolize, or attempt to monopolize, or combine or conspire with 
any other person or persons, to monopolize any part of the trade or commerce among the several States, or with 
foreign nations, shall be deemed guilty of a felony, and, on conviction thereof, shall be punished by fine not 
exceeding one million dollars if a corporation, or, if any other person, one hundred thousand dollars, or by 
imprisonment not exceeding three years, or by both said punishments, in the discretion of the court.” 条文の翻訳
は、村上・前掲注 1）3 頁を参照。 
30 村上・前掲注 1）3 頁。 
31 正田彬編著『アメリカ・EU 独占禁止法と国際比較（第 1 版）』27 頁（金井貴嗣）（三省堂，1996）。 
32 滝川敏明『日米 EU の独禁法と競争政策（第 4 版）』212 頁，217 頁（青林書院，2010）。 








































ン法 2 条に違反する」とされた38。 
                                                             
34 Verizon Communications In.c, v. Law Offices of Curtis Trinko, LLP., 124 S. Ct. 872 (2004). 
35 滝川・前掲注 32）219-220 頁。 
36 正田・前掲注 31）31 頁（金井貴嗣）。 
37 正田・前掲注 31）31 頁（金井貴嗣）。 





































                                                             
39 正田・前掲注 31）32 頁（金井貴嗣）。 
40 United States v. Terminal Railroad Association, 224 U.S. 383 (1912) 
41 正田・前掲注 31）32 頁（金井貴嗣）。 
42 正田・前掲注 31）32 頁（金井貴嗣）。 
43 Berkey Photo, Inc. v. Eastman Kodak Co., 603 F.2 d 263 (2 d Cir. 1979), cert. denied, 444 U.S. 1093 (1980). 
44 正田・前掲注 31）32-33 頁（金井貴嗣）。 
45 Hecht v. Pro-Football, Inc., 570 F. 2d 982 (D. C. Cir. 1977), cert. denied, 436 U. S. 956 (1978). 
46 MCI Communications Corp. v. American Tel. & Tel. Co., 708 F. 2d 1081 (7th Cir.), cert. denied, 464 U. S. 891 
(1983). 
47 白石忠志『技術と競争の法的構造』87 頁（有斐閣, 1994）。 
48 白石・前掲注 47）88 頁。 



























１．３．２ FTC 法 5 条 










                                                             
50 白石・前掲注 47）9-92 頁。 
51 白石・前掲注 47）93 頁。 
52 白石・前掲注 47）94 頁。 
53 白石・前掲注 47）91-93 頁。 
54 滝川・前掲注 32）251 頁。 
55 滝川・前掲注 32）251 頁。 
56 滝川・前掲注 32）251 頁。 
57 15 U.S. Code § 45(a)(1): “ Unfair methods of competition in or affecting commerce, and unfair or deceptive 







FTC 法 5 条によれば、FTC は、単に「不当な競争制限方法」であると判定するだけで
その行為を排除できる59。「FTC 法が FTC にこのような裁量権を与えたのは、裁判所とは
違って、行政庁である FTC には経済調査能力があるので、調査実績を積み重ねることに
より妥当な規制基準を形成できると考えたためである。」とされている60。更に、裁判所




























                                                             
58 村上・前掲注 1）15－16 頁。 
59 滝川・前掲注 32）216 頁。 
60 滝川・前掲注 32）216 頁。 
61 滝川・前掲注 32）216 頁。 
62 滝川・前掲注 32）216-217 頁。 
63 村上政博『独占禁止法の日米比較:政策・法制・運用の相違[下]』3 頁（弘文堂，1992）。 
64 同上。 


















権ライセンス契約にみられる一定の制限条項が per se illegal によって規制されていた67。




















                                                             
66 村上・前掲注 63）4-5 頁。 
67 本間忠良『知的財産権と独占禁止法 : 反独占の思想と戦略』20 頁（発明協会, 2011）。 
68 本間・前掲注 67）20 頁。 
69 本間・前掲注 67）20 頁。 
70 本間・前掲注 67）21 頁。 
71 Antitrust Guidelines for the Licensing of Intellectual Property, Supra note 42. 
72 井上朗「欧州及び米国におけるライセンス規制について」『平成 25 年度各国のライセンス規制の標
準化研究報告書』2014 年 3 月国際貿易投資研究所（http://www.iti.or.jp/reports/H25_02license.pdf 52 頁。









第２節 EU における独禁法と知的財産権の相互関係 





























                                                             
73 本間・前掲注 67）21 頁。 
74 本間・前掲注 67）22 頁。 
75 滝川・前掲注 32）221 頁。 










機能条約）第 101 条と第 102 条（旧欧州共同体条約第 81 条と第 82 条）しかなかった」と
いわれてきた78。更に、シレナ判決79、ドイツ・グラムフォン判決80が EU 機能条約第 101




「欧州競争法は、欧州連合運営条約第 345 条（旧欧州共同体条約第 295 条）により、財
産権の存在、とくに通常、国内法が認めている知的財産権の存在を問題にすることはでき
ない。反競争的な意図に基づく行為がなければ、排他的権利が競争を制限することになっ












                                                             
77 「欧州共同体設立条約（Treaty on the establishing the European Community）」とも呼ばれ、以下「旧 EC
条約」という。筆者注。 
78 ルイ・ヴォージェル（小梁吉章訳）『欧州競争法』221 頁（信山社，2012）。 
79 「欧州司法裁判所 1971 年 2 月 18 日判決第 40-70 号、Siena Srl 対 Eda Srl 事件（訳注：イタリアの会社
がアメリカの会社のブランド商品を輸入販売していたが、ドイツの会社が同様にアメリカのブランドを
認められ、並行輸入した事案で、ミラノの裁判所が先決問題として欧州司法裁判所に移送した）。」ルイ・
ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）221 頁注 2。 
80 「欧州司法裁判所 1971 年 6 月 8 日判決第 78-70 号、Deutsche Grammophon GesellschaftmbH 対
Metro-SB-Groâmäkte GmbH & Co 事件（訳注：ドイツのレコード・メーカーが同国の知的財産権を理由に
輸出したレコードの同国内販売を禁じた事件。欧州司法裁判所 1974 年 7 月 3 日判決第 192-73 号、Van 
Zuylen Frëres 対 Hag AG 事件）。」ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）221 頁注 3。 
81 ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）221 頁。 
82 ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）223 頁。 
83 ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）223 頁。 
84 「著作権管理の排他的な独占について、欧州委員会は 1971 年 6 月 2 日決定第 71-224 号、GEMA 事件」
ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）231 頁注 50。 
85 「欧州委員会 2009 年 12 月 9 日決定第 36-636 号、Rambus 事件」ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲
注 78）231 頁注 51。 
86 ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）。 
31 
 
２．３ 知的財産に基づく単独行為に対する EU 独禁法の適用 
２．３．１ EU 機能条約 102 条における市場支配的地位の濫用行為 
（１） EU 機能条約 102 条 















は、EU 機能条約 102 条によって、知的財産権の権利濫用を含むそれらの濫用行為につい
て司法的判断（または行政的判断）を行っている90。 
従来、EU 機能条約 102 条に違反する知的財産権の権利濫用に関する事件の多くは、ラ
イセンス供与の拒否の形で行われるものであった91。そのため、特許法上の差止請求権の
行使が、もう一つの形の知的財産権の権利濫用として EU 機能条約 102 条に規制されうる
か、またどのような状況において規制されるかが問題となる。 





                                                             
87 Consolidated versions of the Treaty on European Union and the Treaty on the Functioning of the European 
Union, 26 October 2012 , available at, Official Journal of the European Union, 326/01, available at 
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=uriserv:OJ.C_.2012.326.01.0001.01.ENG. 
88 ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）209-216 頁。 
89 ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）209-216 頁。 
90 例えば、「欧州司法裁判所 1988 年 10 月 5 日判決第 53-87 号、Consorzio Italiano della componentisica di 
ricambio per autoveicol 対ルノー公団事件（非衡平的な価格を設定し、以前流通量の多いモデルの部品の
生産中止を決定して、特許権から生じた排他的権利の使用にもとづいて、独立の修理業者に部品の提供
を恣意的に拒否した事件）。同 1988 年 10 月 5 日判決第 238-87 号、AB Volvo 対 Erik Veng (Ltd)事件（保護
されたモデルの権利者に合理的な手数料を対価としてではあるが、第三者に当該モデルを構成する製品
の供給ライセンスの許容を強制した事例）。同 2002 年 11 月 2 日判決第 C-481-01P(R)号、NDC health 
Corporation 事件（ライセンス供与義務の事例）。欧州第一審裁判所 2007 年 9 月 17 日判決第 T-201-04 号、
Microsoft Corp 事件（市場支配的地位にあるソフトの権利者がその商品の互換性を容易にする情報を競争
者に提供することを拒否した事例）。」ルイ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 78）215 頁注 47。 
91 同上。 
92 滝川・前掲注 32）221 頁。 






































                                                             
94 Communication from the Commission - Guidance on the Commission's Enforcement Priorities in Applying 
Article 82 EC Treaty to Abusive Exclusionary Conduct by Dominant Undertakings, 9 February 2009, available at, 
Official Journal of the European Union, C-45/7, 
http://www.hartpub.co.uk/updates/korah/abusiveexclusionaryconduct.pdf. 滝川・前掲注 32）221 頁注 17。 
95 滝川・前掲注 32）221-222 頁。 
96 滝川・前掲注 32）222 頁。 
97 滝川・前掲注 32）222 頁。 
98 滝川・前掲注 32）224-225 頁。 
99 滝川・前掲注 32）225 頁。 
























する規則」103（欧州委員会規則 772/2004 号：以下「TTBER（2004）」という。）と TTBER
に伴う欧州委員会ガイドライン（以下「技術移転ガイドライン（2004）」という。）104があ
る。2014 年 3 月 21 日、欧州委員会は、TTBER（2004）および技術移転ガイドライン（2004）
における改訂版の規則及びガイドラインを公表し、2014 年 5 月 1 日から「技術移転契約




                                                             
101 滝川・前掲注 32）226 頁。 
102 滝川・前掲注 32）226 頁。 
103 Commission Regulation (EC) No 772/2004 of 27 April 2004 on the application of Article 81(3) of the Treaty to 
categories of technology transfer agreements, Official Journal L 123, 27.04.2004, p. 11-17, 
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=CELEX:32004R0772, (last visited Feb 7, 2015). 
104 Commission Notice - Guidelines on the application of Article 81 of the EC Treaty to technology transfer 
agreements, Official Journal C 101, 27.04.2004, p. 2-42, 
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=CELEX:52004XC0427(01), (last visited Feb 7, 2015). 
105 Commission Regulation (EU) No 316/2014 of 21 March 2014 on the application of Article 101(3) of the Treaty 
on the Functioning of the European Union to categories of technology transfer agreements (TTBER), 
Official Journal L93, 28.03.2014, p.17-23, 
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=uriserv:OJ.L_.2014.093.01.0017.01.ENG, (last visited Feb 7, 
2015). 
106 Communication from the Commission — Guidelines on the application of Article 101 of the Treaty on the 
Functioning of the European Union to technology transfer agreements (Guidelines) 
Official Journal C89, 28.03.2014, p.3-50, 





























（３） EU の「2011 年水平的協調ガイドライン」と開示義務および FRAND 義務の関係 







                                                             
107 滝川敏明「EU における知的財産権と競争法」公正取引 720 号 34 頁，39-40 頁（2010）。 
107 Guidelines on the application of Article 81 of the EC Treaty to technology transfer agreements, supra note 104. 
108 Communication from the Commission - Guidance on the Commission's enforcement priorities in applying 
Article 82 of the EC Treaty to abusive exclusionary conduct by dominant undertakings, 24 February 2009, 
available at, Official Journal of the European Union, C 45/02, 
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52009XC0224(01), (last visited Feb 7, 2015). 
109 滝川・前掲注 32）第 262 頁。Supra note 108, 81 para. 
110 Supra note 108, 81 para. 
111 Communication from the Commission - Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the 
Functioning of the European Union to horizontal co-operation agreements, 14 January 2011, available at, Official 
Journal of the European Union, C 11/01, 
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/ALL/?uri=CELEX:52011XC0114(04), (last visited Feb 7, 2015). 
35 
 
示義務および FRAND 宣言の概念を明らかにするため、ここでは欧州委の 2011 年水平的
協調ガイドラインの関連する内容を簡単に紹介する。 
欧州委の 2011 年水平的協調ガイドラインにおいて、事前開示に言及した重要な条項は、
第 286 パラグラフ、第 290 パラグラフ、第 298 パラグラフ、第 299 パラグラフ及び第 327
パラグラフであり、FRAND 宣言に言及した重要な条項は、第 285 パラグラフ、第 287 パ
ラグラフから第 291 パラグラフ及び第 327 パラグラフである。以下ではこれらの条文を紹
介する。 












2011 年水平的協調ガイドライン第 299 パラグラフによれば、標準設定協定のうち、そ













                                                             
112 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 286. 
113 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 290. 
114 Id. 
115 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 298. 
116 Id. 
117 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 299. 
118 Id. 
119 Id. 
120 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 






























2011 年水平的協調ガイドライン第 288 パラグラフでは、標準化団体が特許権者に
FRAND 宣言義務を付けることは、標準化団体が特定のライセンス条件の FRAND 条件を
満たすかどうかを判断することを要求しない133。特許権者それ自体は、そのライセンス条
件が FRAND 条件を満たすかどうかを判断するべきである134。したがって、FRAND 宣言
を行うかどうかについて、特許権者は、主にライセンス料を設定する能力に基づき、
FRAND 宣言を行うことを予想しながら決定するべきである135。 








129 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 285. 
130 Id. 
131 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 287. 
132 Id. 
133 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 

















2011 年水平的協調ガイドライン第 291 パラグラフによれば、同ガイドラインは、当事
者間がライセンス料における争いについて民事または商事裁判所に解決措置を求めるい
かなる活動を阻止しない142。 















                                                             
136 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 289. 
137 Id. 
138 Id. 
139 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 290. 
140 Id. 
141 Id. 
142 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Supra note 111 at Article 291. 
143 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 










私的独占・不当な取引制限を禁止する独禁法 3 条がシャーマン法 1 条・2 条に対応し、





制によって規制されている151。独禁法の「私的独占」規制（法 2 条 5 項・3 条前段）は、
米国の独占行為（monopolization）と独占化の企図（attempts to monopolize）を規制するシ
ャーマン法 2 条をモデルとして設けられた規制であり152、不公正な取引方法規制はアメリ
カでのクレイトン法および FTC 法による規制に類似する部分がある153。 



















独禁法 21 条の内容は、1947 年に独禁法が制定されて以降変更されていないが、2002 年独
禁法改正の際に 23 条から 21 条へと条文番号のみが変更された157。 




151 滝川・前掲注 32）226 頁。 
152 同上。 
153 同上。 
154 根岸哲＝舟田正之『独占禁止法概説（第 4 版）』416 頁（有斐閣，2010）。 
155 泉水文雄「知的財産法と独占禁止法との関係」紋谷暢男教授古稀記念『知的財産権法と競争法の現代











































                                                             
158 同上。 
159 泉水・前掲注 155）1146-1147 頁。 
160 泉水・前掲注 155）1150 頁。 
161 川濵・前掲注 7）1 頁。 
162 川濵・前掲注 7）4 頁。 
163 同上。 




































                                                             
165 同上。 
166 川濵・前掲注 7）3 頁。 
167 滝川・前掲注 32）226 頁。 
168 滝川・前掲注 32）221-222 頁。 
169 滝川・前掲注 32）227 頁。 
170 同上。 
171 公取委の「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」（平 16.5.31、平 19.3.28 改定）。
（http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/guideline/guideline/shishin01.html, 2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 





































                                                             
173 根岸＝舟田・前掲注 154）55 頁（宮井雅明）。 
174 根岸＝舟田・前掲注 154）56 頁（宮井雅明）。 
175 村上・前掲注 63）27-28 頁。 












































                                                             
180 土田＝栗田＝東條＝武田・前掲注 178）240-241 頁（栗田誠）。 
181 公正取引委員会「『知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針』の一部改正（案）に対する意見募
集について」（平成 27 年 7 月 8 日）公正取引委員会 HP 参照
（http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h27/jul/150708.html，2015 年 9 月 21 日最終閲覧。） 
182 同上。 
183 岩本章吾『知的財産権と独占禁止法:独禁法解釈論の再検討序説』72 頁（晃洋書房, 2008）。 














公表している。「国際的技術導入契約に関する認定基準」（昭和 43 年 5 月 24 日公取委）、
「特許・ノウハウライセンス契約における不公正な取引方法の規制に関するウ運用基準」
（平成元年 2 月 15 日公取委事務局）、特許・ノウハウライセンスガイドラインおよび「知























題に応じて、既存の 2005 年ガイドラインおよび 2007 年ガイドラインを更新する考えを表
                                                             
185 「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」・前掲注 50）第 2-2。 
186 岩本・前掲注 183）34-35 頁。 
187 岩本・前掲注 183）35 頁。 
188 「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」・前掲注 50）第 2-1。 





能性およびその判断基準の 2 つの条文のみが追加された。 































                                                             
190 同上。 
191 村上政博『独占禁止法の新展開』166-167 頁（判例タイムズ社，2011）。 
192 公取委審判開始決定平成 16 年 1 月 15 日審決集 50 巻 528 頁。 
193 村上政博『独占禁止法における判審決分析の役割』82 頁（商事法務，2009）。 
194 同上。 
195 浅井敏雄「知的財産権法と独占禁止法の関係」『競争法の現代的諸相（下）』厚谷襄兒先生古稀記念論
集 885 頁，900 頁（信山社出版株式会社，2005）。 
196 同上。 
197 同上。 










「反壟断法」という。）と呼ばれ、2008 年 8 月 1 日より実施されてきた。中国独禁法の主
要実体規定は、EU 機能条約 101 条および 102 条を参考にしており、独占的協定の規制、
市場支配的地位の濫用の規制、事業者結合の規制、行政権限濫用の規制の四つを定めてい
る。 
独占的協定の規制は、反壟断法 13 条ないし 16 条によって規定され、水平的協定、およ
び再販売価格の制限を代表とする垂直的制限を禁止する。市場支配的地位の濫用の規制は、
反壟断法 6 条、17 条ないし 19 条で規定され、市場における支配的地位を濫用することを
制限する。事業者結合の規制は、反壟断法 20 条ないし 31 条によって規定され、事業者の









事業者の公正競争を排除」する行為（同法 6 条）、行政機関の行政権利濫用（同法 7 条）、
不当な利益による顧客誘引（同法 8 条）、不当廉売（同法 11 条）、抱き合わせ販売および








４．２ 中国における独禁法と知的財産権の相互関係――「反壟断法 55 条」 
中国では、欧米日に比べ、競争政策と知的財産政策の均衡をとるまでに時間を要した。
                                                             
199 同上。 
200 「中華人民共和国反壟断法」（2007 年 8 月 30 日中華人民共和国主席令第 68 号公布,2008 年 8 月 1 日
実施）。（http://www.gov.cn/flfg/2007-08/30/content_732591.htm, 2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
201 「中華人民共和国反不正当競争法」（1993 年 9 月 2 日中華人民共和国主席令第 10 号公布,1993 年 12



















販売価格を設定したこと205、Philips 社が３C DVD におけるパテントプールの特許をライ
センスした際に他国の企業より中国の企業に不当な条件付き取引を行ったこと206、シスコ
社（Cisco Systems, Inc）が中国の企業である対華為技術（Huawei Technologies Co. Ltd.）に
対して情報通信産業の事実上の標準である「独自プロトコル（Proprietary Protocol）」をラ
イセンスすることを拒絶したこと207である。このような背景を踏まえ、中国の裁判所、産
                                                             
202 中国知的財産法の法源が七つあり、それぞれは、憲法（第 20 条、第 22 条、1982 年 12 月 4 日中華人
民共和国第 5 期全国人民代表大会第 5 回会議採択、同日全国人民代表大会公告公布・同日施行）、民法通
則（第五章第三節知的財産権、1986 年 4 月 12 日中華人民共和国主席令第 37 号公布、1987 年 1 月 1 日施
行）、知的財産法律（例えば、著作権法（1990 年 9 月 7 日第 7 期全国人民代表大会常務委員会第 15 回会
議にて採択、1991 年 6 月 1 日施行、2001 年 10 月 27 日に改正、同日施行）、特許法（（1984 年 3 月 12 日
第 6 期全国人民代表大会常務委員会第 4 次会議で採択、1992 年 9 月 4 日に第 1 回改正、2000 年 8 月 25
日に第 2 回改正、2008 年 12 月 27 日に第 3 回改正）、商標法（1982 年 8 月 23 日第 5 期全国人民代表大
会常務委員会第 24 回会議で採択、1993 年 2 月 22 日に第 1 回改正、2001 年 10 月 27 日に第 2 回改正）な
ど）、知的財産権に関する行政法規（行政規則、行政命令の意味）（例えば、著作権法実施条例（2002 年
8 月 2 日中華人民共和国国務院令第 359 号公布）、コンピュータソフトウェア保護条例（2001 年 12 月 20
日中華人民共和国国務院令第 339 号公布、2011 年 1 月 8 日第 1 次改正、2013 年 1 月 30 日中華人民共和
国国務院令第 632 号による第 2 次改正）など）、知的財産権に関する地方性法規･自治条例･単行条例、知
的財産権に関する部門規章･地方政府規章、知的財産権に関する司法解釈（例えば、最高人民法院による
特許紛争案件審理の法律適用問題に関する若干規定（2001 年 6 月 22 日最高人民法院公布、2001 年 7 月
1 日から施行、法釈[2001]21 号））、及び国際条約（例えば、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定
（Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights、TRIPS 協定と略す、2001 年参加）、工
業所有権の保護に関するパリ条約（Paris Convention on the Protection of Industrial Property、パリ条約と略
す、1985 年 3 月 19 日参加）、文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約（Berne Convention for the 






205 1998 年に Windows98 の販売価格は、中国において 1980 元であり、米国と日本ではそれぞれ 800 元と
600 元から 1200 元であった。彭心倩「後 TRIPs 時代我が国知識産権反壟断的立法価値選択」河北法学，
12 号,94 頁（2010）。 
206 Wuxi Multimedia, Ltd. v. Koninklijke Philips Electronics, N.V., No. 04 CV 1136DMS (S.D. Cal., 2004). 
207 Cisco Technology, Inc. (Plaintiffs) vs. Huawei Technologies Co., Ltd., Huawei America, Inc., and Futurewei 






























                                                             






209 例えば『中華人民共和国対外貿易法』（1994 年 5 月 12 日中華人民共和国国主席令第 22 号公布,2004





210 中華人民共和国国務院『国家知的財産権戦略網要』（2008 年 6 月 5 日国発（2008）18 号）














































学版) 9 巻 4 号，55 頁，55-56 頁（2008）。張偉君「知識産権濫用規制制度研究」博士論文，同済大学，
180-190 頁（2007）。 
217 中華人民共和国特許法（2009）（2008 年 12 月 27 日中華人民共和国主席令第 8 号公布,2009 年 10 月 1
日実施）。）48 条 1 項（http://www.gov.cn/flfg/2008-12/28/content_1189755.htm, 2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
218 中華人民共和国特許法（2009）・前掲注 217）48 条 2 項。 
219 中華人民共和国特許法（2009）・前掲注 217）49 条。 
220 中華人民共和国特許法（2009）・前掲注 217）50 条。 






































                                                             
222 張偉君・前掲注 216）183 頁。 
223 中華人民共和国国務院『中華人民共和国技術導入契約管理条例』（1985 年 5 月 24 日公布、2002 年 1
月 1 日失効）第 9 条。（http://www.china.com.cn/law/flfg/txt/2006-08/08/content_7060325.htm，2015 年 9 月
21 日最終閲覧）。 
224 中華人民共和国対外貿易部『中華人民共和国技術導入契約管理条例施行細則』（1987 年 12 月 30 日公
布、2002 年 1 月 1 日失効）第 18 条。（http://china.findlaw.cn/hetongfa/hetongfagui/hetongfa/htfgk/92275.html，
2015 年 9 月 21 日最終閲覧）。 
225 中華人民共和国国務院『中華人民共和国技術輸出入契約管理条例』（2001 年 10 月 31 日第 331 号公布、










































                                                             
226 「中華人民共和国技術輸出入契約管理条例」・前掲注 225）29 条。 
227 最高人民法院「技術契約紛争事件審理の法律適用における若干問題に関する解釈」（2004 年 12 月 16
日公布，2005 年 1 月 1 日実施）10 条。（http://china.findlaw.cn/hetongfa/hetongfagui/hetongfa/htfgk/115381.html, 
2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 






































                                                             
229 戴龍「中華人民共和国独占禁止法調査報告書（抜粋）」中国政法大学国際法学院， 53-54 頁




231 王先林・前掲注 212）45 頁。 
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うかについて、反壟断法 19 条の違法推定に近い判断基準はあるものの、反壟断法 18 条が
示す通り、市場シェア、企業の資産および技術的な条件、市場参入障壁などの要素によっ
て総合的に判断される。 
（２） 反不正当競争法 6 条及び 12 条 
反不正当競争法は、「公共企業または法により独占地位を有している事業者は他人に指
                                                             
233
 中華人民共和国反壟断法・前掲注 200）17 条。 
234
 中華人民共和国反壟断法・前掲注 200）18 条。 
235




（同法 6 条）236、行政機関の行政権利濫用（同法 7 条）237、不当な利益による顧客誘引（同
法 8 条）238、不当廉売（同法 11 条）239、抱き合わせ販売および拘束条件付き取引（同法
12 条）240などを禁止している。このうち、単独の知的財産権者の権利行使に関連する規





























                                                             
236
 中華人民共和国反不正当競争法・前掲注 201）6 条。 
237
 中華人民共和国反不正当競争法・前掲注 201）7 条。 
238
 中華人民共和国反不正当競争法・前掲注 201）8 条。 
239
 中華人民共和国反不正当競争法・前掲注 201）11 条。 
240
 中華人民共和国反不正当競争法・前掲注 201）12 条。 
241
 中華人民共和国反不正当競争法・前掲注 201）6 条。 
242
 中華人民共和国反不正当競争法・前掲注 201）12 条。 
243 国務院反壟断委員会「関連市場の画定に関するガイドライン」（2009 年 5 月 24 日）
（http://www.gov.cn/zwhd/2009-07/07/content_1355288.htm，2015 年 9 月 21 日最終閲覧）。 










































                                                             
245 「関連市場の画定に関するガイドライン」（2009 年 5 月 24 日）・前掲注 243）8 条。 
246 「関連市場の画定に関するガイドライン」（2009 年 5 月 24 日）・前掲注 243）9 条。 
247 国家工商行政管理总局「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」（2015 年 4 月 7 日工商总
局令第 74 号公布、2015 年 8 月 1 日実施）（http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=494738，2015 年 9










研究プロジェクトを企画し、2009 年 3 月に研究グループを設立した。」という249。工商総
局は、それから約 6 年後の 2015 年 4 月 7 日、「知的財産権濫用による競争の排除・制限行
為に関する規定」、いわば工商総局ガイドラインを公表した。工商総局ガイドラインは、
2015 年 8 月 1 日から適用されてきた。 
次に、知的財産権者の濫用行為の規制に関する要件を説明する。 
１）一定の取引分野の画定 











同ガイドライン 6 条が規定するのが市場支配的地位の有無の判断についてである。 
同ガイドライン 6 条は、「市場支配的地位を有する事業者は、知的財産権を行使してい
る間に、市場支配的地位を濫用し、競争の排除、制限をしてはならない。 













                                                             
248 王先林・前掲注 212）45-46 頁。 
249 王先林・前掲注 212）47 頁。 
250 「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」前掲注 247）3 条。 
251 「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」前掲注 247）6 条。 











































                                                             
253 「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」前掲注 247）9 条。 
254 「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」前掲注 247）10 条。 
255 「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」前掲注 247）11 条。 











同ガイドライン 17 条 2 項、17 条 3 項には、知的財産権者の市場支配的地位を濫用する
場合に科される制裁金に関する定めがある。 

























                                                             
257 「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」前掲注 247）7 条。 
258 「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」前掲注 247）17 条 2 項。 
259 「関与禁止濫用知識産権排除、限制競争行為的規定」前掲注 247）17 条 3 項。 
260 「中国正式起草『濫用知識産権反壟断規制指南』」（2015 年 6 月 4 日経済参考報）
（http://tech.sina.com.cn/it/2015-06-04/doc-icrvvrak2684841.shtml，2015 年 9 月 21 日最終閲覧）。 
261 同上。 
262 謝紅慧「EU 競争法における『不可欠設備原則』」，北京政法職業学院学報 42 号 27 頁，30 頁（2005）。 




































                                                             
264 郭躍「単方取引拒絶における反壟断法による規制の問題」中国石油大学学報（社会科学版）28 卷 3
号 57 頁，58 頁（2012）。 
265 吕明瑜「欧米における独禁法による知的財産権者の取引拒絶の規制の実務及び示唆」南都学刊: 社会
科学版 3 号 80 頁,83 頁（2009）。 
266 林平，馬克斌，王秩群「独禁法における必須設備原則――米国および EU の経験に基づいて」東岳論
叢 1 号 21 頁，28-29 頁（2007）。 
267 郭躍・前掲注 264）60 頁。李剣「反壟断法における不可欠施設の判断基準――関連市場からの観点」
現代法学 31 卷 3 号， 69 頁，80 頁（2009）。 
268 郭躍・前掲注 264）60 頁。 
269 同上。 













































                                                             
1 松下満雄＝渡邉泰秀編『アメリカ独占禁止法（第 2 版）』421 頁（渡辺泰秀）（東京大学出版会，2012）。 
2 United States v. General Electric Co., 272 U.S. 476 (1926). 
3 松下＝渡邉・前掲注 1）422 頁（渡辺泰秀）。 
4 同上。 
5 村上政博＝淺見節子『特許・ライセンスの日米比較:特許法と独占禁止法の交錯（第 4 版）』103 頁（弘
文堂，2004）。 
6 United States v. Aluminum Co. of America, 148 F. 2d 416, 424 (1945). 
7 United States v.United Shoe Machinery Corp.,110 F.Supp.2958（D.C.Mass 1953）. 
8 United States v. Grinnell Corp., 384 U.S. 563 (1966). 































という。）は、FTC 法 5 条によって「通商における若しくは通商に影響を及ぼす不公正な
競争方法、及び不公正な若しくはぎまんてきな行為または慣行は、これを違法とする」と





                                                             
10 村上＝淺見・前掲注 5）104-105 頁。 
11 Aspen Skiing Co. v. Aspen Highlands Skiing Corp., 472 U.S. 585 (1985). 
12 See case cited as supra note 11, at 610-611. 
13 Verizon Commcn's Inc. v. Law Offices of Curtis V. Trinko, LLP, 540 U.S. 398 (2004). 
14 See case cited as supra note 13, at 409-410. 
15 村上＝淺見・前掲注 5）111 頁。 
16 同上。 
17 松下＝渡邉・前掲注 1）421 頁（渡辺泰秀） 
18 15 U.S. Code § 45(a)(1): “ Unfair methods of competition in or affecting commerce, and unfair or deceptive 














準化団体（voluntary consensus standards bodies）に反トラスト法の適用を導入した。1993
年の『国家共同研究生産法』と2004年の『標準化機関支援法』は、標準化団体に対して当
















                                                             
19 例えば Standard Sanitary Mfg. Co. v. United States, 226 U.S. 20, 41 (1912)事件、及び FTC Bureau of 
Consumer Protection, Standards and Certification Final Staff Report, at 28, 34 (April 1983)という報告書である。
William M. Hannay, United States Antitrust Law Regarding Standard Setting Bodies, The Interaction between 
Intellectual Property and Antitrust Law, at 1, Nov. 3 2007, 
http://www.schiffhardin.com/File%20Library/Publications%20(File%20Based)/PDF/hannay_u-s-antitrust_law.pdf 
(last visited Jul. 23, 2014). 
20 15 USC § 45(a)(1).FTC 法 5 条は通商またはそれに影響を及ぼす不公正な競争方法、不公正もしくは欺
瞞的行為もしくは慣行を禁止する。 
21 Sherman Act § 1, 15. U.S.C. § 1. シャーマン法 1 条は、不合理の取引を制限する契約、結合または共謀
を禁止する。 
22 Sherman Act § 2, 15 U.S.C. § 2. シャーマン法 2 条は独占、または独占を企てることを禁止する。 
23 “The National Cooperative Research and Production Act (NCRPA)” 15 U.S.C.A. § 4301-4306 Pub. L. No. 
103-42. 
24 “Standards Development Organization Advancement Act of 2004 (SDOAA)” 15 U.S.C.A. § 4301-4306 Pub. L. 
No. 108-237. 
25 “The National Cooperative Research Act (NCRA)” 15 U.S.C. § 4301-4305 Pub. L. No. 98-462. 






















な権利行使がシャーマン法 2 条または FTC 法 5 条で規制されるべきかどうかは明らかで
はない。例えば、米国の審決・判決では、標準必須特許権者の開示義務違反行為が FTC
法 5 条によって規制された事件（例えば FTC の Dell 事件29、Townshend 事件30）がある。





として認めず、シャーマン法 2 条による規制されるべきではないと判断した。 
なお、2008 年に米国の司法省の公表した「競争と独占――シャーマン法 2 条に規制さ
れる単独事業者の行為（Competition and Monopoly: Single-Firm Conduct Under Section 2 of 
the Sherman Act）」（以下「司法省報告書」という。）では、シャーマン法 2 条の適用範囲








                                                             
28 伊藤隆史「技術標準化プロセスでの知的財産権の行使と競争政策 (特集 技術標準と特許権)」知財研
フォーラム 69 号 18-25 頁，2 頁（2007）。 
29 In the Matter of Dell Computer Corporation, 121 FTC 616 (1996). 
30 Townshend v. Rockwell Int'l Corp., 2000 U.S. Dist. LEXIS 5070 (N.D. Cal. Mar. 28, 2000). 
31 In re Rambus Inc., Dkt. No. 9302 (FTC2002). 
32 In re Negotiated Data Solutions LLC, File No. 051 0094 (FTC 2008) 
33 Broadcom Corp. v. Qualcomm Inc., 501 F.3d 297 (3d Cir. N.J. 2007). 
34 Charles T. Chris, Compton Tumultuous Times The Escalating US Debate on the Role of Antitrust in Standard 










実際には、米国で、シャーマン法 2 条と FTC 法 5 条がどのように適用されるべきかと
いう点については今も議論が行われている。しかし、「米国の側からみると、シャーマン
法 2 条による独占行為の規制範囲は、EU 機能条約 102 条の規制範囲よりも狭いと捉えら
れていて、FTC 法 5 条による独占行為規制が、それを補充する役割を果たしている、あ
るいは果たすべきであると考えられていることである」38といわれている。 
これらの背景を踏まえ、次に、米国の独禁法上の問題となりうる標準必須特許権者の権
















適用が厳格すぎると思われる。まず、米国では、1983 年の MCI 事件42以来「不可欠施設」
理論が、裁判所におけるシャーマン法 2 条の適用を検討する際の考慮事項となっていた。
しかし、Trinko 事件で、最高裁判所は、「不可欠施設」の適用基準を細かく設定し、規制
                                                             
36 Statement of Commissioners Harbour, Leibowitz and Rosch on the Issuance of the Section 2 Report by the 
Department of Justice (Sept. 8, 2008) at 1. 
http://www.ftc.gov/sites/default/files/attachments/press-releases/ftc-commissioners-react-department-justice-report
-competition-monopoly-single-firm-conduct-under/080908section2stmt.pdf (last visited Jul. 23, 2014). 
37 Id. 
38 金井貴嗣「私的独占の外延――米国における FTC 法 5 条の適用事例を素材に」根岸哲先生古稀祝賀，
川濵昇=泉水文雄=土佐和生=泉克幸=池田千鶴編『競争法の理論と課題 -- 独占禁止法・知的財産法の最
前線』191 頁，207 頁（有斐閣，2013）。 
39 加藤恒『パテントプール概説:技術標準と知的財産問題の解決策を中心として』101頁（発明協会、2006）。 
40 和久井・前掲注 27）158 頁。 
41 和久井・前掲注 27）301 頁。 





































                                                             
43 Armando A. Ortiz, Old Lessons Die Hard: Why the Essential Facilities Doctrine Provides Courts the Ability to 
Effectuate Competitive Balance in High Technology Markets, 13 High Tech L. 170, 186-192 (2012) 
44 Ali A. Massadeh, The Essential Facilities Doctrine Under Scrutiny: EU and US Perspective (January 11, 2011), 
UEA Law Working Paper No. 2011-AM-1，6（2011）. （http://ssrn.com/abstract=1738326， last visted Sep. 23rd, 
2015）. 
45 和久井・前掲注 27）270 頁。 
46 和久井・前掲注 27）273 頁。 
47 同上。 
48 平松幸男「技術標準に含まれる特許の問題に関する考察」知的産専門研究 2 号 101 頁,108 頁（2007）。 
49 See case cited supra note 29, Dissenting Statement of Commissioner Mary L. Azcuenaga in this matter (October 
30, 1995) at 629-630. 
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２．２ Dell 事件 
２．２．１ 事実概要 
















２．２．２ FTC の同意審決要旨 
FTC は、Dell 社の開示義務を準じないことが Dell 社の誠実義務（good faith）に違反し、
競争及び消費者を侵害し、将来的に侵害し続けるものとして、不公正な競争方法に該当し、
FTC 法 5 条に違反したと判断した54。 
米国の FTC は、Dell 社の開示義務違反行為には、禁反言の法理が適用されうるが、当
該行為が競争および消費者を損害するおそれがあるため、将来的に競争または消費者を損
害しうる行為を規制する FTC 法 5 条を適用する可能性も否定できないとする55。つまり、






                                                             
50 See case cited supra note 29, at Par4-5. 
51 See case cited supra note 29, at Par6. 
52 See case cited supra note 29, at Par5. 
53 See case cited supra note 29, at Par8. 
54 See case cited supra note 29, at 624 & n 3. 
55 See case cited supra note 29, at 627. 
56 See case cited supra note 29, at 627. 
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２．３ Unocal 事件57 
２．３．１ 事実概要 
カリフォルニア州環境保護局の下に設立されたカリフォルニア州大気保全委員会
（California Air Resources Board、以下 CARB という。）は、自動車および低排出ガス車に
おける標準規格を設定することにより大気汚染レベルを低下させる目的を有する行政機
関である58。Union Oil of California Co.（以下「Unocal」という。）社が、CARB が行った
ガソリン生産における標準設定プロセスに参加し、当該標準規格に関する技術の特許権を
有しないまたは特許出願していないと主張した一方、関連する技術の特許権（米国特許番
号 No.5288,393、以下「393 特許」という。）の取得を進めていた59。その結果、CARB に
設定された当該標準規格は、Unocal 社の 393 特許を含むこととなった。 
1995 年 4 月 13 日、Arco 社、Exxon 社、Mobil 社、Chevron 社、Texaco 社および Shell
社は、禁反言の法理に基づき Unocal 社の 393 特許に対する無効宣言判決を求める訴訟を
提起したが、裁判所は 393 特許の有効性及び 393 特許が侵害されたことを認め、これらの
石油会社の請求を棄却した60。2002 年 1 月 23 日、Unocal 社は、Valero Energy 社が 393 特
許及び「126 特許」（米国特許番号 No. 5 837 126）を侵害したと特許侵害訴訟を提起した61。 
20003 年 3 月 4 日、FTC 審査官は、Unocal 社が開示義務違反行為によりガソリン生産に
おける標準規格に自らの特許を組み込むことを働きかけ、ガソリン生産における必須特許
に関する技術市場の独占力を獲得したことが FTC 法 5 条違反として提訴した62。行政判事
によって 2003 年 11 月 25 日に下された仮決定では、Unocal 社の活動が独占力をもたらし
たとしても、ノア･ペニングトンの法理に基づき米国の独禁法の適用除外であるとされて
おり、FTC の請求が却下された63。 
しかしながら、FTC は 2005 年 8 月 2 日にこの仮決定を廃棄し、Unocal 社が当該標準規
格の実施者に対して特許権を行使しないとの同意命令を下した64。 
２．３．２ FTC の同意審決要旨 
FTC によれば、Unocal 社が、カリフォルニア州で販売される CARB の標準規格を満た
すガソリンの製品市場及び、このようなガソリンの製造並びに供給における必要な特許に
関する技術市場の取引を不当に拘束し、独占化または独占化を意図的に獲得する行為を行






                                                             
57 Consent Order, In the Matter of Union Oil Co. of Cal., FTC No.9305 (Aug.2, 2005). 
58 See case cited supra note 57, Opinion of the Commission by Chairman Timothy J. Muris, at 2. 
59 See case cited supra note 57, Opinion of the Commission by Chairman Timothy J. Muris, at 1. 
60 See case cited supra note 57, Opinion of the Commission by Chairman Timothy J. Muris, at 7. 
61 Id. 
62 See case cited supra note 57, Opinion of the Commission by Chairman Timothy J. Muris, at 1. 
63 Id. 
64 See supra note 57. 











２．４ Rambus 事件 
２．４．１ 事実概要 
Rambus, Inc.（以下「Rambus 社」という。）は、1990 年 4 月 18 日に初めて米国特許商
標庁に 150 条の独立クレーム（separate claim）を含む「898 出願」（アメリカ特許出願
番号 07/510,898）と呼ばれる DRAM 技術の特許出願を行った。1992 年 3 月、Rambus 社
は「898 出願」の一部を 10 件の独立の特許出願に分け申請を出し、それらの 10 件の特許
出願について優先権を主張した70。 
他方、標準化について、Rambus 社は、1991 年 12 月に JEDEC（Joint Electron Device 
Engineering Council）という標準化団体に参加した71。Rambus 社は、1991 年 12 月から 1995
年 12 月までの間に JEDEC の分科委員会の JC‐42.3 に定期的に参加しており、「SDRAM」
（Synchronous DRAM）と呼ばれる技術に関する標準を設定していた72。Rambus 社は、1995
年 12 月に JC-42.3 を脱退したが、JEDEC には参加したままであった（その後 1996 年 6 月
に JEDEC から脱退している）ため、JEDEC から公式的なメーリング及び他の標準化に関
する情報を続いて受け取っていた73。1993 年 11 月に 21-C という第一世代の技術標準が公
表された74。 










                                                             
66 See case cited supra note 57, Statement of the Commission, at 2. 
67 Id. 
68 Id. 
69 See case cited supra note 57, Statement of the Commission, at 2-3. 
70 See case cited supra note 57, Statement of the Commission, at Par34, 36-38. 
71 See case cited supra note 31, Administrative Complaint (Jun. 18 2002) at Par26. 
72 See cases cited supra note 31, Administrative Complaint (Jun. 18 2002) at Par26. 
73 See cases cited supra note 31, Administrative Complaint (Jun. 18 2002) at Par40-41. 
74 See cases cited supra note 31, Administrative Complaint (Jun. 18 2002) at Par27. 
75 See cases cited supra note 31, Administrative Complaint (Jun. 18 2002) at Par8. 
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開示する誠実義務）に違反するとも言えないと判断された76。2007 年の FTC の審決では、
Rambus 社の行為が反トラスト法に違反しないとの仮決定を覆し、Rambus 社の欺瞞的行
為はシャーマン法 2 条の排他的行為（exclusionary conduct）にあたり、Rambus 社は非合
法的に関連市場において独占化（monopolization）を獲得したとして FTC 法 5 条に違反す
るとした77。2008 年、Rambus 社は FTC の審決に対して控訴し、同年、コロンビア特別区
連邦控訴裁判所（United States Court Of Appeals For The District Of Columbia Circuit）は、FTC
が Rambus 社の欺瞞的な行為が競争及び消費者を損害したことを証明しなかったとして、
FTC の審決を取り消し、事件を FTC に差し戻した78。 






















                                                             
76 See case cited supra note 31, Initial Decision of Chief Administrative Law Judge Stephen J. McGuire (Feb 23, 
2004) at Par 97. 
77 See case cited supra note 31, Opinion of the Commission, by Commissioner Pamela Jones Harbour For A 
Unanimous Commission (Aug. 2 2006). 
78 Rambus Inc. v. FTC, 522 F.3d 456 (D.C. Cir. 2008). 

































                                                             
85 金井・前掲注 38）200 頁。 
86 See case cited supra note 8. 
87 See case cited supra note 8, at 570-71. 
88 Timothy J. Muris, The FTC and the Law of Monopolization, 67 Antitrust L.J. 693, 696 (1999-2000). 
89 Muris, supra note 88, at 695-696. 
90 In the Matter of Intel Corporation, FTC Docket No. 9288 (filed June. 8, 1998). 
91 ここに言及された論文は Federal Trade Commission, Background Concerning FTC’s A ction Against Intel 
(June 8,1998), reprinted in FTC: WATCH, June 29, 1998, at 3.である。See s Muris, supra note 88, at 696. 
92 See case cited supra note 11. “The evidence relating to petitioner itself did not persuade the jury that its conduct 
was justified by any normal business purpose, but instead showed that petitioner sought to reduce competition in 
the market over the long run by harming its smaller competitor. That conclusion is strongly supported by 
petitioner's failure to offer any efficiency justification whatever for its pattern of conduct. 472 U. S. 608-611.” See 
case cited supra note 11, at 608-611. 
93 Eastman Kodak Co. v. Image Tech. Servs., 504 U.S. 451 (1992) “It is true that as a general matter a firm can 
refuse to deal with its competitors. But such a right is not absolute; it exists only if there are legitimate competitive 
reasons for the refusal. See Aspen Skiing Co. v. Aspen Highlands Skiing Corp., 472 U.S. 585, 602-605 (1985).” 
Kodak, 504 U.S. at 483 n. 32. 
94 Muris, supra note88, at 695-696. 
95 In the Matter of Summit Technology, Inc. and VISX, Inc., FTC Docket No. 9286 (filed Mar. 24, 1998).  
96 See case cited supra note 93, at 810. 
97 American Tobacco Co. v. United States, 328 U.S. 781 (1946). 
98 See case cited supra note 95, at 153-154. 
99 Lorainjournal Co. v. United States, 342 U.S. 143 (1951). 
100 “In the VISX case, FTC complaint counsel argued in a discovery motion that, ‘It is hornbook law that 
monopolization and attempted monopolization ... do not require proof of 'anticompetitive effect.' ” Muris, supra 
note 88, at 696 & n 7. See case cited supra note 95, Complaint Counsel's Memorandum in Support of Petitions of 







































                                                             
101 See case cited supra note 31, Opinion of the Commission, at 69-71. 
102 See case cited supra note 31, Opinion of the Commission, at 69. 
103 See case cited supra note 31, Opinion of the Commission, at 70-71 
104 Id. 
105 See case cited supra note 31, Opinion of the Commission, at 69, 71. 
106 See case cited supra note 31, Administrative Complaint, at 466. 
107 See case cited supra note 32, at 317. 


































                                                             
109 See case cited supra note 31, Opinion of the Commission, at 69-71. 
110 See case cited supra note 78, at 459-462. 
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112 See case cited supra note 78, at 459. 
113 See case cited supra note 78, at 463-464. 
114 United States v. Microsoft Corp., 346 U.S. App. D.C. 330, 253 F.3d 34, 58 (D.C. Cir. 2001) 














































125 See case cited supra note 78, at 464. 
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第３節 標準必須特許権者の FRAND 宣言違反行為 





















                                                             
132 See case cited supra note 78, at 466. 
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134 山内真之、Yang Ming-Tao「米国における合理的なロイヤルティー及び F/RAND に関する分析の厳格
化並びに日本との比較」事務局 [訳]A.I.P.P.I. = 一般社団法人日本国際知的財産保護協会月報 59 巻 9 号





３．２ Broadcom 事件137 
３．２．１ 事実概要 
携帯無線電話機の標準規格は「Code Division Multiple Access」（以下「CDMA」という）




は、CDMA 方式の標準規格において応用できない状態にある140。無線通信方式の第 3 世
代標準規格には、GSM 方式を採用し、「Universal Mobile Telecommunications System」（以
下「UMTS」という）と称するものがある141。UMTS 標準規格は、欧州電気通信標準化機
構（European Telecommunications Standards Institute、以下「ETSI」という）およびその米
国での標準設定参加者によって設立された142。ETSI の IPR ポリシーでは、標準規格に含
まれる技術の所有者が公正、合理的かつ非差別的な条件でライセンスを承諾することが要
求されている143。 
Qualcomm Inc.（以下「Qualcomm 社」という。）は、ETSI の構成員であり、UMTS に組
み込まれる自らの技術（Wideband CDMA、以下「W-CDMA」という）について FRAND




Broadcom 社によれば、CDMA 方式の標準規格に従うチップセット市場において 90％シェ
アを有する Qualcomm 社が、UMTS 標準規格に従うチップセット市場の競争が Qualcomm
社の CDMA 方式の標準に従うチップセット市場における独占を脅す可能性があることか
ら、CDMA 方式の標準規格に従うチップセット市場において Qualcomm 社のチップセッ
トを使用しない競争者または消費者に差別的で高額なライセンス料を請求することで、携
帯電話製造業者に対し Qualcomm 社によって製造された UMTS 標準規格に従うチップセ
ットを強制的に購入させる行為が、CDMA 方式の標準規格に従うチップセット市場にお
ける独占を維持するものであり、シャーマン法 2 条違反に該当すると主張した146。
Broadcom 社によれば、Broadcom 社は、UMTS 標準規格に従うチップセット市場に参入す
るため、何年間にも渡って努力しており、UMTS 標準規格に従うチップセットの製造業者
である Zyray Wireless を買収した一方、Qualcomm 社は、Broadcom 社の Zyray Wireless の
買収後に、Broadcom 社に対して FRAND 条件でないライセンス条件を要求したとのこと
である147。 
                                                             
137 See case cited supra note 33. 
138 See case cited supra note 33, at 303. 
139 Id. 

































また、第三巡回区控訴裁判所は、Qualcomm 社が FRAND 条件でライセンスする意思が
ないのに FRAND 宣言を行ったことを欺瞞的な行為と認定し、FRAND 宣言違反行為がシ
ャーマン法 2 条を適用する理由を以下のように説明した。 
（１） 一定の取引分野 













152 See case cited supra note 33, at 309. 
153 See case cited supra note 33, at 310. 




















定された UMTS 標準必須特許（W-CDMA 技術）における技術市場で、Qualcomm 社は自




為は、Qualcomm 社の FRAND 宣言における欺瞞的な行為および Qualcomm 社の競争者と
の取引拒絶行為である。 
Qualcomm 社の FRAND 宣言における欺瞞的な行為について、Broadcom 社は、Qualcomm





おいて、W-CDMA の代替技術が多数あるにもかかわらず、W-CDMA 技術が UMTS 標準
規格に採用されたことからすれば、W-CDMA 技術が他の代替技術より優れていると主張
した162。そのため、Qualcomm 社が FRAND 宣言を行わなくても、W-CDMA 技術は UMTS
                                                             
155 Id. 





161 See case cited supra note 33, at 315. 




社の意見を認め、W-CDMA が UMTS 標準規格に組み込まれたことが、Qualcomm 社の欺
瞞的行為の誘導ではなく、標準設定プロセスの正常な結果であると判示した164。 
しかし、第三巡回区控訴裁判所は、たとえW-CDMA技術の代替技術がなくても、FRAND















第三巡回区控訴裁判所によれば、W-CDMA 技術を FRAND 条件でライセンスする意思














                                                             
163 Id. 
164 See case cited supra note 33, at 317. 
165 See case cited supra note 33, at 316. 
166 See case cited supra note 33, at 308. 
167 See case cited supra note 33, at 309. 
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169 Id. 
170 See case cited supra note 33, at 310. 

























第三巡回区控訴裁判所は、本件で、Qualcomm 社は、自主的に FRAND 宣言を行い、自
らの特許を標準規格に組み込むことを積極的に促進していたため、Aspen 判決に基づき、
Qualcomm 社の競争者と取引する義務があり、非 FRAND 条件で取引する行為がシャーマ
ン法 2 条に違反しうるとしている182。 
（４） 正当化事由 
Qualcomm 社は、自社の W-CDMA 技術に関する特許が優れたものであるため、FRAND
宣言を行わなくても、UMTS 標準規格に採用されうると主張し、W-CDMA における技術










                                                             
176 See case cited supra note 33, at 314. 
177 Id. 
178 See case cited supra note 33, at 316. 
179 See case cited supra note 33, at 316. 
180 Id. 








ついて、Qualcomm 社は、W-CDMA 技術のみならず、UMTS 標準規格に従うチップセッ
トに含まれる他の技術におけるライセンス料を要求すること、W-CDMA 技術のライセン
シーに対してそれらの技術を不合理な条件でクロスライセンスすることを強要すること、














以上から、第三巡回区控訴裁判所は、本件 Qualcomm 社の行為は、UMTS 標準規格に従
うチップセット市場における独占の企てに当たると判断した。 
なお、本件で、Broadcom 社は、Qualcomm 社が CDMA 方式の標準規格における技術お
よびチップセット市場の独占を不当に維持し、当該市場における独占的地位を梃子
（leverage）にして、消費者に従たる商品を購入させる行為によって、UMTS 標準規格に
従うチップセット市場および Broadcom 社の事業を阻害したことが、シャーマン法 2 条に
違反すると主張した191。Qualcomm 社は、Broadcom 社が CDMA 方式の標準規格における
技術およびチップセット市場の参加者ではないことを理由に、Broadcom 社の当該反トラ
スト法違反の主張について、原告不適格であると反論した192。ニュージャージー州連邦地








                                                             





190 See case cited supra note 33, at 319. 
191 Id. 
192 Id. 






第三巡回区控訴裁判所によれば、Qualcomm 社が CDMA 方式の標準規格における技術
市場およびチップセット市場において独占を維持するというのはBroadcom社の主張であ
り、Broadcom 社が W-CDMA 技術および UMTS チップセット市場において受けた損害と
直接的な因果関係を有しておらず、その因果関係は推論的なものに過ぎない196。確かに、














って証明されるべきであるとした201。そのため、Broadcom 事件では、Broadcom 社は CDMA
における技術市場およびチップセット市場において Qualcomm 社と競争していないため、
第三巡回区控訴裁判所の当該先例を適用できないとした202。 
３．３ N-Data 事件203 
３．３．１ 事実概要 
1983 年、電気電子学会（Institute of Electrical and Electronics Engineers、以下「IEEE」と
いう。）は、LAN（local area network） に接続したパソコンにデータ送信するための Ethernet
という標準規格を設定し、世界初めての 802.3系列の標準規格を公表した204。1993年、IEEE
は、Ethernet 標準規格の改訂を始めた205。1983 年版の Ethernet 標準規格と 1993 年版の
Ethernet 標準規格の接続性を獲得するため、ある自動検知や自動交渉と呼ばれる接続技術
が必須となっている206。National Semiconductor 社は、自動検知技術（NWay）を開発し、
                                                             
195 Id. 
196 Id. 
197 See case cited supra note 33, at 320. 
198 Id. 
199 Id. 
200 Carpet Group International v. Oriental Rug Importers Association, Inc., 227 F.3d 62, 76-77 (3d Cir. 2000). 
201 See case cited supra note 33, at 320. 
202 See case cited supra note 33, at 321. 
203 See case cited supra note 32. 
204 See case cited supra note 32, Complaint, at para 6. 
205 See case cited supra note 32, Complaint, at para 7. 
206 See case cited supra note 32, Complaint, at para 9. 
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1997 年に特許権を獲得した207。National Semiconductor 社は、1994 年に NWay 技術が 1993
年版の Ethernet 標準規格に採用されるように働きかけ208、その上、National Semiconductor
社がNWayの関連特許をEthernet標準規格のいかなる採用者に対しても千ドルでライセン
スすることを約束した209。1995 年、IEEE は NWay 技術の関連特許を含む 1993 年版の
Ethernet 標準規格を公表した210。2001 年まで NWay 技術を代替することができる技術が
なく、さらに、1993 年版の Ethernet 標準規格は、公表された後、数億のコンピューター
設備に採用された211。その結果、コンピューター設備の製造販売産業が 1993 年版の
Ethernet 標準規格にロックインされることになった212。 
National Semiconductor 社は、1998 年に NWay 技術の関連特許を Vertical Networks 社に譲
渡した213。Vertical Networks 社は、National Semiconductor 社が IEEE を含む標準化団体に
対して行った NWay 技術の関連特許における承諾を継承するとした214。 
にもかかわらず、Vertical Networks 社は、2001 年から、NWay 技術における特許ライセ
ンスの収益を引き上げるために、様々な活動を行っていた。たとえば、IEEE に対して
National Semiconductor 社の承諾したライセンス条件を訂正することを求めたこと215、
Vertical Networks 社が 64 社に警告状を送付し、National Semiconductor 社の承諾した千ドル
のライセンス条件より高いライセンス料を請求したこと216、千ドルのライセンス条件でラ
イセンスを求めるライセンシーのライセンス請求を拒絶したこと217などである。もし
Vertical Networks 社の計画が実現できれば、Vertical Networks は、以前に比べ 1 年あたり
20 万ドルの増加額のライセンス収益を獲得することができる218。 
また、Vertical Networks 社は、2003 年に NWay 技術に関する特許を Negotiated Data 
Solutions（以下「N-Data」という。）に譲渡した219。その後、N-Data 社は従来千ドルだっ
たライセンス料を引き上げ、このライセンス条件を拒絶した企業に特許侵害訴訟を提起し
た220。FTC は、N-Data 社の行為が FTC 法 5 条に違反したため、N-Data 社に対して審判開
始決定を出した221。結果として、N-Data 社は、National Semiconductor 社の従来の承諾に
準じ、千ドルで特許ライセンスを供給することを義務付ける同意決定に合意し、FTC と
和解した222。 
３．３．２ FTC の審判開始決定要旨 
FTC 審査官は、以下のように N-Data 社の違法行為及びその反競争的効果を述べた。 
まず、N-Data 社の違反行為について、FTC 審査官は、主に 2 つの行為を審理した。IEEE
の標準規格を採用する製品またはその関連する製品の製造、販売、行使または輸入におけ
るライセンス料（または他の費用）を引き上げる行為、IEEE の標準規格を採用する製品
                                                             
207 See case cited supra note 32, Complaint, at para 22. 
208 See case cited supra note 32, Complaint, at para 10. 
209 See case cited supra note 32, Complaint, at para 12. 
210 See case cited supra note 32, Complaint, at para 16. 
211 See case cited supra note 32, Complaint, at para 19-20. 
212 Id. 
213 See case cited supra note 32, Complaint, at para 23. 
214 See case cited supra note 32, Complaint, at para 24. 
215 See case cited supra note 32, Complaint, at para 25-27. 
216 See case cited supra note 32, Complaint, at para 28. 
217 See case cited supra note 32, Complaint, at para 30. 
218 See case cited supra note 32, Complaint, at para 29. 
219 See case cited supra note 32, Complaint, at para 33. 
220 See case cited supra note 32, Complaint, at para 36. 
221 See case cited supra note 32, Complaint, at para 38-39. 















害し225、合理的に NWay 技術を回避することができない NWay の採用者に対する過大な
ライセンス料を課し、消費者の利益または競争を侵害したまたは侵害するおそれがあるた
め226、FTC 法 5 条に違反するとされている。 





まで Ethernet 標準規格に含まれた NWay 技術が経済上代替不可能であり、コンピューター
設備産業が Ethernet 標準規格にロックインされている事実があるため、NWay 技術におけ
る特許を有する N-Data 社が関連市場において独占力を持つと認定されると思われる。 












                                                             
223 See case cited supra note 32, Complaint, at para 36. 
224 See case cited supra note 32, Complaint, at para 37. 
225 See case cited supra note 32, Complaint, at para 38. 
226 See case cited supra note 32, Complaint, at para 39. 
227 35 U.S. Code § 283 – Injunction, “ The several courts having jurisdiction of cases under this title may grant 
injunctions in accordance with the principles of equity to prevent the violation of any right secured by patent, on 
such terms as the court deems reasonable.”法律条文の訳は、服部健一『新米国特許法 対訳付き 増補版〔施
行規則・AIA 後の法改正と条約〕』351 頁（発明推進協会，2014）を参照。 
228 山下弘綱 編著『米国特許法:判例による米国特許法の解説（改訂版）』573 頁（経済産業調査会, 2010）。 





















伴い、差止請求権の行使を制限する必要性が顕在化してきた。eBay 判決以前の 2002 年に
は、知的財産法研究者である Lemley 教授が、標準設定組織の IPR ポリシー（bylaws）の
存在を理由に、標準化に参加する特許権者の行為が特許法に限らず、契約法そして標準設
定組織の Intellectual Property Right Policy（以下「IPR ポリシー」という。）によって規制さ
れる可能性を指摘した235。なぜなら、IPR ポリシーは、標準設定の参加者が共同して設定
した知的財産権を含む標準化活動を規制するルールであり、この実施が契約法上の問題と
なるからである236。更に、IPR ポリシーの一つとして FRAND 宣言がある場合に、標準規
                                                             
230 今泉俊克「米国重要判決の概要（１）―クレーム解釈に関する Phillips 大法廷判決および恒久的差止
めに関する eBay 最高裁判決―」知財管理、61（5）,719 頁,723 頁（2011）。Jonas Hein, The Recent DOJ and 
FTC Policy Suggestions for Standard Setting Organizations – the Way Out of Standard-Essential Patent 
Hold-Up?,2(2) Journal of Intellectual Property & Entertainment Law. 339, 361(2013).先例として、W.L. Gore & 
Associates v.Garlock, Inc. 842 F.2d 1275 (Fed. Cir. 1988)がある。 
231 Jonas Hein, See supra note 230. 










対応と競争法」平成 24 年 10 月 8 頁,（http://www.jftc.go.jp/cprc/reports/index.files/cr-0312.pdf, 2015 年 10 月
1 日最終閲覧）。 
234 Andrei Iancu, W. Joss Nichols, Balancing the Four Factors in Permament Injunction Decisions: A Review of 
Post-eBay Case Law,89 J. Pat. & Trademark Off. Soc’y 395,396 (2007). Douglas Ellis, John Jarosz, Michael 
Chapman, Scott Oliver, The Economic Implications (and Uncertainties) of Obtaining Permanent Injunctive Relief 
After eBay v. MercExchange, 17(4) Fed. Cir. B.J. 437 (2008); Benjamin Petersen, Injunctive Relief in the 
Post-eBay World, 23 Berkeley Tech. L.J. 193 (2008)参照。. 
235 Mark A. Lemley, Intellectual Property Rights and Standard-Setting Organizations,90 CAL. L. REV. 1889, 
1909-1918 (2002). 





















４．１ eBay 判決による特許権者の差止請求権行使の制限をめぐる検討 
４．１．１ eBay 判決 
被告である eBay Inc.はウェブオークションを行うウェブを運営するものであり、eBay 
Inc.と類似のウェブを運営するHalf.com Inc.は、当時 eBay Inc.の100％子会社（以下 eBay Inc.




の後、Mercexchange 社は、eBay 社が Mercexchange 社の特許を侵害したことを理由に、永
久的差止命令を請求した246。 
バージニア州東部地区連邦地方裁判所は、Mercexchange 社の特許が有効であり、かつ、
それが eBay 社などに侵害されたことを認定したが、エクイティの伝統的な 4 ファクタ
ー・テストを適用し、Mercexchange 社の永久的差止請求権行使の申請を認めなかった247。 
                                                             
237 Mark A. Lemley, supra note 235 at 1924. 
238 Mark A. Lemley, supra note 235 at 1924. 
239 Mark A. Lemley, supra note 235 at 1924. 
240 Mark A. Lemley, supra note 235 at 1925-1926. 
241 Joseph Farrell, John Hayes, Carl Shapiro & Theresa Sullivan, Standard Setting, Patents, and Hold-Up, 74 
ANTITRUST L.J. 603, 638 (2007). 
242 Joshua D. Wright, SSOs,FRAND, and Antitrust: Lessons from the Economics of Incomplete Contracts, The 
Commercial Function of Patents in Today’s Innovation Economy, (September 12, 2013), at 29, 
https://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/public_statements/ssos-frand-and-antitrust-lessons-economics-in
complete-contracts/130912cpip.pdf (last visited Feb 7, 2015). 




247 See case cited supra note 229, at 391. 
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248 1982 年に、米国議会に設立された CAFC は、従来の米国各地の控訴裁判所によって扱われていた米
国全域における特許権授与の可否および特許権の質に関する控訴事件を審理し、特許訴訟における特許
法の適用の一貫性を向上し、ビジネス上の確実性を保護する効果を有する特許関係専門の裁判所である。
Federal Trade Commission, To Promote Innovation: The Proper Balance of Competition and Patent Law and 
Policy, at 9, Oct. 2003. 
https://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/reports/promote-innovation-proper-balance-competition-and-pate
nt-law-and-policy/innovationrpt.pdf (last visited Oct. 1 2015). 
249 See case cited supra note 229, at 391. 
250 See case cited supra note 229, at 393. 













４．１．２ eBay 判決の影響 




eBay 最高裁判決が出たことにより、第 110 期国会（2007－2008 年）において提出された
米国特許法改正法案からは、恒久的差止めに関する法案は削除された。このように、米国
議会は現在の eBay 最高裁判決の判断を支持しているもの」との指摘がある259。 
また、eBay 判決の 4 ファクター・テストが裁判所に与える影響について、eBay 判決以
後の 2 年間で、連邦地方裁判所が 4 ファクター・テストを採用し、差止請求権行使の可否
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254 See case cited supra note 229, at 391. 
255 See case cited supra note 229, at 392. 
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258 今泉・前掲注 230）724 頁。 
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260 Benjamin Petersen, see supra note 234, at 196. 
261 Id. 
262 Benjamin Petersen, see supra note 234, at 194. 
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note 211, Benjamin Petersen, supra note 234 参照。Benjamin H. Diessel,.Trolling for Trolls: The Pitfalls of the 
Emerging Market Competition Requirement for Permanent Injunctions in Patent Cases Post-eBay. 106 Mich. L. 
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２、FRAND 宣言は、Apple 対 Motorola 事件281が指摘したように、特許侵害における損
害を償うことを承諾する協定に過ぎず、特許権者の差止請求権行使の放棄の承諾とみなし
てはならないとされている282。なぜなら、契約の解釈におけるいかなる一般原則からもこ















まず、契約法（Microsoft 対 Motorola 事件）または特許法による差止請求権の行使を制
限する方法が十分であるため、反トラストによる差止請求権の行使を制限する必要性がな
いとされる288。この考え方によれば、反トラスト法は公共の利益を保護する目的を有して




きるとする（Apple 対 Motorola 事件290）291。 
次に、反トラスト法によるFRAND宣言を行った標準必須特許権者の差止請求権の行使
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の制限の成否を判断したことがあり、例えば、米国の Microsoft 対 Motorola 事件、Apple






おいて、FTC は、FRAND 宣言の行った標準必須特許権者の差止請求権行使が FTC 法 5
条に違反し、制限されうるという見解を出した。例えば、Bosch 社や Google 社に関する
合併事件である。 





４．３．１ Bosch 事件（合併審査手続認容）295 
（１） 事実概要  
Robert Bosch GmbH は、ドイツを本拠地とするグローバルな自動車部品市場および電動
工具市場で事業を展開する製造業者のリーダーである296。Robert Bosch LLC は Robert 
Bosch GmbH 社の米国法人の子会社である297（以下総称「Bosch 社」という。）。SPX Service 




                                                             
292 Ginsburg, Douglas etc., supra note 275, at 5-6. 
293 Ginsburg, Douglas etc., supra note 275, at 5. 
294 Id. 
295 In the Matter of Robert Bosch GmbH, Dkt. No. C-4377 
(FTC2012)https://www.ftc.gov/enforcement/cases-proceedings/1210081/bosch-robert-bosch-gmbh (last visited 
Feb 7, 2015). 
296 See case cited supra note 295, Complaint, at 1. 
https://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/cases/2012/11/121126boschcmpt.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
297 Id. 
298 See case cited supra note 295, Complaint, at 3. 
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2012 年 1 月 23 日、Bosch 社は、SPX2 社の事業を買収する合意に調印した299。FTC の
審査官は、一定の取引市場を冷却剤の回収、再利用および電池の再充電を含む米国の自動
車空気調和装置の部品市場（以下、「自動車空気調和装置の保守市場」という）として画





法（1990 年）（the Clean Air Act Amendments of 1990）」第 608 条がある302。自動車技術者
協会（Society of Automotive Engineers）の車内環境制御規格委員会(Interior Climate Control 
Standards Committee)は、アメリカ合衆国環境保護庁の当該規制に従い、自動車空気調和装
置の保守市場における空調装置の冷却剤の回収、再利用および電池の再充電のルールを規
定した標準規格（J-2788 標準と J-2843 標準）を設定した303。これらの標準規格の IPR ポ
リシーによれば、標準設定参加者が自らの特許について FRAND 宣言を行わなければなら
ないとされている304。 











FTC 審査官は、SPX2 社の差止請求権の行使が、FRAND 宣言に違反し、当該市場にお
ける競争者を排除し、競争侵害をもたらすまたはもたらしうると判断した309。更に、SPX2
社の差止請求権の行使が認められれば、上述の通り損害が継続し、標準設定プロセスが阻
害されうることから、FTC 法 5 条に違反すると判断した310。 
2013 年 4 月 24 日、Bosch 社は、SPX2 が差止請求権の行使を放棄し、Bosch 社が自動車
エアコン修正機事業を分割し、これを他の自動車製造業者（Mahle Clevite, Inc.）に売却す
ることに同意した311。これにより FTC は、Bosch 社が SPX2 社を買収することを認容した
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300 See case cited supra note 295, Complaint, at 6-8. 
301 Id. 
302 See case cited supra note 295, Complaint, at 11. 
303 See case cited supra note 295, Complaint, at 12. 
304 See case cited supra note 295, Complaint, at 15. 
305 See case cited supra note 295, Complaint, at 16. 
306 See case cited supra note 295, Complaint, at 17. 
307 See case cited supra note 295, Complaint, at 18. 
308 See case cited supra note 295, Complaint, at 19. 
309 See case cited supra note 295, Complaint, at 20. 
310 See case cited supra note 295, Complaint, at 22. 
311 See case cited supra note 295, Decision and Order, 





（２） FTC の同意審決要旨  
ア 標準必須特許 
FTC に下された合併同意決定において、標準必須特許は、本件の標準規格である J-2788















ことについて、FTC は、シャーマン法 2条より、FTC 法 5 条がより適合的だと主張した319。
なぜなら、シャーマン法 2 条を適用する場合は、三倍賠償額が課されうるのに対し、FTC
法 5 条を適用する場合には、三倍賠償が課されていないからである320。更に、FTC 法 5
条を適用する事件では、私人による救済措置としての三倍賠償額請求訴訟、差止請求訴訟、
損害賠償請求訴訟を行うことができず、裁判所の将来の判決にも影響を及ぼさないからで
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In re Certain Gaming and Entertainment\ Consoles, Related Software, and Components Thereof, Inv. No. 
337-TA-752, available at http://www.ftc.gov/os/2012/06/1206ftcgamingconsole.pdf. ”, See case cited supra note 
295, Statement of the Commission, at note 4. 
316 See case cited supra note 295, Statement of the Commission, at note 5. 
317 See case cited supra note 295, Statement of the Commission, at 2. 
318 Id. 
319 “We have no reason to believe that, in this case, a monopolization count under the Sherman Act was 
appropriate. However, the Commission has reserved for another day the question whether, and under what 
circumstances, similar conduct might also be challenged as an unfair act or practice, or as monopolization.” See 
case cited supra note 295, Statement of the Commission, at note 7. 

































                                                             
321 Id. 
322 Id. 
323 See case cited supra note 295, Statement of the Commission, at 3. 
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693 & n.6 (1948); F.T.C. v. Sperry & Hutchinson Co., 405 U.S. 233, 241-244 (1972). ” See case cited supra note 
295, Statement of the Commission, at note 8.  
327 See case cited supra note 295, Statement of the Commission, at 3. 
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４．３．２ Google 事件（修正同意審決）330 
（１） 事実概要 




須特許を有している333。Motorola Mobility Inc.は、2011 年 Google 社に買収され、Google
社の子会社である Motorola Mobility LLC になり（以下「Motorola 社」という。）、Google
社の携帯電話、パソコン、家庭インターネット接続を提供する機器を開発、販売している
334。Motorola Mobility Inc.も、長期間において IEEE、ETSI、ITU などの標準設定組織に参
加しており、自社の標準必須特許を FRAND 条件で供給することを承諾していた335。
Google 社は、Motorola Mobility Inc.を買収した後、Motorola Mobility Inc.の有するそれらの
FRAND 宣言における義務を引き継ぐことを承諾した336。 
Motorola Mobility Inc.は、買収される前に、その競争者に対し、自らの標準必須特許に
基づき、裁判所および ITC に差止命令および排除命令を求めていた337。更に、Google 社
に買収されて以後、Motorola 社として、これらの差止命令および排除命令を求める事件を
継続していた338。 
FTC 審査官は、Google 社および Google の当該利益の前任者である Motorola 社が標準必
須特許による差止命令または排除命令を請求した行為が、FRAND 宣言に違反し、該当標
準規格に従う製品を完全に市場から排除し、または差止命令または排除命令の脅威によっ
て不当に高額なライセンス料を獲得することができるため、FTC 法 5 条の不公正な競争




2013 年 1 月、Google 社は、競争者に対して、FRAND 条件で自らの標準必須特許を供
給することに同意し、FTC と和解した341。そのため、FTC は同意審決を発表した342。2013
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338 See case cited supra note 330, Complaint, at 25-27. 
339 See case cited supra note 330, Complaint, at 1, 3. 
340 See case cited supra note 330, Complaint, at 3. 
341 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order, at3. 
https://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/cases/2013/01/130103googlemotorolaagree.pdf (last visited Feb 
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年 7 月 24 日、FTC は、同意審決に若干の修正を加え、修正同意審決を発表した343。 




化団体の IPR ポリシーが標準必須特許の定義を設定しておらず、またはその IPR ポリシ
ーが「ニーズ（needed）」または「必要（necessary）」という単純な言葉にみによって「必
須（essential）」を指していない場合であっても、本件の標準規格に関連する ETSI の IPR
ポリシーの標準必須特許の定義が参照されるとした345。 






修正同意審決では、FTC は、以下の三つの場合を除き、Google 社が FRAND 宣言を取
り消すまたは無効にしてはならないと命じた347。具体的には、１、当該 FRAND 宣言を含
む標準規格が当該産業において採用されていないかまたは採用されなくなっている場合








ても FRAND 宣言を行わせることができず、または３、Google 社が本件の標準設定組織





                                                                                                                                                                              
7, 2015). 
342 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order. 
343 Id. 
344 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order, at Order I-(H). 
345 Id. 
346 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order, at Section 15-6 (Definitions) of the ETSI 
Rules of Procedure, 30 November 2011 (attached as Exhibit C) 
347 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order, at Order II-A. 
348 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order, at Order II-A(1). 
349 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order, at Order II-A(2). 
350 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order, at Order II-A(3). 
351 See case cited supra note 330, Agreement Containing Consent Order, at Order II-A. 




















FTC は、当該問題の規制について、シャーマン法よりも、FTC 法 5 条によって差止請




Rosch 委員は、FTC が、FTC 法 5 条における標準必須特許に基づく差止請求権の行使を
制限するにあたって、FTC 法 5 条の「不公正な行為または慣行（unfair acts or practices）」





許に基づく差止請求権の行使は FRAND 宣言違反だとみられ、更に、FRAND 宣言が行わ
れた標準必須特許に基づく差止請求権行使の制限は eBay 判決の 4 ファクター・テストに
よる判断と矛盾しない360。しかし、FTC 法 5 条の「不公正な行為または慣行」に当たる
                                                             
353 Id. 
354 See case cited supra note 330, Statement of the Federal Trade Commission, at 2. 
https://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/cases/2013/01/130103googlemotorolastmtofcomm.pdf (last 
visited Feb 7, 2015).  
355 Id. 
356 Id. 
357 See case cited supra note 330, Statement of the Federal Trade Commission, at 3. 
358 See case cited supra note 330, Separate Statement of Commissioner J. Thomas Rosch Regarding Google’s 
Standard Essential Patent Enforcement Practices, at 2. 
https://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/cases/2013/01/130103googlemotorolaroschstmt.pdf (last visited 
Feb 7, 2015). 
359 “ Orkin Exterminating Co., 108 F.T.C. 263 (1986), aff’d, Orkin 
Exterminating Co. v. FTC, 849 F.2d 1354 (11th Cir. 1988); Negotiated Data Solutions LLC (NData), 
73 Fed. Reg. 5,846 (FTC 2008) (aid to public comment); see also C&D Electronics, Inc., 
109 F.T.C. 72 (1987).” See case cited supra note 330, Separate Statement of Commissioner J. Thomas Rosch 
Regarding Google’s Standard Essential Patent Enforcement Practices, at 2. 
















があること、Broadcom 判決のように FRAND 宣言違反行為が標準設定プロセスにおける
技術競争（事前競争）および標準規格に従う製品間の競争（事後競争）の両方を侵害する
ことがあることなどである364。Rosch 委員によれば、FTC は Google 社が独占力を有する




ることができず、FTC 法 5 条による規制の適用範囲をさらに不確定なものにすると主張
した366。 
これらの反対意見を受け、FTC は、Rosch 委員より提出された考慮要素を考慮し、FTC
法 5 条による Google 社の差止請求権の行使を規制していると主張した367。更に、本件に





Ohlhausen 委員が言及したのは Apple, Inc. v. Motorola Mobility, Inc., No. 11-cv-178-bbc, slip 
op. at 29 (W.D. Wis. Oct. 29, 2012).事件であるが、当該事件で、ウィスコンシン州西部地区
地方裁判所は、「標準設定組織である ETSI および IEEE の IPR ポリシーにおけるいかなる
条文も標準必須特許権者の差止請求権の行使を禁止しておらず、更に、この問題について
いかなる規制もしていない。更に、特許権者が地方裁判所や ITC で差止救済措置を求め
                                                                                                                                                                              
Standard Essential Patent Enforcement Practices, at 2. 
361 See case cited supra note 330, Separate Statement of Commissioner J. Thomas Rosch Regarding Google’s 
Standard Essential Patent Enforcement Practices, at 3. 
362 Id. 
363 Id. 
364 See case cited supra note 330, Separate Statement of Commissioner J. Thomas Rosch Regarding Google’s 
Standard Essential Patent Enforcement Practices, at 4. 
365 Id. 
366 See case cited supra note 330, Dissenting Statement of Commissioner Maureen K. Ohlhausen, at 2. 
https://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/cases/2013/01/130103googlemotorolaohlhausenstmt.pdf (last 
visited Feb 7, 2015).  
367 See case cited supra note 330, Statement of the Federal Trade Commission, at 3-4. 
368 See case cited supra note 330, Statement of the Federal Trade Commission, at 4. 










できるため、Apple 社が Willing licensee ではないとした371。つまり、Ohlhausen 委員は、
特許権者の差止請求権行使の放棄を明確にする契約の有無や、Apple 社が書面または宣誓
証言によっていかなる条件のライセンス料も受けないという意思を有するかどうかによ
って、Apple 社が Willing licensee であるかどうかを判断すべきであると主張し、FTC はこ
のような詳細な検討を行っていないことを批判している372。 




議に関する事件も、FRAND 宣言が行われた特許に基づく差止請求権行使が FRAND 宣言
に違反しうると認めた374。 
４．３．３ Microsoft 社対 Motorola 社事件375 
（１） 事実概要 
この事件は、Microsoft Corporation（以下「Microsoft 社」という。）と Motorola, Inc., Motorola 
Mobility, Inc.および General Instrument Corporation Motorola（以下「Motorola 社」という。）
の継続中の契約（ongoing contract）に関する特許侵害事件である376。問題となる特許は、
国際電気通信連合（International Telecommunications Union、以下「ITU」という。）の H.264 
video coding standard（以下「H.264 標準規格」という。）および電気電子学会（Institute of 
Electrical and Electronics Engineers、以下「IEEE」という。）の the 802.11 wireless local area 
network standard（以下「802.11 標準規格」という。）に含まれる Motorola 社の三つの特許
（米国 374 特許、米国 375 特許、米国 376 特許、以下「3 標準必須特許」という。）であ
る377。 
Motorola 社は、2010 年 10 月 21 日から、Microsoft 社に対し、Microsoft 社の H．264 標
準規格（米国に限らず、EU、ドイツ、日本、韓国、中国などの 16 の国・地域の特許）に
従うすべての最終製品（構成ソフトウェアを含まない）の販売価格の 2.25％を「3 標準必
                                                             
370 Apple, Inc. v. Motorola Mobility, Inc., No. 11-cv-178-bbc, slip op. at 29 (W.D. Wis. Oct. 29, 2012). 
371 See case cited supra note 330, Statement of the Federal Trade Commission, at 3. 
372 See case cited supra note 330, Statement of the Federal Trade Commission, at 4. 
373 Id. 
374 Id. 
375 現在係争中である Microsoft 対 Motorola 事件についてのワシントン西部地区連邦地方裁判所の一連の
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Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 696 F.3d 872 (9th Cir. Wash. 2012), Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 2013 U.S. 
Dist. LEXIS 138786 (W.D. Wash. Sept. 24, 2013), Microsoft Corp. v. Motorola, Inc, 2013 U.S. Dist. LEXIS 
161762 (W.D. Wash, Nov. 12,, 2013), Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 564 Fed. Appx. 586 (Fed. Cir. 2014). 
376 Microsoft Corp. v. Motorola, Inc.,696 F.3d 872, 875 (9th Cir. Wash. 2012). 




2010 年 11 月 9 日、Microsoft 社は、ワシントン州西部地区連邦地方裁判所において、
Motorola 社の要求したライセンス料が、合理的ではなく、ITU および IEEE に対する行っ
た FRAND 宣言に違反し、ワシントン州の契約法違反を理由に、Motorola 社に対する訴訟




米国での訴訟のほかに、Motorola は、2011 年 7 月から、ドイツの Landgericht Mannheim
地方裁判所や Mannheim 地方裁判所において、Microsoft 社が Motorola のドイツ特許であ
る 667 特許および 384 特許を侵害したとして訴訟を提起した382。更に、Motorola 社は、
Microsoft 社の侵害被疑製品である構成ソフトウェア（Xbox gaming system およびある
Microsoft Windows software）を含む Microsoft の製品のドイツでの販売について、特許権
に基づいて差止請求権の行使を求めた383。Mannheim 地方裁判所は Motorola 社の差止請求
権の行使を認めた384。この差止命令に対して、Microsoft 社は、2012 年 3 月 28 日、ワシン
トン州西部地区連邦地方裁判所で保全命令（temporary restraining order）を求めた385。2012
年 5 月 14 日、ワシントン州西部地区連邦地方裁判所は Microsoft 社が提出した保全命令の
申立を認めた386。 
2012 年 11 月 29 日、ワシントン州西部地区連邦地方裁判所は、eBay 判決の 4 要素に従
って Motorola 社の差止請求権行使の可否を判断し、回復不能な損害がなく、金銭賠償の
みで十分であるという理由で、Motorola 社の差止請求権行使を認めない命令を出した387。
ワシントン州西部地区連邦地方裁判所は、Motorola 社が H.264 標準規格の必須特許におけ
る FRAND 宣言を行ったことがあり、Microsoft 社が FRAND 条件でライセンスを受ける意
思を有しており、更に、Motorola 社と Microsoft 社によるライセンス条件に関する交渉が
行われているため、仮に Motorola 社は、特許侵害を受けたとしても、FRAND 宣言による
ライセンス条件または裁判所に設定される条件などの方法で受ける損害を十分に補うこ
とができるとした388。 
2013 年 4 月 25 日、ワシントン州西部地区連邦地方裁判所は、802.11 標準規格および
H.264 標準規格における必須特許の FRAND 条件のライセンス料を設定した389。 
その後、ワシントン州西部地区連邦地方裁判所は、陪審で Motorola 社と Microsoft 社と
の取引における行為が、特定の契約、特にその誠実（good faith）および公正な取引（fair 
dealing）義務に違反したかどうかを審理していたが、Motorola 社は、法律上当然の判決
（judgment as a matter of law）390を求めた二つの動議を提出した391。ワシントン州西部地
                                                             
378 See case cited supra note 376, at 877. 
379 See case cited supra note 376, at 878. 
380 Id. 
381 Id. 





387 Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 2012 U.S. Dist. LEXIS 170587 (W.D. Wash. Nov. 29, 2012). 
388 See case cited supra note 387, at 26-30. 
389 Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., No. 10-cv-01823 JLR, 2013 WL 2111217, at 7-8 (W.D. Wash. Apr. 25, 
2013). 
390 Rule 50(a). Judgment as a Matter of Law in a Jury Tria 
(1) In General. If a party has been fully heard on an issue during a jury trial and the court finds that a reasonable 











と、特許による差止請求権の行使を求めたこと、Microsoft 社の 802 標準チップ供給者に
ライセンス拒絶することが契約法の誠実および公正な取引の義務（duty of good faith and 
fair dealing）に違反するかどうかを検討し、その結果、ワシントン州西部地区連邦地方裁
判所は、Motorola 社の行った FRAND 宣言を契約上のコミットメントとして扱った394。 
誠実および公正な取引の義務は、いかなる契約にも要求される395。しかし、誠実および
公正な取引の義務に違反するかどうかの判断基準は、一律に設定されておらず、一般的に
は、取引の精神を回避すること（evade the spirit of a bargain）、不完全な行動を意図的に行













                                                                                                                                                                              
(A) resolve the issue against the party; and 
(B) grant a motion for judgment as a matter of law against the party on a claim or defense that, under the 
controlling law, can be maintained or defeated only with a favorable finding on that issue. 
(2) Motion. A motion for judgment as a matter of law may be made at any time before the case is submitted to the 
jury. The motion must specify the judgment sought and the law and facts that entitle the movant to the judgment. 
391 Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 2013 U.S. Dist. LEXIS 138786, 109 U.S.P.Q.2D (BNA) 1637, 1641 (W.D. 
Wash. Sept. 24, 2013). 
392 See case cited supra note 391, at 1652. 
393 See case cited supra note 391, at 1641. 
394 See case cited supra note 391, at 1641-1643. 














Motorola 社が FRAND 宣言を行ったのに、高額なライセンス料を請求したことまたは差止
請求権を行使したことが、誠実義務違反であるかを検討した。 











および ITU 標準設定組織との契約における FRAND コミットメントが、誠実義務を特定
する契約条項だと判断した407。 









ウ FRAND 条件によるライセンス料の算定方法 
ワシントン州西部地区連邦地方裁判所は、ワシントン州の契約法および既存証拠に基づ
き、H264 標準規格と 802 標準規格の必須特許のライセンス料を算定した412。 
具体的には、ワシントン州西部地区連邦地方裁判所は、六つの段階を踏まえ、標準必須
特許の FRAND 条件によるライセンス料率を算定した。本裁判所は、第一に、H264 標準
規格と 802 標準規格の標準必須特許権者及び実施者を明らかにし、第二に、標準規格、標
                                                             
402 Id. 
403 See case cited supra note 391, at 1645. 





409 See case cited supra note 391, at 1647. 
410 Id. 
411 Id. 








不可欠性を分析し、第六に、これらの要素に基づき、H264 標準規格と 802 標準規格の必
須特許のライセンス料を設定した414。 
４．３．４ Apple 対 Motorola 事件 I415・II416 
（１） 事実概要 
2010 年 10 月 29 日、原告 Apple Inc.および Next Software, Inc.（以下「Apple 社」という）
は、ウィスコンシン州西部地区地方裁判所において、自己が有する３つの特許が侵害され





2011 年 12 月、この訴訟は、イリノイ州北部地区連邦地方裁判所に移転され（Case 
transferred）、Posner判事が審理することになった421。Posner判事は、Apple社およびMotorola
社が十分な証拠を提出しなかったため、両社の特許侵害主張および差止請求権行使の請求
                                                             
413 Georgia-Pacific Corp. v. United States Plywood. Corp., 318 F. Supp. 1116, 166 U.S.P.Q. (BNA) 235. (S.D.N.Y. 
1970). Georgia-Pacific ファクター・テストは、米国の特許訴訟において多く適用されている合理的なライ
センス料を計算する方法である。「米国の裁判所は、合理的なロイヤリティ料率の決定において、
Georgia-Pacific Corp. v. United States Plywood Corp.事件に基づく 15 のファクターテストを何十年もわたっ
て利用してきた。この 15 のファクターテストは、合理的なロイヤリティ料率を定める目的で、侵害行為
が開始された時点での『意欲的なライセンサー』と『意欲的なライセンシー』との間の『仮想的交渉』
を反映させたものである。…この Georgia-Pacific ファクターに基づくテストは、30年前の Hanson v. Alpine 




いる」という。山内真之、Yang Ming-Tao・前掲注 134）682-683 頁。 
414 See case cited supra note 389. 
415 Apple, Inc. v. Motorola Mobility, Inc., 2011 U.S. Dist. LEXIS 72745 (W.D. Wis., June 7, 2011), Apple, Inc. v. 
Motorola Mobility, Inc., 2012 U.S. Dist. LEXIS 181854 (W.D. Wis., Oct. 29, 2012), Apple, Inc. v. Motorola 
Mobility, Inc., 2012 U.S. Dist. LEXIS 157525 (W.D. Wis. Nov. 2, 2012), Apple Inc. v. Motorola Mobility, Inc., 
2012 U.S. Dist. LEXIS 187878 (W.D. Wis. Nov. 8, 2012), Apple Inc. v. Motorola Mobility, Inc., 2012 U.S. Dist. 
LEXIS 168986 (W.D. Wis. Nov. 28, 2012). 
416 Apple, Inc. v. Motorola, Inc. et al, No. 1:2011cv08540 - Document 956 (N.D. Ill. 2012). Apple Inc. v. Motorola, 
Inc., 757 F.3d 1286 (Fed. Cir. 2014). 







を却下した（dismissed with prejudice）422。その後、Apple 社は、12 件の特許のうち、3 件
の特許（米国特許番号 Nos. 7,479,949、6,343,263 及び 5,946,647、以下それぞれを「949 特
許」、「263 特許」、「647 特許」という）の侵害について、Motorola 社は、自己が有する 3
件の特許（U.S. Patent Nos. 6,359,898; 6,175,559; and 5,319,712、以下「898 特許」、「559 特
許」、「712 特許」という）の侵害について、上訴を提起した423。上訴裁判所である連邦巡
回区控訴裁判所（CAFC）は、Apple 社および Motorola 社が提出した特許侵害の証拠を排
除した Posner 判事の判断と、Apple 社の「949 特許」424による差止請求権の行使を却下し
た Posner 判事の判断を取り消した425。上訴裁判所は、これら以外の問題点に関しては、
Posner 判事の判断を維持している426。 







① Apple 社の差止請求権行使の可否について 
イリノイ州北部地区連邦地方裁判所は、Apple 社が「949 特許」、「263 特許」、「647 特許」




裁判所の means-plus-function claim（以下「MPF クレーム」という）429の適用方法が誤っ
ていると判断し、Apple 社の「949 特許」に関する特許侵害の有無及び差止請求権行使の
可否を再検討した430。連邦巡回区控訴裁判所（CAFC）は、イリノイ州北部地区連邦地方




のである。See case cited supra note 417, at 1298. 
425 See case cited supra note 417, at 1294. 
426 Id. 
427 See case cited supra note 417, at 1323. 
428 See case cited supra note 417, at 1330. 
429 米国特許法第 112 条 6 項によれば、「クレームの構成要素はその構造、材料、または作用を明記する
ことなく、特定の機能を達成するための手段または工程（ステップ）として表現することが可能であり、
このようなクレームは明細書に記載されたそれと対応する構造、物質、または、作用、および、その均
等物を包括するものと解釈されなければならない。」“An element in a claim for a combination may be 
expressed as a means or step for performing a specified function without the recital of structure, material, or acts in 
support thereof, and such claim shall be construed to cover the corresponding structure, material, or acts described 
in the specification and equivalents thereof.” 35 U.S.C. § 112, ¶6.これに関連して、ミーンズ・プラス・ファン
クション・クレーム（means plus function claim）とは、機能表現を使用したクレームを言われている。In 
re Donaldson Co., 16 F. 3d 1189 (Fed. Cir. 1994)）判決によれば、MPF クレームは、具体的な構造等を記載
するものではなく、その権利範囲がその明細書に記載された構造及びその均等物によって確定されるも
のである(at 1845)。言い換えれば、明細書中に対応する構造を記載していない場合に、米国特許法第 112
条 6 項により記載不備であるとして出願拒絶または特許無効となる（at 1195）。 
430 See case cited supra note 417, at 1294-1304. 
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裁判所が「949 特許」の範囲を誤って狭く解釈したと判断し、Motorola 社が Apple 社の「949
特許」を侵害したと認めた431。 










イリノイ州北部地区連邦地方裁判所は、Motorola 社が、標準必須特許である 898 特許に
ついて FRAND 宣言を行っていたため、Apple 社が FRAND 条件のライセンスを払うこと
を拒絶しない場合に、Motorola 社の 898 特許に基づく差止請求権行使が認められるべきで
はないとした436。なぜなら、イリノイ州北部地区連邦地方裁判所は、FRAND 宣言を行っ
たことを、Motorola 社が FRAND 条件のライセンス料払う意思のあるいかなるライセンシ




あるとし、FRAND 宣言がある場合でも、eBay 判決の 4 ファクター･テスト以外に、FRAND
宣言を行った標準必須特許に基づく差止請求権行使の可否を規制する新たな規制枠組を








オファーしたライセンス料が FRAND 条件でない場合である442。更に、公衆（the public）
は、標準設定活動を促進しながらも、標準必須特許の価値を過大に評価しないようにする
ことにも関心があることが留意されるべきだとされている443。したがって、地方裁判所は、
                                                             
431 See case cited supra note 417, at 1304. 
432 Apple Inc. v. Samsung Elecs. Co., 735 F.3d 1352, 1363-1365(Fed. Cir. 2013). 





438 See case cited supra note 417, at 1331-1332. 







これらの重要な要素を考慮した上で、eBay 判決の 4 ファクター･テストによって差止請求
権行使の可否を判断することができるとする444。 
本件で連邦巡回区控訴裁判所（CAFC）は、Motorola 社の 898 特許における FRAND 宣
言は、損害賠償金額が Motorola 社の受ける特許侵害を十分に償うことができることを示
し、更に、Motorola 社が Apple 社の侵害行為によって回復不能な損害を受けたことがある
ことを立証しなかったため、Motorola の差止請求権行使の請求を認めなかった445。また、
連邦巡回区控訴裁判所（CAFC）は、898 特許が Motorola 社の競争者を含む多くの事業者
に使用されており、Motorola 社が当該特許を使用する事業者が一社増加することが回復不
能な損害をもたらす可能性を立証しなかったと判断した446。更に、連邦巡回区控訴裁判所
（CAFC）は、Apple 社が特許権者のオファーした FRAND 条件のライセンス料を拒絶し、
ライセンスの交渉を延期したことがないと判断した447。よって、連邦巡回区控訴裁判所
（CAFC）は、Motorola 社の 898 特許に基づく差止請求権行使を認めなかった。 
③ CAFC 判決における反対意見 


















交渉を延長し同様の結果をもたらすことによって willing licensee と偽装し、裁判所から特
許権者の差止請求権行使の却下をもたらし、そして、これによって特許権者の差止請求権
の行使を回避し、更に、特許権者の交渉力（Bargaining power）を削減し、技術の真の価















値より低いライセンス料を受けさせることである456。本件で Apple 社は、Motorola 社とラ
イセンス交渉を行っているが、契約締結の意思に乏しい不当な交渉が行われる可能性があ
る状況であるため、Apple 社が willing licensee であるかどうかを詳しく検討する必要があ
る457。 
また、Prost 判事は、Motorola 社の差止請求権の行使を却下した連邦巡回区控訴裁判所
（CAFC）の判断を支持しているが、eBay 判決の 4 ファクター・テストの適用については
異なる見解を示している458。 
Prost 判事は、Motorola 社の標準必須特許である 898 特許に基づく差止請求権行使の可
否について、連邦巡回区控訴裁判所（CAFC）と同様に、FRAND 宣言の行われた特許に
よる差止請求権の行使が制限されるべきであるという新たな規制ルールを制定する必要




















いて、FTC の 2003 年のレポート「イノベーションの促進に向けて：競争並びに特許法及
                                                             
456 Id. 
457 See case cited supra note 417, at 1334. 
458 Id. 





464 See case cited supra note 417, at 1343. 
465 FTC Report Recommends Improvements in Patent System to Promote Innovation and Benefit Consumers,  
March 7, 2011. 
https://www.ftc.gov/news-events/press-releases/2011/03/ftc-report-recommends-improvements-patent-system-pro
mote (last visited Feb 7, 2015). 
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び政策の適切なバランスの在り方（To Promote Innovation: The Proper Balance of Competition 





巡回区 (regional circuit)に設置された連邦地方裁判所（U.S. District Court）独自の見解を形
成するおよび表す機会を奪うという指摘があるとともに、競争法（政策）と知的財産法（政
策）のバランスをとるため、FTC は、適切な状況において、アミカスブリーフ（amicus briefs）
などの制度によって Competition Advocacy ルールを強化し、競争を影響する特許訴訟に
FTCの反トラスト法における見解を出すことを積極的に行っていくと述べた469。更に、「進
化する知的財産市場：特許の公示機能と救済措置の競争との協調（The Evolving IP 




















                                                             
466 Federal Trade Commission, To Promote Innovation: The Proper Balance of Competition and Patent Law and 
Policy, at 26, Oct. 2003. 
https://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/reports/promote-innovation-proper-balance-competition-and-pate
nt-law-and-policy/innovationrpt.pdf, (last visited Oct. 1 2015). 
467 Polaroid Corp v. Eastman Kodak Co., 789, F.2d 1556 (Fed. Cir.), cert. denied 479 U.S. 850 (1986). 
468 To Promote Innovation: The Proper Balance of Competition and Patent Law and Policy, supra note 466, at 36. 
469 To Promote Innovation: The Proper Balance of Competition and Patent Law and Policy, supra note 466, at 
21-24. 
470 Federal Trade Commission, The evolving IP marketplace: Aligning Patent Notice And Remedies With 
Competition (Mar. 2011) at 225-27, 
http://www.ftc.gov/sites/default/files/documents/reports/evolving-ip-marketplace-aligning-patent-notice-and-reme
dies-competition-report-federal-trade/110307patentreport.pdf, (last visited Oct. 1 2015). 






















更に、FRAND 宣言について、eBay 判決の 4 ファクター・テストの適用にあたって、事
前の FRAND コミットメントがあることは、特許権者が回復不能の損害を受けたことがな













（２） FTC 法 5 条における特許に基づく差止請求権行使の制限アプローチ 
よって、FTC は、独禁法による FRAND 宣言が行われた特許に基づく差止請求権の行使
                                                             
476 Id. 
477 The Evolving IP Marketplace: Aligning Patent Notice and Remedies with Competition, supra note 470, at 26. 
478 Id. 
479 The Evolving IP Marketplace: Aligning Patent Notice and Remedies with Competition, supra note 470, at 26, 
227-228. 
480 The Evolving IP Marketplace: Aligning Patent Notice and Remedies with Competition, supra note 470, at 26, 
235. 
481 Id. 
482 Federal Trade Commission, “Oversight of the Impact on Competition of Exclusion Orders to Enforce Standard 
Essential Patents,” July 11, 2012, available at http://www.ftc.gov/os/testimony/120711standardpatents.pdf (last 
visited Feb 7, 2015). 
483 supra note 482, at 6. 
484 Id. 








について、FTC は、シャーマン法 2 条よりも、FTC 法 5 条が適用された方がいいと主張



























有するとされている487。2012 年から、米国司法省の元司法次官補（Acting Assistant Attorney 
General）Wayland 及び司法副次官補（Deputy Assistant Attorneys General）Hesse は、FRAND
宣言の行われた標準必須特許に基づく差止請求権行使が制限されうるという意見を次々
と出してきた。 
                                                             
486 滝川敏明『日米 EU の独禁法と競争政策（第 4 版）』13 頁（青林書院，2010）。 
487 U.S. Department of Justice & Federal Trade Commission, Antitrust Enforcement and Intellectual Property 
Rights: Promoting Innovation and Competition (2007), at 60 & note 10. 
http://www.ftc.gov/reports/innovation/P040101PromotingInnovationandCompetitionrpt0704.pdf. (last visited Feb 









判決の 4 ファクター・テストは、FRAND 宣言の行われた標準必須特許に基づく差止請求
権行使の可否について、有用なフレームワークを提供していると評価している490。 




2013 年 1 月 8 日、司法省は、米国特許商標庁（United States Patent and Trademark Office、
以下「USPTO」という。）とともに「任意 F/RAND コミットメントが課される標準必須特
許の救済措置に関する政策声明（Policy Statement on Remedies for Standards-Essential Patents 











年 2 月 13 日、司法省は、Microsoft 社、Apple 社、そして、Research In Motion（以下「RIM」
という。）それぞれは Nortel Networks Corporation（以下「Nortel」という。）の知的財産を
買収した事件や、Google 社と Motorola 社との合併事件が挙げられる。結果として、司法
省は、それぞれの合併審査事件における調査を打ち切った497。その一つの理由は、Microsoft
社、Apple 社、RIM 社または Google 社などの買収購入側は、関連する特許の FRAND 宣
言に準じて、差止命令または排除命令を請求する権利を完全にまたは条件つきで放棄する
                                                             
488 Joseph F. Wayland, Antitrust Policy in the Information Age: Protecting Innovation and Competition, at 4, (Sept. 
21, 2012); http://www.justice.gov/atr/public/speeches/287215.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
489 Joseph F. Wayland, supra note 488, at 4. 
490 Id. 
491 Renata Hesse, Six “Small” Proposals for SSOs Before Lunch, at 9, (Oct. 10, 2012), 
http://www.justice.gov/atr/public/speeches/287855.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
492 Renata Hesse, A Year in the Life of the Joint DOJ-PTO Policy Statement on Remedies for F/RAND 
Encumbered Standards-Essential Patents, at 7-8, (Mar. 25, 2014), 
http://www.justice.gov/atr/public/speeches/304638.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
493 United States Department of Justice and United States Patent & Trademark Office, Policy Statement on 
Remedies for Standards-Essential Patents Subject to Voluntary F/RAND Commitments, at 4, (Jan. 8, 2013), 
http://www.justice.gov/atr/public/guidelines/290994.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
494 Id. 
495 supra note 493, at 5-6. 
496 Joseph F. Wayland, supra note 488, at 7. 
497 The Department of Justice’s Antitrust Division, Statement of the Department of Justice’s Antitrust Division on 
its Decision to Close its Investigations of Google Inc.’s Acquisition of Motorola Mobility Holdings Inc. and the 
Acquisitions of Certain Patents by Apple Inc., Microsoft Corp. and Research in Motion Ltd. (Feb. 13, 2012),  
































って、米国では、FTC 法 5 条による標準必須特許権者の開示義務違反行為の規制におけ
る事件は、シャーマン法 2 条による規制事件より多い。次に、米国の独禁法による標準必
須特許権者の開示義務違反行為の規制について、FTC 法 5 条における排他的行為の判断
                                                             
498 Id. 
499 (“We also continue to explore where there is room for liability under Section 2 of the Sherman Act in cases 
where holders of F/RAND-encumbered SEPs seek injunctive relief after a standard is in place. Even in cases 
where the patent holder did not intentionally deceive the SSO during the standards-setting process, competition 
and consumers can be harmed by the abrogation of the patent holder’s F/RAND commitment, assuming there were 
alternative technologies or options available to the SSO.”). Renata Hesse, The Art of Persuasion: Competition 
Advocacy at the Intersection of Antitrust and Intellectual Property 9 (Nov. 8, 2013), 
http://www.justice.gov/atr/public/speeches/301596.pdf (last visited Feb 7, 2015).。 
500 Id. 




は、FTC と一致していないからと思われる。米国の Rambus 事件で FTC は、FTC 法 5 条



































                                                             
502 See case cited supra note 29, at 627. 







































                                                             
504 Id. 
505 白石忠志＝中野雄介編『判例 米国・EU 競争法』193 頁（沼田知之）（商事法務，2011）。 









































                                                             
507 See case cited supra note 31, at 313, 316. 


























そのうち、独禁法によるアプローチは、更に、シャーマン法 2 条によるアプローチと FTC






れるか、どのような状況で FTC 法 5 条による標準必須特許に基づく差止請求権行使が制
限されうるかなどである。 
米国の裁判所は、特許法上の差止請求権行使を制限する場合に、Microsoft 対 Motorola




                                                             
509 Michael A. Carrier, A Tort-Based Causation Framework for Antitrust Analysis, 77 Antitrust L.J. 991, 406 
(2011). 
510 See case cited supra note 33, Complaint, at para 38-39. 











行使が制限された事例がある。たとえば、FTC の Bosch 事件および Google 事件、裁判所




























                                                             
512 See case cited supra note 417, at 1331. 
513 See case cited supra note 391, at 1646. 
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宣言の行われた標準必須特許に基づく差止請求権行使を制限する eBay 判決の 4 ファクタ
ー・テスト以外に、新たな制限枠組を設定する理由ではないと述べた514。その代わりに、











よって、米国の裁判所および FTC は、FRAND 宣言の意義について、様々な見解を有し
ているが、FRAND 宣言が行われたことが、標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行
使制限成否の判断に非常に重要であることについては一致していると思われる。 
（３） 「willing licensee」があること 
FRAND 宣言について、米国の裁判所および FTC の意見は分かれてはいるものの、標準
必須特許権者の特許法上の差止請求権行使を制限する場合には、「willing licensee」という
要素を提出する点で一致している。 














「willing licensee」であるとされた521。Apple 対 Motorola 事件では、連邦巡回区控訴裁判
所（CAFC）は、これと同様の見解を示している。つまり、ライセンシーは、FRAND 条
                                                             
514 See case cited supra note 417, at 1331-1332. 
515 See case cited supra note 417, at 1332. 
516 Id. 
517 Id. 
518 See case cited supra note 391, at 1645. 
519 See case cited supra note 391, at 1646. 






また、Apple 対 Motorola 事件では、連邦巡回区控訴裁判所（CAFC）が eBay 判決の 4
ファクター・テストによって特許に基づく差止請求権行使の可否を判断する場合に、特許
権者は「回復不能の損害があること」を証明しなければならないとされた523。しかし、特








（１） FTC 法 5 条と第三者のためにする契約の申込みと解される FRAND 宣言 






使の制限について、FTC 法 5 条は、シャーマン法 2 条より適用されるべきである主張が
ある527。なぜなら、FTC 法 5 条は、消費者および標準設定プロセスを保護することがで
きるとともに、私的反トラスト執行による集団訴訟や三倍額賠償が行われないからである












                                                             
522
 See case cited supra note 417, at 1342. 
523
 See case cited supra note 417, at 1331-1332. 
524
 See case cited supra note 417, at 1332. 
525
 See case cited supra note 417, at 1333. 
526 See case cited supra note 330, Statement of the Federal Trade Commission, at 2. 












独禁法による FRAND 宣言違反を規制する事件として、Broadcom 事件（シャーマン法
2 条）がある。Broadcom 事件は、FRAND 条件よりも不当に高額なライセンス料を要求す
ることをFRAND宣言における欺瞞的な行為としてシャーマン法 2条によって規制した事
件である。仮に特許権に基づく差止請求権の行使が FRAND 宣言における欺瞞的な行為と




























                                                             
530 Michael A. Carrier, supra note 509, at 401-402. 
531 Michael A. Carrier, supra note 509, at 401. 
532 Michael A. Carrier, supra note 509, at 401-402. 
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第４章 EU 独禁法による標準必須特許権者の権利行使の規制 
第１節 標準必須特許権者の権利行使における EU 独禁法上の問題 
１．１ EU 独禁法による知的財産権者の権利行使の規制――単独行為を中心に 




EU 内外の判例が少ない一方で、欧州司法裁判所の EU 独禁法による知的財産権濫用を規
制した事例は多いからである。そのため、標準必須特許権者の権利行使の規制について、
従来の EU 独禁法による知的財産権濫用の規制が参照にできると思われる。 
１．１．１ 「単独行為」及びそのうちの「垂直的制限」 
「EU において知的財産権と競争法のかかわりを規制する法は、主として EU 運営条例
101 条と 102 条である」1。「101 条は、競争制限の目的あるいは効果を有する共同行為を
違法とする。102 条は、支配的地位企業による濫用行為を違法とする。」ということであ
る2。つまり、EU 機能条約 102 条は、単独行為を規制している。 
しかしながら、「EU 競争法 102 条の役割は 101 条に比べて限定される。実質的には単
独の排除行為であっても、垂直的制限であるとみなすことにより 101 条を適用することを
欧州委が選択する場合が多い」3。したがって、ライセンスにおける単独行為が垂直的制
限に該当する場合に、EU 機能条約 101 条の適用を受ける可能性がある。 
ここでは、ライセンスにおける単独行為に関して、EU 機能条約 101 条の適用と 102 条
の適用の差異を明らかにする。 
EU 機能条約 101 条による垂直的制限の規制について、知的財産関与行為の主要な範囲




財産）権利者は IP を他事業者にライセンスすることにより、自己の所有する IP 技術内の
競争者を生み出すことになる。この対処として、IP 権利者（ライセンサー）は、自己と
                                                             
1 「EEC 設立条約 85 条/86 条は、1993 年発効のマーストリヒト条約で EC 設立条約 81 条/82 条に、さら
に 2009 年発効のリスボン条約は EU 運営条約 101 条/102 条に、それぞれ名称と条番が変わった（参考の
ため、リスボン条約で廃止された EC 設立条約を『旧』と表示することもある。『域内市場』などの呼称
以外、実質は変わっていない）。ほかに、域内における物品の自由移動原則を定める条約 34 条（旧 28 条）、




101 条/102 条を適用するとする EU 裁判所の判例原則は日本でも参考になろう」。本間忠良『知的財産権
と独占禁止法:反独占の思想と戦略』22 頁注 44（発明協会，2011）。ほか、滝川敏明「EU における知的
財産権と競争法」公正取引 720 号 34 頁，34 頁（2010）。 
2 滝川・前掲注 1）34 頁。 
3 滝川・前掲注 1）39 頁。 









（TTBER Art.1(j)(ii); GL para. 27）。垂直的制限には、ライセンス対象技術内の競争制限だ
けでなく、競合技術の排除行為が含まれる。垂直的制限には共同行為を対象とする競争法








第二に、101 条 1 項が競争制限のの『目的あるいは効果』を有する行為を広く違反とする
ため、違反認定が容易である（違反免除は一括適用免除規則による）ためである。」とい
う5。 
一方、単独行為における EU 機能条約 102 条の適用について、EU では、「明らかな単独
行為（取引拒絶が代表）は、垂直的制限とみなせないので、102 条だけが適用可能である。











とする明らかな単独行為における EU 機能条約 102 条の適用である。 
しかしながら、下記に示すように、欧州委員会（以下「欧州委」という。）および欧州
連合司法裁判所（Court of Justice of the European Union、以下「欧州司法裁判所」という。）
が常に標準必須特許を一つの関連市場として画定しているため、標準必須特許権者は、標
準必須特許における一定の取引分野において市場支配的地位を有することになる。さらに、
EU では、標準化における知的財産権者の濫用行為を規制する事件で EU 機能条約 101 条
が適用された事件は非常に少ない。実際に、欧州司法裁判所が EU 機能条約 101 条により
規制した標準化に関する事件は、標準必須特許権者とライセンシーのライセンス活動では
なく、標準設定プロセスにおける 2 名以上の参加者グループが不当な IPR ポリシーを設
定し、新規参入者または競争者を拘束または排除した行為が問題となった事件に集中して
                                                             
5 滝川・前掲注 1）35-36 頁。 
6 滝川・前掲注 1）39-40 頁。 
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いる。たとえば、IACS 事件（2009）7や E-payment 事件（2011）8である。これに対し、欧
州委および欧州司法裁判所は、標準必須特許権者の開示義務違反行為および FRAND 宣言
違反行為を単独行為として EU 機能条約 102 条により規制している。したがって、本研究
では、EU 機能条約 102 条の適用に焦点を当てて、EU 独禁法による標準必須特許権者の
単独行為の規制を研究する。 
１．１．２ EU 機能条約 102 条による知的財産権者の単独行為の規制 
EU 機能条約 102 条（旧 82 条）による知的財産権者の単独行為の規制について最も典
型的な事例が 3 つある。Magill 事件9、IMS Health 事件10および Microsoft 事件11である。 
Magill 事件は、テレビまたはラジオ放送局である Indenpent Television Publications Ltd（以
下「ITP 社」という。）、British Broadcasting Corporation と BBC Enterprises Ltd（以下「BBC
社」という。）および Radio Telefis Eiream（以下「RTE 社」という。）それぞれが、自社の
番組表を出版していたまたは自らの番組表を無料で他社にライセンスしていた一方、これ
らの三社の番組表すべてを収録し総合的週刊テレビガイドを出版、販売した Magill TV 
Guide Ltd（以下「Magill 社」という。）に番組表のライセンスを拒絶した事件である。欧
州委は ITP 社、BBC 社および RTE 社のライセンス拒絶行為がそれぞれの番組表を登載す
る週刊テレビガイドにおける市場支配的地位を濫用することにあたり、三社に対し Magill
社にライセンスを提供することを命じた。欧州一般裁判所（General Court、元欧州第一審















                                                             
7 European Commission, Antitrust: Commission market tests commitments proposed by IACS concerning ship 
classification market (IP/09/898) (Jun 10, 2009), available at 
http://europa.eu/rapid/press-release_IP-09-898_en.htm?locale=en, (last visited Feb 7, 2015). 
8 European Commission, Antitrust: Commission opens investigation in e-payment market (IP/11/1076) (Sep 26, 
2011), available at http://europa.eu/rapid/press-release_IP-11-1076_en.htm, (last visited Feb 7, 2015). 
9 RTE and ITP v. Commission, 1995 E.C.R. I-743. 
10 Case C-418/01 IMS Health, 2004 E.C.R. I-5039. 
11 Case T-201/04 Microsoft v Commission, 2007 E.C.R. II-3601; Case T‑167/08 Microsoft v Commission, 2012 
E.C.R. II- 000 (not ready at present), E.C.L.I. T:2012:323. 
12 2009 年 12 月 1 日まで、欧州第一審裁判所と呼ばれていた。 
13 See case cited supra note 9. 
14 村上政博『EC 競争法〔ＥＣ独占禁止法〕（第 2 版）』240 頁（弘文堂，2001）。 





IMS Health 事件で欧州司法裁判所は、Magill 事件判決に示された三つの例外的な状況を
より厳しく限定した。欧州司法裁判所は、著作権者はその取引拒絶が以下三つの要件すべ






製 OS である Windows の互換性に関する技術情報を、Windows と互換性を有するコンピ
ューター・システム（以下「ワークグループ サーバーOS」という。）を運営する対抗企
業である Sun Microsystems Inc.（以下「Sun 社」という。）に拒絶し、さらに、自社製の音
楽ソフト（Windows Media Player）と自社製の OS（Windows）との抱き合わせを行った事
件である。本件では、Microsoft 社の Windows は、コンピュータ製造販売メーカーに広く
採用されており、OS 市場の事実上の標準となった。2004 年、欧州委は、Microsoft 社の相
互運用に関する情報の供給拒絶および音楽ソフト（Windows Media Player）の抱き合わせ
行為が市場支配的地位の濫用に当たり、EU 機能条約 102 条違反と判断した19。欧州一般
裁判所は、IMS Health 判決に示された例外的な状況とほぼ同じ判断基準を採用し、特許権
者である Microsoft 社の取引拒絶を EU 機能条約 102 条違反として規制した。 
したがって、EU では、「例外的な状況」があれば、EU 機能条約 102 条により知的財産
権者の権利行使は規制される。そのため、標準化における特許権者の権利行使に関して、
「例外的な状況」がある場合に、標準必須特許権者の権利行使が EU 機能条約 102 条を適
用しうる。 





EU では、欧州委の 2011 年水平的協調ガイドライン21が、標準化団体による標準化協調の
EU 機能条約 101 条 1 項に違反しないための要件の一つとして、標準化団体のメンバーが
特許を事前開示することを挙げることがある22。さらに、EU 機能条約 101 条違反認定を
                                                             
16 See case cited supra note 9, at para54. 
17 See case cited supra note 9, at para55. 
18 See case cited supra note 10, at para52. 
19 Case COMP/C-3/37.792 Microsoft (Mar 24, 2004), at Article 2. 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/37792/37792_4177_1.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
20 European Commission, Antitrust: Commission confirms sending a statement of objections to Rambus 
MEMO/07/330 (2007), (Aug 23, 2007), http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-07-330_en.htm, (last visited 
Feb 7, 2015). Case COMP/38.636 – Rambus (Dec 9, 2009). 
21 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, Official Journal C11, 14.1.2011, at 1, 
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=celex:52011XC0114(04) (last visited Feb 7, 2015). 
22 「Horizontal Cooperation Guidelines, para. 299（標準設定協定において、個別技術をライセンスする条件
















争法により SSO 組織とメンバー企業に義務付け」ることになったと指摘された25。 
実際には、欧州委の 2011 年水平的協調ガイドラインには、事前開示を言及した重要な
条項は、第 286 パラグラフ、第 290 パラグラフ、第 298 パラグラフ、第 299 パラグラフ及
び第 327 パラグラフであり、FRAND 宣言を言及した重要な条項は、第 285 パラグラフ、
第 287 パラグラフから第 291 パラグラフ及び第 327 パラグラフである。 
次に、標準必須特許権者の権利行使に対する EU 独禁法の具体的な規制を研究する。 
第２節 標準必須特許権者の開示義務違反行為 
２．１ 概要 
欧州委の 2011 年水平的協調ガイドラインは、第 286 パラグラフ、第 290 パラグラフ、
第 298 パラグラフ、第 299 パラグラフ及び第 327 パラグラフによって、標準必須特許権者
に事前開示を行うことを義務つけた。以下ではこれらの条文を紹介する。 








2011 年水平的協調ガイドライン第 298 パラグラフによれば、同ガイドライン第 286 パ
ラグラフに基づいて策定される IPR ポリシーが標準化団体ごとに異なるため、それらの
IPR ポリシーが標準規格へのアクセスを保護することができるかどうかということが、事
                                                                                                                                                                              
されていることが重要である。）」。滝川敏明「EU における技術標準と競争法--パテント・ホールドアッ
プとトロールへの対処策」公正取引 731 号 32 頁,35 頁注 11（2011）。 
23 滝川・前掲注 22）35 頁。 
24 滝川・前掲注 22）35 頁注 12。 
25 滝川・前掲注 22）35-36 頁。 
26 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 286. 
27 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 






2011 年水平的協調ガイドライン第 299 パラグラフによれば、標準設定協定のうち、そ



























                                                             
29 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 298. 
30 Id. 
31 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 299. 
32 Id. 
33 Id. 
34 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 











２．２ Rambus 事件 
２．２．１ 事実概要 
Rambus, Inc.（以下「Rambus 社」という。）は、コンピュータ、消費電子や通信製品に
おける高帯域幅チップ接続技術（high bandwidth chip connection technologies）という技術
を設計、開発及び許可する米国企業である43。なお、Rambus 社は、この技術に関する製








Rambus 社にライセンス料を支払うまたは Rambus 社の特許侵害訴訟を受けるしかない状
況となった48。 
2002 年 12 月 18 日、ドイツ法人である Infineon Technologies AG（以下「Infineon 社」と
いう。）および韓国法人である Hynix Semiconductor Inc.（以下「Hynix 社」という。）は、
Rambus 社が EU 機能条約 102 条（旧 EC 条約 82 条）に違反したと申告した49。 








2009 年 12 月 9 日、欧州委は、Rambus 社が DRAM における標準規格の採用者に対して
現在より低いライセンス料を請求することを承諾し、Rambus 社に提出された問題解消措




為という三つの側面から、Rambus 社の行為が EU 機能条約 102 条に違反するかどうかを
                                                             
43 See case cited supra note 20, at para (4). 
44 Id. 
45 See case cited supra note 20, at para (18). 
46 See case cited supra note 20, at para (8). 
47 See case cited supra note 20, at para (4). 
48 Id. 
49 See case cited supra note 20, at para (5), (6). 
50 See case cited supra note 20, at para (2). 
51 Id. 
52 Id. 
















Rambus 社の市場支配的地位の有無について、まず、JEDEC に設定された DRAM 系列
の標準規格が産業に普及しており、その一つの SDR 型 DRAM 標準規格に基づいて製造さ
れたチップ製品の販売量が 1999 年の DRAM におけるすべてのチップ製品の世界市場で
84％のシェアを獲得した57。さらに、2004 年から 2008 年まで、JEDEC の DRAM におけ
る標準規格に準じるチップ製品の販売量が、当該製品の世界市場の 96％以上の市場シェ
アを有した58。Rambus 社は、JEDEC の DRAM における標準規格に含まれた自らの特許に
基づき、DRAM におけるすべての製品の製造、販売業者の 90％の事業者に対して、ライ




JEDEC の DRAM における標準規格が世界で数多く適用されているため、当該標準規格に
準じるための高額な初期費用および高額なスイッチコストを考えると、当該産業が







                                                             
54 See case cited supra note 20, at para (16). 
55 “Commitments Decision of 9.12.2009”, Case COMP/38.636 – RAMBUS(2009), (16), pp.4. 
56 See case cited supra note 20, at para (17). 
57 See case cited supra note 20, at para (18). 
58 See case cited supra note 20, at para (19). 
59 See case cited supra note 20, at para (20). 
60 See case cited supra note 20, at para (21). 
61 See case cited supra note 20, at para (22). 
62 Id. 
63 See case cited supra note 20, at para (23). 










Rambus 社が JEDEC の IPR ポリシーに意図的に違反し、標準化における忠実義務（duty of 
good faith）を侵害し、標準設定プロセスの参加者の正当な期待を阻害したため、その特










お、欧州委は、Rambus 社が JEDEC の IPR ポリシーに違反する行為を実際に行ったかど














                                                             
65 See case cited supra note 20, at para (26). 
66 See case cited supra note 20, at para (27). 
67 See case cited supra note 20, at para (28). 
68 Id. 
69 See case cited supra note 20, at para (29). 
70 See case cited supra note 20, at para (32), (33). 
71 See case cited supra note 20, at para (34). 
72 See case cited supra note 20, at para (38). 
73 See case cited supra note 20, at para (39). 
74 Id. 
75 See case cited supra note 20, at para (42). 







さらに、欧州委は、関連する産業が JEDEC の DRAM における標準規格にロックインさ
れていたため、Rambus 社が自らの特許により DRAM におけるインタフェース技術に限ら
ず、JEDEC の将来の DRAM 系列の標準規格におけるインタフェース技術の技術市場にお
いて、支配的地位の濫用を濫用する可能性があると判断した79。 
（４） 米国の Rambus 事件との比較 








次に、米国では、FTC が Rambus 社の開示義務違反行為と独占力を獲得したことの因果
関係があると主張した一方、コロンビア特別区巡回裁判所は、これらに因果関係があるこ
とを認めなかった。これに対し、EU では、欧州委は、Rambus 社が不当に高額なライセ








「つまり、米国では SSO メンバーによる開示義務履行があくまで SSO 規約（SSO 組織と
メンバー企業間の契約）に反しているかの観点から評価される。これに対し、EU では欧
州委が競争法自体により開示義務を強制している」ということである82。 
第３節 標準必須特許権者の FRAND 宣言違反行為 
３．１ 概要 
欧州委の 2011 年水平的協調ガイドラインは、第 285 パラグラフ、第 287 パラグラフか
ら第 291 パラグラフ、及び第 327 パラグラフで、標準必須特許権者に FRAND 宣言を行う
                                                             
77 See case cited supra note 20, at para (44), (45). 
78 See case cited supra note 20, at para (46). 
79 See case cited supra note 20, at para (47). 
80 See case cited supra note 20, at para (3). 

















2011 年水平的協調ガイドライン第 288 パラグラフによれば、標準化団体が特許権者に
FRAND 宣言義務を付けることは、標準化団体が特定のライセンス条件の FRAND 条件を
満たすかどうかを判断することを要求しない87。特許権者それ自体は、そのライセンス条
件が FRAND 条件を満たすかどうかを判断するべきである88。したがって、FRAND 宣言
を行うかどうかについて、特許権者は、主にライセンス料を設定する能力に基づき、
FRAND 宣言を行うことを予想しながら決定するべきである89。 












                                                             
83 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 285. 
84 Id. 
85 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 287. 
86 Id. 
87 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 288. 
88 Id. 
89 Id. 
90 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 289. 
91 Id. 
92 Id. 
93 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 





2011 年水平的協調ガイドライン第 291 パラグラフによれば、同ガイドラインは、当事
者間がライセンス料における争いについて民事または商事裁判所に解決措置を求めるい
かなる活動を阻止しない96。 











３．２ Qualcomm 事件101 
３．２．１ 事実概要 
Qualcomm 社は、携帯電話の技術標準である CDMA 標準規格、および WCDMA 標準規




Nokia 社、Texas Instruments 社、Broadcom 社、NEC 社及び Panasonic 社）は、Qualcomm
社が FRAND 宣言に違反し、FRAND 条件より高額なライセンス料を請求したことが、EU
機能条約 102 条（旧 EC 条約 82 条）に違反するおそれがあるとして、欧州委に Qualcomm





                                                             
95 Id. 
96 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 291. 
97 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 




101 European Commission, Antitrust: Commission initiates formal proceedings against Qualcomm, MEMO/07/389 
(Oct 1, 2007), http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-07-389_en.htm?locale=en (last visited Feb 7, 2015). 
European Commission, Antitrust: Commission closes formal proceedings against Qualcomm, MEMO/09/516 (Nov 
24 2009), http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-09-516_en.htm?locale=en (last visited Feb 7, 2015). 






2007 年 10 月 1 日に、欧州委は、Qualcomm 社に対して正式調査を始めた106。この正式
調査は、二つの問題に焦点を当てて行われた。まず、Qualcomm 社が市場支配的地位を有
するか、次に、Qualcomm 社のライセンス条件が FRAND 条件に満たすかということであ
る107。欧州委によれば、Qualcomm 社のライセンスによる搾取行為が EU 機能条約 102 条
（旧 EC 条約 82 条）に違反するかどうかは、Qualcomm 社のライセンス条件が FRAND 宣
言に違反するかどうかによって決められる108。 













本件では、欧州委は、Qualcomm 社の関連する行為を規制しなかったが、電信や IT 分
野において、市場支配的地位を有する企業がその市場力を濫用し、競争および消費者の利
益を損害する可能性があり、独禁法による規制されるべきであると述べた115。 
３．３ IPCom 事件116 
３．３．１ 事実概要 
本件は、特許権移転に伴う FRAND コミットメントの承継にかかわる事件である。2007
年、ドイツの知的財産のライセンス会社である IPCom 社は、Robert Bosch GmbH（以下
「Bosch 社」という。）の 1980 年代半ばから 2000 年にかけて開発した携帯電話における
特許ポートフォリオを買収しようとすることを公表した117。本件の買収にかかわる特許は、
ETSI に設定された GSM 標準規格および UMTS 標準規格に組み込まれた必須特許の一部












116 European Commission, Antitrust: Commission welcomes IPCom’s public FRAND declaration, MEMO/09/549  




を構成したものである118。更に、Bosch 社は、ETSI の構成員であり、かつ、GSM 標準規
格および UMTS 標準規格における標準化活動に参加したため、これらの両標準規格に関
連する標準必須特許を公正、合理的かつ非差別的な条件でライセンスすることを承諾し、




この事件では、欧州委は、「EC 条約第 81 条の水平的協力協定への適用に関するガイド
ライン」122を参照し、独禁法の観点から、標準必須特許の移転に伴う FRAND 宣言の移転
が非常に重要であると主張した123。 










３．４ Honeywell と DuPont 事件127 
３．４．１ 事実概要 
2006 年、EU の立法機関は、地球温暖化を抑制し、有害排出ガスを削減するために、新
たな標準規格を設定した（Directive 2006/40/EC or MAC Directive、以下「MAC 標準規格」
という。）128。そのため、当時に世界において普及していたカーエアコン用冷媒である
「R134a」冷媒が MAC 標準規格をもはや満たさなくなった129。その代わり、Honeywell 





122 Guidelines on the applicability of Article 81 of the EC Treaty to horizontal cooperation agreements, Official 
Journal C 003, 06/01/2001, http://www.hartpublishing.co.uk/updates/Korah/app-agree.pdf (last visited Feb 7, 
2015). 
123 See case cited supra note 116. 
124 Guidelines on the applicability of Article 81 of the EC Treaty to horizontal cooperation agreements, supra note 
122, at Article 174. 
125 See case cited supra note 116. 
126 Id. 
127 European Commission, Antitrust: Commission opens proceedings against two manufacturers of refrigerants 
used in car air conditioning (Dec 16, 2011), http://europa.eu/rapid/press-release_IP-11-1560_en.htm?locale=en 
(last visited Feb 7, 2015). European Commission, Antitrust: Commission sends Statement of Objections to 
Honeywell and DuPont regarding cooperation on new refrigerant used in car air conditioning systems (Oct 21, 
2014), http://europa.eu/rapid/press-release_IP-14-1186_en.htm (last visited Feb 7, 2015). 
128 See case cited supra note 127, Antitrust: Commission sends Statement of Objections to Honeywell and DuPont 
regarding cooperation on new refrigerant used in car air conditioning systems (Oct 21, 2014). 
129 See case cited supra note 127, Antitrust: Commission opens proceedings against two manufacturers of 
137 
 




（Society of Automotive Engineers）は、「R-1234fy」冷媒を EU の立法機関に作られた当該
公的標準規格を満たすものとして評価、合意した131。欧州委によれば、Honeywell 社と
DuPont 社は、当時、世界中で唯一の「R-1234fy」を提供する者であった132。 
2011 年 12 月 16 日、欧州委は、Honeywell 社と DuPont 社に結ばれた「R-1234fy」にお
ける共同開発協定が、研究開発、ライセンス、生産における競争を制限する可能性があり、
EU 機能条約 101 条に違反する疑いがあると反トラスト調査を始めた133。さらに、当該調
査において、欧州委は、Honeywell 社の標準設定プロセス（2007 年から 2009 年）におい
て開示義務を違反し、FRAND 宣言でないライセンス条件でライセンスを行うことが、
「R-1234fy」冷媒における市場において支配的地位を獲得し、この市場支配的地位を濫用
する可能性があり、EU 機能条約 102 条に違反する疑いがあると調査していた134。 
2014 年 10 月 21 日、欧州委は、Honeywell 社と DuPont 社に対して異議告知書を送付し




第 4 節 標準必須特許に基づく差止請求権行使による FRAND 宣言違反行為 














宣言に違反する標準必須特許権者の権利行使は、EU 機能条約 102 条違反として認められ
る可能性があると思われる。 
                                                                                                                                                                              
refrigerants used in car air conditioning (Dec 16, 2011). 
130 Id. 
131 Id. 
132 Supra note 128. 
133 Supra note 129. 
134 Id. 
135 Supra note 128. 
136 Id. 




する標準必須特許に基づく差止請求権を行使することに対し、EU 機能条約 102 条を適用
しうるかを研究する。 
４．１ 特許法上の差止請求権の行使を規制する EU 独禁法 




























                                                             
138 Council of the European Union, Agreement on a Unified Patent Court and Statute (document 16351/12, of Jan 
11, 2013), at Article 62 & 63, 
http://register.consilium.europa.eu/doc/srv?l=EN&f=ST%2016351%202012%20INIT (last visited Feb 7, 2015). 
139 大瀬戸豪志「ドイツ特許法における差止請求権の行使の制限ーAnsgar Ohly の所説を中心としてー」
パテント 66 巻 5 号（別冊 10 号）151 頁,153 頁（2013）。 
140 Federal Trade Commission , The evolving IP marketplace: Aligning Patent Notice And Remedies With 
Competition, 225-27 (Mar. 2011). 
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141 eBay, Inc. v. MercExchange, LLC, 126 S.Ct. 2837 (2006). 
142 Joseph Farrell, John Hayes, Carl Shapiro & Theresa Sullivan, Standard Setting, Patents, and Hold-Up, 74 
ANTITRUST L.J. 603, 638 (2007). 







否かを判断する基準となっている144。経済学者である Shapiro 教授、Farrell 教授145や法学
















能条約）第 101 条と第 102 条（旧欧州共同体条約第 81 条と第 82 条）しかなかった」とい
われてきた152。更に、シレナ判決153、ドイツ・グラムフォン判決154が EU 機能条約第 101
条・第 102 条の適用範囲を拡大した。つまり、「第 101 条と第 102 条は、この点に関する
                                                             
144 Joseph Scott Miller, Standard Setting, Patents and Access Lock in rand licensing and the theory of the firm, 40 
Indiana Law Review,351, 374 (2007). 
145 Joseph Farrell et al., supra note 142, at 638; Mark Lemley & Carl Shapiro, Patent Hold-Up and Royalty 
Stacking, 85 TEX. L. REV. 1991, 2025 (2007). 
146 Mark A. Lemley, Intellectual Property Rights and Standard-Setting Organizations, 90 CAL. L. REV. 1889, 
1902 (2002). 
147 Joseph Scott Miller, supra note 144, at part II. 
148 例えば、Maurits Dolmans, Standards for Standards, 26 FORDHAM INT’L L.J. 163 (2002)がある。 
149 Joseph Farrell et al., supra note 142, at 638; Joseph Scott Miller, supra note 144, 358. 
150 欧州において、差止命令を制限する主張に支持する学者（Philippe Chappatte, FRAND Commitments—The 
Case for Antitrust Intervention, 5 EUR. COMPETITION J. 320, (2009)）と反対する学者（Peter Camesasca, 
Gregor Langus, Damien Neven, Pat Treacy, Injunctions For Standard-Essential Patents: Justice Is Not Blind, 9(2), 
Journal of Competition Law & Economics. 285, (2013)）は、共に Shapiro 教授と Lemley 教授の論点を根拠と
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152 ルイ・ヴォージェル（小梁吉章訳）『欧州競争法』221 頁（信山社，2012）。 
153 「欧州司法裁判所 1971 年 2 月 18 日判決第 40-70 号、Siena Srl 対 Eda Srl 事件（訳注：イタリアの会
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イ・ヴォージェル（小梁訳）・前掲注 152）221 頁注 2。 
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Metro-SB-Groâmäkte GmbH & Co 事件（訳注：ドイツのレコード・メーカーが同国の知的財産権を理由に
輸出したレコードの同国内販売を禁じた事件。欧州司法裁判所 1974 年 7 月 3 日判決第 192-73 号、Van 






「欧州競争法は、欧州連合運営条約第 345 条（旧欧州共同体条約第 295 条）により、財
産権の存在、とくに通常、国内法が認めている知的財産権の存在を問題にすることはでき
ない。反競争的な意図に基づく行為がなければ、排他的権利が競争を制限することになっ
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４．２．２ EU 独禁法による特許権者の特許法上の差止請求権行使制限の支持説 
（１） FRAND 宣言に対する重視 
EUでは、2009年に、Shapiro教授、Farrell教授などの学説がEUに紹介されたことに伴い、
FRAND宣言を行った標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使が規制されるべきだ
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supra note 150, at 297 note 35. 
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原告であるオランダ Philips 社（以下「Philips 社」という。）は、本件特許係争中の特許
（欧州特許番号 325 330）を有する者である。この特許は、その特許出願が 1989 年 1 月
17 日に提出され、ドイツ連邦において有効と認められたが、本件の上訴期間において
（2009 年 1 月 17 日）失効したものになった。 
被告らは、欧州において記録可能及び書き換え可能な光学的データキャリア（CD-Rs
及び CD-RWs）を製造、販売するまたはこれらの製品を運送する事業者またはこれらの事
業者の専務取締役を務めた個人である。被告らは、CD-Rs および CD-RWs を製造、販売
する場合に、「Orange Book Standard」と呼ばれる事実上の標準規格に準じなければならな
い。さらに、「Orange Book Standard」には、Philips 社の本件係争中の特許が含まれる。 
Philips 社は、被告らが Philips 社からの許可を得ずに、「Orange Book Standard」に従って
CD-Rs 及び CD-RWs を製造、販売、発行、使用、占有又は輸入した活動が、自らの特許
を侵害したと主張し、ドイツの州地方裁判所（LG Mannheim）に対して特許に基づく差止
請求権の行使を求めた。州地方裁判所は、Philips 社の差止請求権行使を認め、被告らに対
し CD-Rs 及び CD-RWs の製造、販売、発行、使用、占有又は輸入を禁止することを命じ
た。州地方裁判所は、更に、被告らが損害賠償を負担することを命令した。被告らは、ド
イツの連邦高等裁判所のカールスルーエ裁判所（Higher regional court Karlsruhe）に上訴し
たが、そのほとんどが失敗した（OLG Karlsruhe InstGE 8, 14 = GRUR- RR 2007, 177）。ド
イツの連邦最高裁判所のカルテル部（Cartel Division）は、連邦高等裁判所のカールスル
ーエ裁判所の判決を維持し、被告らの上訴を認めなかった。 




















































合併協議（Agreement and Plan of Merger signed on 15 August 2011）によれば、Google社は、
Motorola社のおよそ7000件から8000件の特許（そのうち、米国特許6000-7000件、EU特許
500-1000件）を獲得することができる232。これらのパテントポートフォリオは、主に無線
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４．３．２ Samsung 事件 
（１） 事実概要 
Samsung 社は、韓国の最大手の総合家電・電子部品・電子製品メーカーである252。本件
の「Samsung 社」は、Samsung Electronics Co., Ltd.、Samsung Electronics France、Samsung 





255。UMTS 標準規格は、標準化団体の ETSI により設定されたヨーロッパの第 3 世代移動
体通信システム（以下「3G」という。）の一種の標準規格である256。2002 年 1 月 1 日から、
UMTS 標準規格は多くの EC 加盟国に採用されてきた257。 
Samsung 社は、ETSI に対して、UMTS 標準に組み込まれた自社の特許が UMTS 標準規
格にとって不可欠な特許であると主張した258。更に、ETSI の IPR ポリシーによれば、ETSI
の構成員が標準必須特許における FRAND 宣言を行う義務を有するとされている259。した
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2012 年 12 月 21 日、欧州委は、Samsung 社に対して異議告知書を送付した。当該異議
告知書では、欧州委は、Samsung 社の Apple 社に対して各加盟国において差止命令を求め












2014 年 4 月 29 日、欧州委は、Samsung 社の差止請求権行使が EU 機能条約 102 条違反












らば、欧州委によれば、UMTS 標準規格（3G、EU 用）は、EU において普及しており、
他の世代の標準規格（例えば GSM 標準規格（2G）、LTE 標準規格（4G））および同世代
の標準規格（例えば CDMA2000（米国用）、TD-SCDMA 標準規格（中国用））と代替性を
有せず、さらに、UMTS 標準規格に含まれる Samsung 社の特許の代替技術がないため、
UMTS 標準規格に準じて製品を製造販売する事業者が Samsung 社の特許を実施すること
を回避できないからである269。 
また、地理的市場について、UMTS 標準規格は欧州経済領域（European Economic Area）
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262 See case cited supra note 216, at para 3. 
263 Id. 
264 See case cited supra note 216, at para 4. 
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第二に、EC 指定（Decision 128/1999/EC）によれば、UMTS 標準規格は、欧州経済領域
において広く採用されている273。 







者が UMTS 標準規格にロックインされ、Samsung 社の関連する標準必須特許のライセン
スを請求しなければならない状態にある277。 













欧州委は、Samsung 社が Apple 社に対して UMTS 標準規格の必須特許に基づいて予備
的差止命令および永久的差止命令を請求する二つの行為が、共に反競争的効果を有すると
判断した281。この反競争的効果として、UMTS 標準規格に準じてモバイル・デバイスを製
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欧州委は、これらの判断要素のうち、Apple 社が FRAND 条件でライセンス契約を締結
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次に、標準必須特許権者が FRAND 宣言を行ったことがあることについて、FRAND 宣
言は、いかなる第三者が標準必須特許へのアクセスを確保する効果を有しながら、特許権
者が他社から標準必須特許の実施の見返りを確保する効果を有しており、ETSI の IPR ポ
リシーに要求される304。さらに、Samsung 社は ETSI に対して FRAND 宣言を行ったこと
がある305。したがって、Samsung 社は、自らの標準必須特許に基づいて他社を排除するこ
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４．３．３ Motorola 事件 
（１） 事実概要 
Motorola Inc.は、米国の電子通信機器メーカーである307。本件の「Motorola 社」は、




Inc.、その子会社の Apple Retail Germany GmbH（以下「Apple 社 G」という）、Apple 
International（以下「Apple 社 I」という）を含む310。Apple 社 G は Apple Inc.のドイツ子会
社であり、ドイツにおける Apple 製品の小売店の設立・維持に関するすべての賃貸借契約
を管理し、ドイツにおいての Apple 製品を小売店に配布する企業である311。Apple 社 I は
Apple Inc.のアイルランド子会社であり、Apple 製品をドイツを含む欧州に輸入する企業で
ある312。Apple 社のすべての移動体通信製品は GSM/GPRS 標準（UMTS を代表とするそ
の次の世代の技術標準を含む）を採用している313。 
1993 年、ETSI による GSM/GPRS 標準の設定が始まり、Motorola 社は GSM/GPRS 標準
の設定活動に積極的に参加していた314。2003 年 4 月 8 日、Motorola 社は ETSI に対し、自





Motorola 社の Cudak GPRS 特許に基づくライセンス契約のうち、電気通信企業である
Qualcomm 社が 1990 年に Motorola 社と締結した「Qualcomm Agreement」という契約があ
る318。2007 年、その契約が更新され、２G、３G 標準に関する SEP（Cudak GPRS 特許を
含む）が契約に添加された319。2009 年 12 月、Apple 社は Qualcomm 社と Cudak GPRS 特
許を含む技術供給契約を締結した320。2011 年 1 月 11 日に、Apple 社は iPhone４（Qualcomm
との技術供給契約における技術を含む）を販売する意図と表明したことに対して、
Motorola 社は、Qualcomm 社とのライセンス契約を終止する旨を Qualcomm に伝えたこと
を行った321。 
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2011 年 2 月 14 日、Apple 社は欧州委に、Motorola 社のドイツにおける SEP に基づいた
差止命令を請求・執行する行為は EU 機能条約 102 条の市場支配的地位の濫用に該当する
と申告した322。Motorola 社に主張された SEP は、電気通信技術標準 ETSI にとって非常に
重要であり、iPhone4 という Apple 社の製品にも含まれる Cudak 特許である。欧州委は、
以下の事実を検討し、Motorola 社の差止請求権行使の濫用行為の該当性を検討した。 
（１）2011 年 4 月 1 日、Motorola 社は、ドイツの Mannheim 地方裁判所において、自社
の三つの特許が侵害される恐れがあることを理由に、Apple 社 I を訴えた323。その三つの
特許には、Non-SEP 一つのほか、SEP である Whinnett 特許（EP1053613）（UMTS 標準規
格）と Cudak 特許（GPRS 標準規格）が含まれていた324。 
（２）2011 年 4 月 12 日、Motorola 社は、ドイツの Düsseldorf 地方裁判所において、上
述の三つの特許に基づいて Apple Inc.及び Apple 社 G に対して差止命令を請求したが、そ
の2週後、Motorola社は、Apple Inc.に対する差止命令の請求を取り下げた325。他方、Motorola
社は、再び Mannheim 地方裁判所において、Apple Inc.に対する差止命令の請求を出した326。 
（３）2011 年 5 月及び 6 月に、Apple 社は、ドイツの Düsseldorf 地方裁判所において、
自社の三つのNon-SEPがMotorola社に特許侵害される恐れがあると訴えた327。更に、Apple
社は、ドイツの Munich 地方裁判所において、他の三つの Non-SEP が特許侵害されるおそ








正当化事由がないため、Motorola 社のその行為は EU 機能条約 102 条に違反したと判断し
た332。欧州委が設定した例外的な状況とは、差止請求権の行使に関わる特許が標準必須特
許であること、特許権者が FRAND コミットメントを行ったことがあることとされた333。 




Motorola 社の Cudak GPRS 標準必須特許のライセンス市場とされた334。 
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欧州委によれば、電気通信における第二世代の標準規格である GPRS 標準規格（2G 技
術）が UMTS 標準規格（3G 技術）または LTE 標準規格（4G 技術）に代替されない、GPRS
標準規格が電気通信における他の第二世代の標準規格に代替されない、さらに、GPRS 標
準規格に組み込まれる Cudak 特許が他の技術に代替されないため、欧州経済領域の電気
通信設備の製造業者は、Motorola 社の Cudak 特許を回避し、GPRS 標準規格を実施するこ
とが不可能であるとされた337。 
一方、供給側の代替性について、Motorola 社の Cudak 特許が GPRS 標準規格に組み込
まれたため、GPRS 標準規格を完全に実施するために、これに含まれた Cudak 特許の有し
ている技術特徴が実施されなければならない338。しかしながら、Cudak 特許におけるそれ
らの技術特徴は特許法に保護されている339。そのため、他社が GPRS 標準規格の完全実施
に、Motorola 社の Cudak 特許を代替しうる技術または特許を提供する可能性がないとさ
れた340。 
よって、GPRS 標準規格に組み込まれる Cudak 特許が商品市場として画定された。 
次に、地理的市場について、欧州委は、三つの理由により、標準必須特許である Motorola
社の Cudak特許のライセンスが欧州経済領域において行われていると判断した。第一に、
Motorola 社の Cudak 特許は、六つの EU 加盟国（ドイツ、フィンランド、フランス、イタ
リア、スウェーデンおよびイギリス）の特許法に保護され、GPRS 標準規格の必須特許だ
と Motorola 社に主張されたからである341。GPRS 標準規格が欧州経済領域の移動設備製造




最後に、欧州委の Google 社と Motorola 社との合併事件では、欧州経済領域に採用され
ている UMTS 標準規格の必須特許における地理的市場が欧州経済領域として画定された
ため、本件で欧州委はこの事件の決定を参照したからである345。なお、欧州委によれば、





                                                             
335 See case cited supra note 217, at para 190. 
336 See case cited supra note 217, at para 192. 
337 See case cited supra note 217, at para 193-208. 
338 See case cited supra note 217, at para 210. 
339 Id. 
340 Id. 
341 See case cited supra note 217, at para 216. 
342 Id. 
343 See case cited supra note 217, at para 217. 
344 Id. 
345 See case cited supra note 217, at para 219. 






















おり、Apple 社が Motorola 社の Cudak 特許におけるライセンス交渉において強い交渉力を
有するため、Motorola 社が市場支配的地位を有しないと主張した356。欧州委は、Motorola
社の当該主張を認めなかった。具体的には、①潜在的なライセンシーは、たとえ標準必須
特許または FRAND 宣言を行わなかった特許を有するとしても、GPRS 標準規格を実施す
る場合に、Motorola 社の Cudak 特許を行使することを回避することができないため、
Motorola 社が市場支配的地位を有することを影響していない357。さらに、Motorola 社に提
出された Apple 社の交渉力（bargaining power）というものは、判例法に示された買手パワ
ー（buyer power）ではないとされた358。欧州委によれば、買手パワーは、商品の買い手が
供給者間の競争を引き出す力であり、本件では、Cudak 特許の代替技術がなく、供給側に
おいて競争が起こられないため、Motorola 社に主張された買手の Apple 社の交渉力とは異
なるとされた359。②たとえ潜在的なライセンシーは、自らの標準必須特許または他の特許
によりライセンス交渉においてより有利なライセンス条件の契約をもらえても、数少ない
消費者を Motorola 社の市場力の影響から阻止することができ、Motorola 社がより数多く
の消費者を支配することができるとされた360。③Motorola 社の買手パワーに関する解釈に
基づき、潜在的なライセンシーは、Motorola 社の製造販売にとって必要な技術を有するた
                                                             
347 See case cited supra note 217, at para 223-224. 
348 See case cited supra note 217, at para 225. 
349 See case cited supra note 217, at para 226. 
350 Id.  
351 Id. 
352 Id. 
353 See case cited supra note 217, at para 237-268. 
354 See case cited supra note 217, at para 227-230. 
355 See case cited supra note 217, at para 231-236. 
356 See case cited supra note 217, at para 237-238. 
357 See case cited supra note 217, at para 242. 
358 See case cited supra note 217, at para 243. 
359 Id. 







立証されないという結論に達する362。しかしながら、EU 機能条約 102 条の市場支配的地
位は、供給者と買手と共に適用される要件であると欧州委が述べた363。 









上記で述べたように、EU 機能条約 102 条は消費者に直接に被害をもたらしまたは競争
を侵害することによって消費者利益を害する行為を禁止する。更に、競争法以外の他の法
律に認められる行為であっても、反競争的な効果があれば、EU 機能条約 102 条の濫用行
為として規制されうる。 
















効果の大小の問題であり、EU 機能条約 102 条の反競争的効果の有無の判断とは関係ない
                                                             
361 See case cited supra note 217, at para 245. 
362 See case cited supra note 217, at para 246. 
363 Id. 
364 See case cited supra note 217, at para 248. 
365 See case cited supra note 217, at para 251. 
366 See case cited supra note 217, at para 254. 
367 See case cited supra note 217, at para 279-280. 
368 See case cited supra note 217, at para 312-321. 




競争を制限する効果を有する場合に、EU 機能条約 102 条によって制限されるべきだとさ
れた371。 
次に、差止命令に直面する Apple 社 I は、対応措置として二つの選択肢しかないことで
ある372。一つは、Apple 社 I が商品を市場から回収することである373。もう一つは、Apple
社 I が Motorola 社から提出された不利なライセンス条件を受け入れることである374。本
件では、Apple 社 I は後者を選択した。もし Apple 社 I が不利なライセンス条件を受けい
れなかったならば、Motorola 社は差止命令を維持しうる375。 
最後に、Motorola 社は、Apple 社 I に限らず、Apple 社 I に対する差止命令と同一の理由
に基づいて、Apple 社の他の子会社や Apple Inc.に対し、新たな差止命令の請求・執行を
行ったことである376。他方、その一時的な禁止の影響で、両社の和解協議の適用対象範囲



















ETSI の IPR ポリシーが特許権者の差止請求権行使を禁止していないこと、2004 年の
TTBER に違反していないこと、消費者にも有利であることとされている379。しかし、欧
州委は、Motorola 社のそれらの正当化事由を認めなかった380。 
まず、Motorola 社の商業利益を保護するという Motorola 社の主張について、欧州委に
よれば、標準必須特許権者は、差止請求権を行使することが一般的に制限されていないが、
                                                             
370 See case cited supra note 217, at para 319. 
371 Id. 
372 See case cited supra note 217, at para 320. 
373 Id.  
374 Id.  
375 Id. 
376 See case cited supra note 217, at para 321. 
377 Id.  
378 Samsung 決定では、このような反競争的効果も認められた。See case cited supra note 217, at para 62. 















について、欧州委によれば、EU 機能条約 101 条および 102 条は、加盟国の司法機関また
は裁判所に認められた反競争的行為に適用されないが、加盟国の司法機関又は裁判所に排
除されない反競争的行為に適用されうる384。したがって、加盟国の国内法に推奨される行




最後に、TSI の IPR ポリシーが特許権者の差止請求権行使を禁止していないという
Motorola 社の主張について、欧州委によれば、差止請求権の行使が他の規則に禁止されな







る意思があることも要求される389。このような例外的な状況に限り、EU 機能条約 102 条
により特許法上の差止請求権の行使を規制することができると考えられる。しかし、差止
請求権の行使以外の知的財産権の濫用行為が、EU 機能条約 102 条を適用する場合には、
例外的な状況は設定されず、反競争的効果の有無について検討されている。つまり、EU
では、一般論としては、市場支配的地位があり、正当化事由がないとの要件が満たされる





                                                             
381 See case cited supra note 217, at para 426-464. 
382 See case cited supra note 217, at para 427. 
383 See case cited supra note 217, at para 428-464. 
384 See case cited supra note 217, at para 467. 
385 Id. 
386 See case cited supra note 217, at para 468. 
387 See case cited supra note 217, at para 474. 
388 See case cited supra note 217, at para 281-300. 
























まず、Motorola 決定によれば、標準必須特許権者が FRAND コミットメントを行ったこ
とがあることが必要である。しかし、オレンジ・ブック判決では、技術標準設定のための












                                                             
390 井関涼子「米国における特許権侵害差止請求の制限 e¯Bay 最高裁判決以後の裁判例の動向」『知的財
産権侵害に基づく差止請求権を巡る諸問題』別冊パテント 35 号 135 頁,136 頁（2013）。 
391 See case cited supra note 229. 
392 See case cited supra note 229, at 2-a). 
393 See case cited supra note 229, at 2-b). 
394 Id.  
395 “It likewise results from what has been said above that an abuse of a dominant position on the market is not 
present if the proposed licensee only makes a conditional license offer, i.e. if he offers to conclude an agreement 
only on the condition that the infringement court affirms the infringement of the patent in suit by the attacked 
embodiment that he denies. The patent proprietor does not have to accept such an offer under other circumstances, 
either; it can therefore not be used as a defence against his claim for injunctive relief.” See case cited supra note 

















４．３．４ 欧州司法裁判所へ付託された事件―Huawei対 ZTE 事件 
（１） 事実概要 



















                                                             
396 See case cited supra note 230, at para 21. 
397 Id. 
398 See case cited supra note 230, at para 22. 
399 See case cited supra note 230, at para 24. 
400 See case cited supra note 230, at para 25. 
401 See case cited supra note 230, at para 26. 
402 See case cited supra note 230, at para 27. 










































                                                             
404 See case cited supra note 230, at para 29. 
405 See case cited supra note 230, at para 30. 
406 See case cited supra note 230, at para 31-31. 
407 See case cited supra note 230, at para 33. 
408 See case cited supra note 230, at para 34. 
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411 See case cited supra note 230, at para 39 (1). 
412 Id. 
413 See case cited supra note 230, at para 39 (2). 
414 Id. 
415 See case cited supra note 230, at para 39 (3). 
416 Id. 
417 See case cited supra note 230, at para 39 (4). 
418 Id. 
419 Id. 







本件では、Huawei 社と ZTE 社は、共に電気通信産業の製造業者であり、LTE 標準規格
の必須特許を有している422。さらに、本件の LTE 標準規格は、4700 件の標準必須特許を
含んでおり、これらの標準必須特許について FRAND 宣言が行われた423。 
FRAND宣言を行った標準必須特許権者の特許侵害者に対して差止請求権を行使するこ
とが EU 機能条約 102 条違反であるかどうかを判断する場合に、欧州司法裁判所は、EU







らないとされた425。一方、例外的な状況において、例えば IMS Health 事件のように、知
的財産権者の独占権の行使が EU 機能条約 102 条違反としてされた事例がある426。 
したがって、EU 機能条約 102 条の市場支配的地位の濫用に当たらない知的財産権者の













                                                             
421 See case cited supra note 230, at para 74-76. 
422 See case cited supra note 230, at para 40. 
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424 See case cited supra note 230, at para 41. 
425 See case cited supra note 230, at para 46. 
426 See case cited supra note 230, at para 47. 
427 See case cited supra note 230, at para 48. 
428 See case cited supra note 230, at para 50. 
429 See case cited supra note 230, at para 52. 
430 See case cited supra note 230, at para 53. 





































                                                             
432 See case cited supra note 230, at para 55. 
433 See case cited supra note 230, at para 59. 
434 Id. 
435 See case cited supra note 230, at para 61. 
436 See case cited supra note 230, at para 63. 
437 See case cited supra note 230, at para 64. 
438 See case cited supra note 230, at para 65. 
439 See case cited supra note 230, at para 66. 
440 See case cited supra note 230, at para 67. 
441 See case cited supra note 230, at para 68. 
442 See case cited supra note 230, at para 69. 





たは既存市場から排除する効果を有していないため、EU 機能条約 102 条違反ではないと
判断した445。 
 


















EU 機能条約 102 条違反になる「例外的な状況」を示したため、それらの例外的な状況は、
標準必須特許権者の差止請求権行使の正当化事由として認められうると思われる。したが
って、欧州司法裁判所に認められうる正当化事由は、少なくとも標準必須特許があること、
FRAND 宣言が行われたこと、潜在的なライセンシーが FRAND 条件でライセンス契約を
締結する意思を有することと思われる。 
第５節 小括 
５．１ 標準必須特許の権利行使に基づくホールドアップに対する EU 独禁法の適用 
EUでは、米国の議論および判例の影響を受けてホールドアップ問題を規制してきたが、
この規制について、米国より厳しい姿勢を打ち出してきていると思われる。 
その理由は、欧州委は、IPR ポリシーにおいて事前開示および FRAND 宣言を明確に要
求することを標準化団体の独禁法上の義務として設定している。さらに、EU 機能条約 102
条による開示義務違反行為または FRAND 宣言違反行為について、欧州司法裁判所で審理
された事件はないが、欧州委に EU 機能条約 102 条違反と判断された Rambus 事件がある
ほか、欧州委の決定まで進まなかったが、EU 機能条約 102 条違反の疑いで調査、審査さ
れた事件がある（Qualcomm 事件、IPCom 事件、Honeywell と DuPont 事件）。また、標準
必須特許権者の特許法上の差止請求権行使の制限について、欧州司法裁判所は、例外的な
                                                             
444 See case cited supra note 230, at para 73. 
445 See case cited supra note 230, at para 74-75. 





５．１．１ EU 独禁法による開示義務違反行為の規制 
欧州委の 2011 年水平的協調ガイドラインは、第 286 パラグラフ、第 290 パラグラフ、












開示義務違反行為が EU 機能条約 102 条違反として扱われた事件について、欧州司法裁
判所で取り上げられた事件はなく、欧州委の Rambus 事件のみがあるという状態である。














                                                             
447 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 





452 See case cited supra note 20, at para (16). 
453 Id. 














ポリシーの開示義務に意図的に違反し、標準化における忠実義務（duty of good faith）を
侵害し、標準設定プロセスの参加者の正当な期待を阻害し、更に、消費者および市場促進
にメリットを提供しうる標準化を阻害しうると述べた457。 























                                                             
455 See case cited supra note 20, at para (18)-(25). 
456 See case cited supra note 20, at para (27)-(29). 
457 See case cited supra note 20, at para (29). 
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５．１．２ EU 独禁法による FRAND 宣言違反行為の規制 
欧州委の 2011 年水平的協調ガイドラインは、第 285 パラグラフ、第 287 パラグラフか






FRAND 宣言違反行為が EU 機能条約 102 条に違反する疑いのある事件について、欧州
司法裁判所に扱われた事件はないが、欧州委に審理された事件はいくつか存在する。欧州
委の扱ったこれらの FRAND 宣言違反行為に関する事件は、EU 機能条約 102 条違反と判
断された欧州委の決定まで進んでおらず、正式調査で停止され（Qualcomm 事件）、合併
事件の同意決定で若干検討され（IPCom 事件）、または異議告知書で EU 機能条約 102 条






また、欧州委の Qualcomm 事件から、どのようなライセンス条件が FRAND 条件といえ
るかどうかは複雑な問題であり、未だに一致した有効な計算方法がないことがわかった。 















                                                             
458 Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the European Union to 
horizontal co-operation agreements, supra note 21 at Article 327. 
459 See case cited supra note 116. 




































                                                             
461 See case cited supra note 230, at para 50. 
462 See case cited supra note 230, at para 52. 
463 See case cited supra note 230, at para 61. 
464 See case cited supra note 230, at para 53-54. 
465 See case cited supra note 230, at para 53. 











この問題に対し、欧州司法裁判所は、EU 機能条約 102 条に保護される自由競争と EU
















５．２．２ EU 独禁法による標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使の制限 
標準必須特許権者の差止請求権行使の制限について、欧州司法裁判所は、差止請求権の
行使それ自体では濫用行為と言えず、その反競争的効果の有無が問われると述べた。次に、
EU 機能条約 102 条による標準必須特許権者の差止請求権行使の制限方法を整理する。 







                                                             
467 See case cited supra note 215, at para 281-300. 
468 See case cited supra note 391, at 2-b). 
469 See case cited supra note 230, at para 59-69. 
470 See case cited supra note 230, at para 64. 
471 See case cited supra note 230, at para 65-66. 
472 See case cited supra note 230, at para 67. 
473 See case cited supra note 230, at para 68. 












EU 機能条約 102 条違反になる「例外的な状況」を示したため、それらの例外的な状況は、
標準必須特許権者の差止請求権行使の正当化事由として認められうると思われる。したが
って、欧州司法裁判所に認められうる正当化事由は、少なくとも標準必須特許があること、










































                                                             
1
 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年四月十四日法律第五十四号）（改正平
成 26 年 6 月 13 日法律 67 号（施行：平 27 年 4 月 1 日）最終改正：平成 26 年 6 月 13 日法律第 69 号，未
施行）第 21 条。 
2 土田和博=栗田誠=東條吉純=武田邦宣『条文から学ぶ独占禁止法』236 頁-237 頁（栗田誠）（有斐閣，
2014）。 
3 土田=栗田=東條=武田・前掲注 2）238 頁（栗田誠）。 
4 泉水文雄=土佐和生=宮井雅明=林秀弥『経済法』361 頁（宮井雅明）（有斐閣，2010）。 
5 稗貫俊文『市場・知的財産・競争法』190 頁-191 頁（有斐閣，2007）。 
178 
 





























競争者の供給余力・需要者からの競争圧力などが考慮される」16（詳しくは本稿第 2 章 3





                                                             
6 稗貫俊文・前掲注 5）191 頁。 
7 同上。 
8
 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律・前掲注 1）第 2 条 5 項。 
9
 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律・前掲注 1）第 3 条。 
10 根岸哲＝舟田正之『独占禁止法概説（第 4 版）』78 頁（有斐閣，2010）。 
11 同上。 
12 土田和博＝岡田外司博編集『演習ノート経済法（第１版）』16 頁（江口公典）（法学書院，2008）。 
13 土田和博＝岡田外司博編集『演習ノート経済法（第 2 版）』18 頁（江口公典）（法学書院，2014）。 
14 公取委の「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」（平 16.5.31、平 19.3.28 改定）。
（http://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/guideline/guideline/shishin01.html, 2015 年 10 月 1 日最終閲覧）。 
15 「企業結合審査に関する独占禁止法の運用指針」・前掲注 14）第 2。 








しているが、それらの文言が同義であると解された。つまり、独禁法 2 条 9 項の 1 号、3










行う事業者の市場における地位や競争を制限する程度等によって、私的独占（2 条 5 項）


















                                                             
17 土田＝岡田・前掲注 12）45 頁（土佐和生）。 
18 土田＝岡田・前掲注 12）72 頁（藤田稔）。 
19 泉水＝土佐＝宮井＝林・前掲注 4）188 頁（宮井雅明）。 
20 土田＝岡田・前掲注 13）70 頁（藤田稔）。 
21 土田＝岡田・前掲注 13）69 頁（藤田稔）。 
22 土田＝岡田・前掲注 12）24-25 頁（土田和博）。 
23 公正取引委員会「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」第 2 の 3（平


































では、米国の Rambus 事件、Qualcomm 事件のような事件は排除型私的独占として規制さ
れうる一方、米国の N-Data 事件のような事件は支配型私的独占として規制されうるとさ
                                                             
25 同上。 
26 公取委審判審決平成 20 年 9 月 16 日審決集 55 巻 380 頁。 
27 公取委排除措置命令平成 21 年 9 月 28 日公取委 HP 参照（平成 21 年（措）第 22 号）。 
28 泉水文雄「グローバル経済における知的財産法と競争法」公正取引 731 号 2 頁，2-3 頁（2011）。 
29 In the Matter of Dell Computer Corporation, 121 FTC 616 (1996). 
30 In re Rambus Inc., Dkt. No. 9302 (FTC2002). 
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れた37。しかしながら、米国の Rambus 事件では、Rambus の行為が排除行為に繋がる因果
関係の立証が十分でないとして、このような理論構成は斥けられた38。さらに、Rambus
社が自らの特許権を標準規格に取り込まれたことで、当該特許権の価値を引き上げたこと






























                                                             
37 伊藤隆史・前掲注 33）129 頁。 
38 同上。 
39 同上。 
40 伊藤隆史・前掲注 33）129-130 頁。 
41 「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」・前掲注 23）第 3-2-（1）。 
42 公正取引委員会「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」注 11（平成 19 年 9 月 28 日，改正：
平成 22 年 1 月 1 日）。（http://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/chitekizaisan.html, 2015 年 10 月 6 日最
終閲覧）。 
43 公正取引委員会「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」の一部改正（案）第 3-1（1）オ（平
成 27 年 7 月 8 日）。（http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h27/jul/150708.files/150708bessi.pdf, 2015 年 10
































                                                             
44 U.S. Department of Justice & Federal Trade Commission, Antitrust Guidelines for the Licensing of Intellectual 
Property, April 6, 1995, http://www.justice.gov/atr/antitrust-guidelines-licensing-intellectual-property, (last visited 
Feb 7, 2015). 
45 European Commission, Guidelines on the application of Article 101 of the Treaty on the Functioning of the 
European Union to technology transfer agreements (Guidelines), Official Journal C89, at Section 4.4.1 para 252, 
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の問題点等に関する調査分析」77 頁（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社，2012 年）
（http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/tripschousahoukoku/23_all.pdf, 2015 年 10 月 6 日最終閲
覧）。 






















日本では、どのようなライセンス条件が FRAND 条件といえるかについて、Apple 対
Samsung 事件（iPhone）51で争点となった。しかしながら、日本の Apple 対 Samsung 事件
において、標準必須特許権者の FRAND 宣言違反が独禁法ではなく、特許法上の問題とし
て取り扱われた。 
実際には、本稿第 5 章第 1 節 1.2 で検討したように、標準必須特許権者の FRAND 宣言
違反行為は、日本の独禁法が適用される可能性があり、私的独占（3 条前段、2 条 5 項）
のほかに、不公正な取引方法に関して、単独の取引拒絶（一般指定 2 項）、差別対価（2
条 9 項 2 号、一般指定 3 項）、取引条件等の差別取扱い（一般指定 4 項）、優越的地位の濫
用（2 条 9 項 5 号）、抱き合わせ販売（一般指定 10 項）、排他条件付取引（一般指定 11 項）、









                                                             
49 加藤恒「標準規格形成における特許権の行使」(特集 標準規格必須特許の権利行使をめぐる動き)ジュ
リスト 1458 号 23 頁，24 頁（2013）。 
50 小野寺良文「FRAND Declaration : Is it a Gentleman's Agreement? (FRAND 宣言は、紳士協定か?)」自由
と正義 66 巻 4 号 107 頁，108 頁（2015）。 
51 知財高裁平成 26 年 5 月 16 日裁判所 HP 参照（平成 25 年（ネ）第 10043 号），知財高裁平成 26 年 5 月
16 日裁判所 HP 参照（平成 25 年（ラ）第 10007 号），知財高裁平成 26 年 5 月 16 日裁判所 HP 参照（平
成 25 年（ラ）第 10008 号）（後者の二つの決定では、FRAND 宣言の行われた特許に基づく差止請求権行
使が共に権利濫用として却下された。） 







委の FRAND 宣言に対する考えを管中より豹を窺うように研究し、この後、日本の Apple
対 Samsung 事件をもとに、この問題をより詳しく検討する。 
２．３．２ Qualcomm 排除措置命令 









（１）CDMA 携帯電話端末及び CDMA 携帯電話基地局に用いられる半導体集積回路等
の製造、販売等のために、日本国内端末等製造販売業者等の知的財産権について、
Qualcomm 社に対して、その実施権等を無償で許諾する57。 
（２）CDMA 携帯電話端末及び CDMA 携帯電話基地局に用いられる半導体集積回路等
の製造、販売、使用等について、当該知的財産権に基づいて、Qualcomm 社又は Qualcomm
社の顧客に対し、権利主張を行わないことを約する58。 











                                                                                                                                                                              
頁（商事法務，2010）。 
54 公正取引委員会「クアルコム・インコーポレイテッドに対する審判開始について（CDMA 携帯無線通
信に係る知的財産権のライセンス契約による拘束条件付取引）」（平成 22 年 1 月 7 日）
（http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h22/jan/100107.html, 2015 年 10 月 6 日最終閲覧）。 
55 公取委排除措置命令平成 21 年 9 月 28 日前掲注 22）。公正取引委員会「クアルコム・インコーポレイ
テッドに対する排除措置命令について」(平成 21 年 9 月 30 日)
（http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h21/sep/09093001.html, 2015 年 10 月 6 日最終閲覧）。 








て、不公正な取引方法の第 13 項（現一般指定 12 項、拘束条項付き取引）に該当し、独禁




















言違反行為を規制する事件はまだ多くないが、最近の知財高裁の Apple 対 Samsung 判決
では、FRAND 宣言の法的拘束力、FRAND 宣言違反行為と認められる標準必須特許権者




















 特許法（昭和三十四年法律第百二十一号）（改正平成 26 年 5 月 14 日法律 36 号（施行：平 27 年 4 月 1
日）最終改正：平成 27 年 7 月 10 日法律第 55 号，未施行）第 100 条。 
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73 高林＝三村＝竹中・前掲注 68）133 頁-134 頁（平嶋竜太）。「特許制度に関する法制的な課題について」・













判決、更に、最近の日本の Apple 対 Samsung（iPhone）事件77に大きく影響されているこ
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存在している（知財高判平成 18 年 1 月 31 日民集 61 巻 8 号 3103 頁参照）。また、東京地判平成 19 年 10




て」・前掲注 69）55 頁注 3，4。 
76 鈴木將文「アップル対サムスン事件 FRAND 宣言がなされた標準規格必須特許に基づく権利行使」Law 
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あるので、そのことに対応するためである。…④特許法 100 条…2 項、前項の請求があっ
たときは、裁判所は特許権侵害が認められる場合であっても、相手方の申立により、一切
                                                                                                                                                                              
冊 10 号）12 頁，19 頁（2013）。 
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91 平嶋竜太「特許権に基づく差止請求権における『内在的限界』」パテント 66 巻 5 号（別冊 10 号）1 頁，
3-9 頁（2013）。 
92 平嶋・前掲注 91）3 頁-6 頁。 
93 同上。 
94 同上。 






























特許権の行使は、『信義に従い誠実に行わなければならない』（民 1 条 2 項）、『権利の濫用









に基づく差止請求権行使の事例は存在していない103。更に、最近、Apple 対 Samsung 社
                                                             
99 高林＝三村＝竹中・前掲注 68）118 頁-121 頁（吉原省三）。 
100 高林＝三村＝竹中・前掲注 68）126 頁（吉原省三）。 
101 松本重敏「特許権の本質と付加価値論――差止請求権と損害賠償請求権相互の位置づけ」高林龍編集
『知的財産法制の再構築（早稲田大学 21 世紀 COE 叢書―企業社会の変容と法創造（第 7 巻））』25 頁，
36 頁（日本評論社，2008）。 
102 竹田稔「差止請求権の制限」ジュリスト 1458 号 41 頁，42 頁-43 頁（2013）。 



































                                                             
104 高林龍『標準特許法（第 5 版）』288 頁（有斐閣，2014）。 
105 那覇地判平成 20 年 9 月 24 日判例時報 2042 号 95 頁。 
106 高林・前掲注 104）287 頁。 
107 那覇地判平成 20 年 9 月 24 日・前掲注 105）95 頁以下。 
108 那覇地判平成 20 年 9 月 24 日・前掲注 105）97 頁。 





9 月 24 日・前掲注 105）120 頁。 


































日本では、2013 年の Apple 対 Samsung（iPhone）事件以前に、独禁法の視点から特許に
基づく差止請求権行使の制限を検討する資料が非常に少ない。その一つの理由は、おそら
く、日本では、特許権に基づく差止請求権が排他性を有する物権的権利に位置づけられる
                                                             
112 同上。 
113 同上。 
114 東京地判平成 8 年 2 月 23 日判時 1561 号 123 頁。 
115 東京地判平成 11 年 11 月 17 日判時 1704 号 134 頁。 
116 桑原俊「『写真で見る首里城』事件〔那覇地方裁判所平成 20.9.24 判決〕」著作権研究 38 号 229 頁，242
頁（2011）。 
117 桑原・前掲注 116）244 頁。 
118 岡邦俊「続・著作権の事件簿(150)写真著作権に基づく差止請求と権利濫用――『写真で見る首里城』































増する特許権とイノベーション―競争政策の役割」（2015 年 3 月 6 日）PPT41 頁-42 頁。 
120 高林・前掲注 104）287 頁。 
121 日本特許法第 101 条（侵害とみなす行為） 
















としての譲渡等又は輸出のために所持する行為」とされている。改正平成 24 年５月８日法律第 30 号－
－(施行＝平 24 年 10 月１日) 
122 高林・前掲注 104）287 頁。 
123
 平嶋・前掲注 91）。 
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３．３．１ Apple 対 Samsung（iPhone）事件 
（１） 事実概要 
Apple 社と Samsung 社との特許侵害訴訟が国際的に多く提起されているため、本稿の
Apple 対 Samsung（iPhone）事件とは、日本の知的財産高等裁判所（以下「知財高裁」と
いう）の扱った Apple 社と Samsung 社の FRAND 条件をめぐる大合議事件を指すことにす
る。 
日本の Apple 対 Samsung（iPhone）事件では、原告・被控訴人である Apple Japan 合同
会社は、パーソナル・コンピュータ、コンピュータ関連機器のハードウェア及びソフトウ
ェア、コンピュータに関連する付属機器の販売等を目的とする合同会社である125。Apple 
Japan 合同会社は、2011 年 10 月 30 日に、米国法人の Apple Inc.（以下「Apple 社」という。）
の子会社であるアップルジャパン株式会社を吸収合併し、本件訴訟における同社の地位を
承継した（以下においては、上記吸収合併前のアップルジャパン株式会社について「ア社」
という。）126。被告・控訴人である Samsung Electronics Co., Ltd.（以下「Samsung 社」とい
う。）は、電子電気機械器具、通信機械器具及び関連機器とその部品の製作、販売等を目
的とする韓国法人である127。 
2011 年 4 月 21 日、Samsung 社は、ア社による「iPhone 3GS」、「iPhone 4」、「iPad Wi-Fi+3G
モデル」、「iPad 2 Wi-Fi+3G モデル」という製品の生産、譲渡、輸入等の行為が Samsung
社の特許第 4642898 号の特許権（以下「本件特許権」という。）の直接侵害又は間接侵害
を構成する旨主張して、特許法 102 条に基づく差止請求権を被保全権利として、Apple 
Japan 合同会社に対し、本件各製品の生産、譲渡、輸入等の差止め等を求める仮処分命令
の申立て（東京地方裁判所平成 23 年（ヨ）第 22027 号事件。以下「本件仮処分の申立て」
という。）をした128。ア社は、2011 年 9 月 16 日、本件訴訟を提起した129。Samsung 社は、
同年 12 月 6 日、「iPhone 4S」についても、同様の仮処分の申立て（東京地方裁判所平成
23 年（ヨ）第 22098 号事件。以下「別件仮処分の申立て」という。）をした130。Samsung
社は、2012 年 9 月 24 日、本件仮処分の申立てのうち、「iPhone 3GS」、「iPad Wi-Fi+3G モ
デル」を対象とする部分を取り下げた131。東京地方裁判所（以下「東京地裁」という。）
は、2013 年 2 月 28 日、原判決を言い渡し、同日、本件仮処分の申立て及び別件仮処分の
申立てについても、Samsung 社による本件特許権の行使は権利濫用に当たるとして申立て
                                                             
125 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）3 頁-4 頁。 
126 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）4 頁。 
127 同上。 
128 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）11 頁‐12 頁。 






知財高裁は、Apple Japan 合同会社の請求は、Samsung 社が Apple Japan 合同会社に対し
て「iPhone 3GS」および「iPad Wi-Fi+3G モデル」の生産、譲渡、貸渡し、輸入又はその
譲渡若しくは貸渡しの申出（譲渡若しくは貸渡しのための展示を含む。）につき、本件特
許の侵害に基づく損害賠償請求権を有しないこと、並びに、「iPhone 4」および「iPad 2 
Wi-Fi+3G モデル」の生産、譲渡、貸渡し、輸入又はその譲渡若しくは貸渡しの申出（譲
渡若しくは貸渡しのための展示を含む。）につき、本件特許の侵害に基づき Samsung 社が
Apple Japan 合同会社に対して有する損害賠償請求権が、金 995 万 5854 円及びこれに対す





発明 1 の技術的範囲の属否（争点１）、（２）本件発明 2 に係る本件特許権の間接侵害の成
否（争点２）、（３）特許法１０４条の３第１項の規定による本件各発明に係る本件特許権
の権利行使の制限の成否（争点３）、（４）Apple 社の四種類の製品に係る本件特許権の消




権に関連する争点 5 と争点 6、さらに、FRAND 条件によるライセンス料相当額の計算に
関連する争点 7 に基づき、検討する。 





Samsung 社の FRAND 宣言の法的性質を検討した。具体的には、知財高裁は、五つの理由
で Samsung 社の FRAND 宣言がフランス法上のライセンス契約の申込みでないと判断し
た137。その五つの理由は以下の通りである。 
まず、FRAND 宣言の文言からみれば、Samsung 社の FRAND 宣言は、「取消不能なライ
センスを許諾する用意がある（prepared to grant irrevocable licenses）」としたのみで、「ここ
にライセンスを供与する（hereby do license）」あるいは「ライセンスを確約する（commit to 
license）」等他の採り得る文言と比較しても、暫定的で、宣言者の側で更なる行為がされ
ることを前提とする文言となるため、文言上の確定的なライセンスの許諾と解されないと
                                                             
132 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）146 頁‐147 頁。 
133 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）12 頁。 
134 同上。 
135 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）118 頁。 
136 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）118 頁‐119 頁。 













Samsung 社の FRAND 宣言には、標準規格に関し相互にライセンス供与することを求める
との条件に従い行われるとの文言が含まれていた（ETSI の IPR ポリシー第２、２(4)イ(ｲ)) 




第四に、FRAND 宣言を補足する「IPR についての ETSI の指針」の文言について、IPR
ポリシーには、「可能性のあるライセンサー」「可能性のある潜在的ライセンシー」との文





「ETSI の IPR ポリシーについての FAQ」でも、「ETSI 規格にとって必須であると宣言さ
れた特許を使用するためには、許可を得る必要があります。その目的のため、規格の各使
用者は、ライセンス許諾を、特許権者に直接求めなければなりません。」とされている144。
このように、ETSI においても、その IPR ポリシーに基づいてされた FRAND 宣言が直ち
にライセンス契約の成立を導くものではないと解されるべきであるとされた145。 
第五に、歴史的な視点からみると、現在の ETSI の IPR ポリシーを制定するに当たって
は、当初、利用者に「自動ライセンス」を与えることを可能とするような規定とする試み
が存在したところ、これに強い反対があり断念された結果、現在の IPR ポリシーが採用




ものではないこと、第二に、Samsung 社の FRAND 宣言が Samsung 社と ETSI の間の「第
                                                             
138 同上。 
139 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）119 頁‐120 頁。 
140 同上。 









三者のためにする契約」と解されうること、第三に、Samsung 社の FRAND 宣言が拘束力
ある契約を締結する旨の誓約に該当するから、本件特許権の侵害を理由とする損害賠償請
求権を行使することは許されないことである148。 


































                                                             
148 同上。 
149 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）121 頁。 
150 同上。 
151 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）121 頁‐122 頁。 
152 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）122 頁。 
153 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）122 頁‐123 頁。 




















東京地裁は、権利の濫用（民法 1 条 3 項）として、本件仮処分の申立てにおいて、Samsung






















                                                             
155 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）128 頁‐129 頁。 
156 同上。 
157 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）（平成 25 年（ラ）第 10008 号）・前掲注 51）。 







































ではなく、Samsung 社の FRAND 条件によるライセンス料相当額を超える損害賠償請求権
                                                             
159 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 51）24 頁‐25 頁。 
160 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 51）24 頁。 
161 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 51）25 頁。 
162 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 51）26 頁。 
163 同上。 
164 同上。 




















正な取引方法（一般指定 10 項又は 12 項）に該当する」とされた169。 



















                                                             
166 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）56 頁‐57 頁。 
167 同上。 
168 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）57 頁。 
169 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）58 頁。 
170 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）64 頁。 
171 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）63 頁。 
172 知財高裁詳報「いわゆる FRAND 宣言がされた場合の標準規格必須特許に基づく差止請求および損害
賠償請求に対する制限:アップル対サムスン(iPhone)事件[知財高裁特別部平成 26.5.16 判決]」Law & 




オ FRAND 条件によるライセンス料相当額の算定 
知財高裁は、ETSI の IPR ポリシー及び IPR に関する ETSI の指針などが FRAND 条件に
よるライセンス料の具体的な計算方法を設定しておらず、その算定を当事者間の交渉に委
ねているため、ETSI の IPR ポリシーの趣旨及び「iPhone 4」および「iPad 2 Wi-Fi+3G モ
デル」の性質等を総合し、FRAND 条件によるライセンス料相当額を以下のとおりの方法
により算定することにした174。 




























                                                             
173 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 51）26 頁‐27 頁。 
174 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）140 頁。 
175 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）141 頁。 
176 同上。 
177 清水将寛＝内田剛「標準規格必須特許の権利行使に関する調査研究の概要」知財研フォーラム 90 号











































                                                             
180 同上。 
181 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 51）24 頁。 




























中的なライセンス交渉も行っているから、Apple 社は Samsung 社との間でライセンス契約












                                                             
184 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 51）26 頁‐27 頁。 
185 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）128 頁‐129 頁。 
186 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）132 頁。 
187 同上。 
188 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）136 頁。 
189 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）136 頁‐137 頁。 
190 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）133 頁‐135 頁。 
191 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）133 頁。 
205 
 













次に、適時開示義務について、知財高裁は、ETSI の IPR ポリシーでは、開示義務が設
定されている一方、Samsung 社が本件標準必須特許の存在を知ってから２年余りもの間、
ＥＴＳＩに対して本件特許権の存在を通知していないと認定した194。しかし、知財高裁は、






















                                                             
192 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）134 頁。 
193 同上。 
194 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）135 頁。 
195 同上。 







































                                                             
197 高田寛「標準規格必須特許の権利行使と差止請求権の制限についての一考察」富大経済論集 60 巻 2
号 321 頁,339 頁（2014）。 
198 平山賢太郎「独禁法から考える知的財産権ライセンス拒絶・差止請求」パテント 67 巻 12 号 13 頁,17
頁（2014）。 
199 鈴木・前掲注 76）65 頁。 




































                                                             
201 高田・前掲注 197）339 頁。 
202 飯村敏明「独占禁止法と知的財産権」142 頁，早稲田大学知的財産法制研究所、名古屋大学大学院法
学研究科、Stanford Law School,「第４回グローバル特許権行使戦略セミナー――グローバルな視点から
の特許を巡る喫緊の課題」（2015 年 6 月 27 日）。 
203 飯村敏明「独占禁止法と知的財産権」早稲田大学知的財産法制研究所、名古屋大学大学院法学研究科、
Stanford Law School,「第４回グローバル特許権行使戦略セミナー――グローバルな視点からの特許を巡
る喫緊の課題」（2015 年 6 月 27 日）「知財高裁は、事件において、独禁法上の抗弁を認めたことがある
か。」という質疑の答えであった。 
204 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 2－4（1）（2）。 
205 飯村・前掲注 202）141 頁。 









































                                                             
207 同上。 
208 根岸＝舟田・前掲注 7）418 頁。金井貴嗣＝川濱昇＝泉水文雄編集『独占禁止法（第 5 版）』394 頁（和
久井理子）（弘文堂，2015）。 
209 滝川敏明「特許侵害訴訟と競争法－スマホ（アップル／サムスン）特許戦争を巡って‐」公正取引








































                                                             
210 白石忠志＝中野雄介編『判例 米国・EU 競争法』196 頁（沼田知之）（商事法務，2011）。 
211 「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」・前掲注 23）第 2－3。 
212 同上。 








































                                                             
214 同上。 
215 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 4－2（1）（2）（3）。 
216 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 4－2（1）。 
217 同上。 
218 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 4－2（2）。 
219 同上。 
220 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 4－2（3）。 
221 同上。 


































2015 年 7 月 8 日、公取委は、「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」の一部改
正（案）に対する意見募集を公表した231。公取委は、標準必須特許権者が標準規格の実施
                                                             
223 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 2－2（1）。 
224 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 2－2（3）。 
225 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 2－2（1）。 
226 これに関連して、波光巖・栗田誠編『解説 独占禁止法』300 頁（栗田誠）（青林書院，2015）。 






集について」(平成 27年 7月 8日)（http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h27/jul/150708.html，













































                                                             
232 前掲注 231。 























第三に、FRAND 条件のライセンス契約を締結する意思を有する者、いわば willing 
licensee の判断基準について、（１）必須特許の有効性、必須性又は侵害の有無を争うこと
それ自体が、潜在的なライセンシーが willing licensee でないことを証明することができな
い、（２）潜在的なライセンシーは、標準必須特許権者と必ずしもライセンス合意に至る
必要がなく、裁判所又は仲裁手続においてライセンス条件を決定する意思を有すれば、














                                                             
234 「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」の一部改正（案）・前掲注 43）第 3－1（1）オ。 
235 「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」の一部改正（案）・前掲注 43）第 4－2（4）。 
236
 公正取引委員会「必須特許に関する問題に係る調査報告書」（平成 27 年 7 月 8 日）。
（http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h27/jul/150708.files/150708betten.pdf, 2015 年 10 月 6 日最終閲
覧）。 















須特許の管理を委託された者が FRAND 宣言に違反すること、または FRAND 宣言を撤回
することが「権利の行使と認められる行為」と評価されないとした238。 





争うことそれ自体は、ライセンシーが willing licensee でないことが証明できない、（２）
かならずライセンス合意に至る必要がなく、裁判所又は仲裁手続においてライセンス条件

















                                                             
238 「必須特許に関する問題に係る調査報告書」・前掲注 236）第 4－3（3）ア。 
239 「必須特許に関する問題に係る調査報告書」・前掲注 236）第 3－3－（1）ア。 
240 「必須特許に関する問題に係る調査報告書」・前掲注 236）第 3－3－（1）イ。 





























の Apple 対 Samsung（iPhone）事件では、知財高裁は、FRAND 宣言の法的性質、つまり
FRAND 宣言がライセンサーとライセンシーの間の法律関係に与える影響、FRAND 宣言
と標準必須特許権者の差止請求権行使制限の関係などの問題を明らかにした。 











方は、独禁法による FRAND 宣言違反行為の規制に関する FRAND 宣言の法的性質をめぐ
                                                             
242 「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」・前掲注 23）第 2－3。 
243 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）134 頁。 








































                                                             
245 公取委「知的財産の利用に関する独占禁止法上の指針」・前掲注 33）第 2－1。 








































換言すれば、日本の Apple 対 Samsung（iPhone）事件では、知財高裁は、FRAND 宣言を
行った標準必須特許権者の差止請求権行使が標準規格の採用者の信頼利益を侵害し、特許
法の目的である「産業の発達」を阻害するおそれがあると判断したとき、問題となる特許
                                                             
247 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 51）24 頁。 








































Apple 対 Samsung（iPhone）事件において、知財高裁は、FRAND 宣言を行った標準必須特
許権者の差止請求権における無制限の行使が、FRAND 条件で標準必須特許のライセンス
を獲得することができるという期待を抱いて標準規格に準拠した製品を製造、販売する者
                                                             
249 「必須特許に関する問題に係る調査報告書」・前掲注 236）第 3‐1‐（1）ア。 








































                                                             
251 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）134 頁。 
252 「必須特許に関する問題に係る調査報告書」・前掲注 236）第 4‐1‐（2）。 
253 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）119 頁‐121 頁。 
254 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）136 頁。 
255 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）136 頁‐137 頁。 
256 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）140 頁。 
257 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 51）140 頁‐146 頁。 











































                                                             
260 「必須特許に関する問題に係る調査報告書」・前掲注 236）第 3-2。 
261 白石＝中野・前掲注 210）196 頁（沼田知之）。 
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また、中国の国務院に設立された反壟断委員会は、反壟断法 9 条 3 項によって、反壟断
法指針を制定や公表する権限を与えられている。そのため、中国国務院反壟断委員会は、
反壟断法が実施された 2008 年から、独禁法による知的財産権濫用の規制における実施細












ば、Qihoo 対 Tencent 最高裁判決5である。この事件は、標準化に関する事件ではないが、
                                                             
1 薛熠＝李美善「中国独禁法における知的財産権濫用に関する関連規定の初歩的分析」公正取引（特集 知
的財産権と競争政策）720 号 42 頁, 43 頁（2010）。王先林（日本語訳 代高潔）「知的財産権分野における
中国独占禁止法の執行」公正取引 731 号 42 頁, 45 頁（2011）。 
2 薛熠＝李美善・前掲注 1）。王先林・前掲注 1）45-46 頁。 
3 王先林・前掲注 1）47 頁。 
4 「中国正式起草『濫用知識産権反壟断規制指南』」経済参考報 2015 年 06 月 04 日
（http://tech.sina.com.cn/it/2015-06-04/doc-icrvvrak2684841.shtml, 2015 年 7 月 1 日最終閲覧）。 
5 中華人民共和国最高裁判所民三終字第 4 号（2013）。


































                                                             
6 二つの事件があり、「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」（事件番号：第一審（2011）
深中知民初字第 857 号、第二審（2013）粤高法民三终字第 305 号）および「Huawei 対 IDC 市場支配的地
位濫用事件」（事件番号：第一審（2011）深中知民初字第 858 号、第二審（2013）粤高法民三终字第 306
号）である。「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」について、第二審
（http://www.ruylaw.com/case/20140417176.html, 2015 年 7 月 1 日最終閲覧）。「Huawei 対 IDC 市場支配的
地位濫用事件」について、第二審（http://www.ruylaw.com/case/20140417177.html, 2015 年 10 月 10 日最終
閲覧）。 
7 中華人民共和国国家発展和改革委員会行政処罰決定書（発改弁価監処罰[2015]1 号）
（http://www.ndrc.gov.cn/gzdt/201503/t20150302_666209.html, 2015 年 7 月 1 日最終閲覧）。 
8 王先林・前掲注 1）42 頁。 
9 同上。 
10 王先林「我国反壟断法適用於知識産権領域的再思考」南京大学学報(哲学・人文科学・社会科学版)1
号 34 頁，35 頁（2013）。この意見を主張する代表的な学者として、赵启杉「対我が国『反壟断法』知識
産権除外条款的質疑」東方法学 1 号 113 頁（2011）。 
11 王先林・前掲注 10）35 頁。 











































                                                             
13 王先林・前掲注 10）35 頁。 
14 王先林・前掲注 10）38 頁。 
15 王先林・前掲注 10）38 頁。董篤篤「中国実施知識産権反壟断規制之法律障害破解——中国『反壟断
法』第 55 条之体系解释」知識産権 7 号 100 頁，100-102 頁（2011）は同じ意見を示した。 












最後に、反壟断法 55 条と日本独禁法 21 条の関係について、反壟断法 55 条は、日本独
禁法 21 条と同様に独禁法の適用除外を制定しており、「事業者が知的財産権に係る法律、
行政法規の規定に基づく知的財産権を行使する行為は、本法を準用しない。」とされてい



























                                                             
17 王先林・前掲注 1）43 頁。 
18 王先林・前掲注 1）44 頁。孙玉芸＝陳奇偉「从知識産権濫用的国際立法看我国反壟断法第 55 条的適
用」企业经济 11 号（総 387 号）167 頁, 168-169 頁（2012）は同じ意見を示した。 






















１．１．４ 典型的な事例――Qihoo対 Tencent 事件 
（１） 事実概要 
原告 Qihoo 社は、セキュリティソフトを作成、販売する中国代表的な IT 企業である21。
被告である Tencent 社は、インタフェース総合サービス、特に即時通信サービスを提供す
る中国インターネットの大手企業である22。 
2011 年 11 月 15 日、Qihoo 社は、Tecent 社が即時通信および関連するサービス市場にお
ける支配的地位を濫用し、正当な理由なく、Tencent 社の取引相手に対して Qihoo 社とは
取引をせずに Tecent 社のみに限定して取引を行うことを強要し、さらに Tencent 社が自社
のセキュリティソフトを自社の即時通信サービスに抱き合わせて販売したため、反壟断法




2014 年 10 月 8 日、最高裁判所は Tecent 社が市場支配的地位を有していないと判断し、
Qihoo 社の上訴を却下した25。 
                                                             
20 王先林・前掲注 1）44 頁-45 頁。 



















































査に関する独占禁止法の運用指針」第 2（平成 16 年 5 月 31 日，改定平成 23 年 6 月 14 日）。 




次に、最高裁は、SSNIP か SSNDQ かのどちらかを選んで関連市場を画定することは、事
件ごとに獲得されうる証拠およびデータによって決められることであると述べた36。例え
ば、ある分野の商品は、そのものはほぼ同じであるが、その間の価格競争が激しい場合に














































































関する商品またはサービスは、Qihoo 社のセキュリティソフトおよび Tencent 社の即時通
信サービスである57。これらの二つの商品またはサービスは、その特徴、機能、用途など
                                                             
48 同上。 
49 同上。 
50 「微博」（weibo）は、短文の投稿を共有するインターネット・サービスであり、中国版の Twitter とも
いわれているものである。 








































































第一に、市場占拠率について、Tencent 社は、2009 年から 2011 年の間、パソコン用通
信サービス市場において 80％以上の市場シェア（第一位）を有しており、本市場で第二
位の事業者の同期平均市場シェア（4.2%）より非常に高かった。また、移動設備用通信



















であり Tencent 社製の商品の代替商品が多いため、ユーザーの Tencent 社の商品に対する
















第七に、Tencent 社がユーザーに自らの商品と Qihoo 社のセキュリティソフトを二者択
一させる行為は、Tencent 社が市場支配的地位を有することを証明するかどうかについて、
最高裁は、違法行為者の意図は市場支配的地位の有無の判断と関係しないと述べ、さらに、
Tencent 社の当該行為が一日間のみ行われていた一方、当月において Tencent 社の競争者で























































ト市場において、Qihoo 社の市場シェアは、74.6%から 71.3%に下がり、Tencent 社の市場












































広東省高級裁判所によれば、Qihoo 社は、不正行為により Tencent 社を損害したが、











う最高裁の判示は、多くの他国の学者から批判されている。例えば、反壟断法 19 条 1 項
によれば、「一つの事業者の関連市場における占拠率が、二分の一に達する場合」、事業者
が市場支配的地位を有すると推定できる。Tencent 社は、本件関連商品市場において 80%
の市場シェアを有するため、反壟断法 19 条 1 項に基づき、市場支配的地位を有すると推
































よる標準必須特許行使の規制に関する米国の Dell 事件、Rambus 事件、Qualcomm 事件お
よび N-Data 事件、EU の Rambus 事件および Qualcomm 事件の影響をきっかけに、中国で















また、IPR ポリシーに違反する行為、特に開示義務違反行為および FRAND 宣言違反行
為に対し独禁法を適用しうるかが問題である。事実、反壟断法 55 条は、知的財産権の濫
                                                             
112 「北大法学教授解読 3Q 大戦終審判決：是未来互聯網秩序一標桿」新華網 2014 年 10 月 16 日
（http://www.techweb.com.cn/internet/2014-10-16/2085881.shtml, 2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
113 「3Q大戦没有輸家」法治周末 2014年 10月21日（http://www.legalweekly.cn/index.php/Index/article/id/6186, 
2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
114 「“3Q 大戦”判決書文本長達 7.4 万字 詳細阐述法理標準」新華網 2014 年 10 月 17 日
（http://news.xinhuanet.com/tech/2014-10/17/c_127109371.htm, 2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
115 孙南申＝徐曾沧「米国対技術標準中専利信息不披露行為的反壟断措置」華東政法大学学報 1 号（総
62 号）55 頁，55-63 頁（2009）、羅蓉蓉「技術標準制定中壟断行為的規制及対策研究」法学雑誌 10 号 101
頁，101-108 頁（2013）、王記恒「技術標準中専利信息不披露行為的反壟断法規制」科技与法律 86 巻 4
号 62 頁，62-67 頁（2010）、史少華「標準必要専利訴訟引発的思考 FRAND 原則与禁令」电子知識産権 1
号 76 頁，76-79 頁（2014）、刘暁春「標準化組織専利披露政策相関規則在米国的新発展——解読クアルコ
ム訴博通案」电子知識産権 2 号 30 頁，33-34 頁（2009）などが参照される。 






































IEEE の IPR ポリシーは、技術要素および商業要素の両方によって判断する必要があると
定めている125。これに対し、ETSI の IPR ポリシーは、技術要素のみによって判断するこ
                                                             
119 王記恒・前掲注 115）65 頁。 
120 同上。 
121 王暁曄「市场支配地位的認定——対華為訴 IDC 社一案的看法」人民司法 4 号 17 頁，19 頁（2014）。 
122 馬海生「技術標準中的『必要専利』問題研究」知識産権 19 卷（総 110 号）35 頁，35 頁-37 頁（2009）。 
123 馬海生・前掲注 122）35 頁。 
124 馬海生・前掲注 122）36 頁。 






































                                                                                                                                                                              
http://standards.ieee.org/develop/policies/bylaws/sect6-7.html (last visited Feb 7, 2015). 
126 ETSI Rules of Procedure, 19 November 2014, section 15-6 Definitions, 
http://www.etsi.org/images/files/IPR/etsi-ipr-policy.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
127 馬海生・前掲注 122）36 頁。 
128 同上。 
129 「遼寧省高級裁判所の季強、劉輝と朝陽市興諾建築工程有限会社の特許侵害訴訟に関する請示に対す
る答復」【2008】民三他字第 4 号。 
130 『国際知財制度研究会報告書（平成 26 年度）』152 頁₋ 153 頁特許庁総務部国際政策課平成 27 年 4
月（http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/tripschousahoukoku/26_4.pdf , 2015年8月 6日最終閲覧）。 
131 『国際知財制度研究会報告書（平成 26 年度）』・前掲注 130）153 頁。 
239 
 























にもかかわらず、2015 年 8 月 1 日から実施されている工商総局ガイドラインでは、標
















                                                             
132 王先林・前掲注 1）46 頁。 
133 王記恒・前掲注 115）66 頁。 
134 同上。 





































                                                             
136 羅蓉蓉・前掲注 115）105 頁。 
137 羅蓉蓉・前掲注 115）106 頁。 
138 王暁曄・前掲注 121）19 頁。 
139 同上。 




























３．２ Huawei 対 IDC 事件 











                                                             
144 孟雁北「標準制定与実施中 FRAND 承諾問題研究」电子知識産権 11 号 26 頁, 27 頁（2014）。 
145 同上。 
146 同上。 
147 孟雁北・前掲注 144）27 頁-28 頁。 
148 孟雁北・前掲注 144）28 頁。 
149 孟雁北・前掲注 144）28 頁。羅蓉蓉・前掲注 115）107 頁。 





























154 「When an  ESSENTIAL IPR relating to a particular STANDARD or TECHNICAL SPECIFICATION is 
brought to the attention of ETSI, the  Director-General of ETSI shall Page 36 ETSI Rules of Procedure, 20 
March 2013 immediately request the owner to give within three months an irrevocable undertaking in writing 
that it is prepared to grant irrevocable licences on fair, reasonable and non-discriminatory  (“FRAND”) terms 
and conditions under such IPR to at least the following extent: 
・MANUFACTURE, including the right to make or have made customized components and sub-systems to the 
licensee's own design for use in MANUFACTURE; 
・sell, lease, or otherwise dispose of EQUIPMENT so MANUFACTURED; 
・repair, use, or operate EQUIPMENT; and 
・use METHODS. 
The above undertaking may be made subject to the condition that those who seek licences agree to reciprocate」
ETSI Rules of Procedure (Mar 20, 2013) at 35, Annex 6: ETSI Intellectual Property Rights Policy. 
http://www.etsi.org/images/etsi_ipr-policy.pdf (last visited Sep 7, 2015). 




国法典第 19 編 1337 条、一般的に 337 条と記載される。）に基づく調査（いわば「337 条調査」）を行う。
調査の結果、米国関税法 337 条違反と認められる場合には、当該侵害物品の通関を禁止する命令を行う
権限がある」ということである。鈴木信也「米国関税法 337 条における国内産業要件の現状とその考察」
知財ジャーナル 4 号 63 頁, 63 頁（2011）。 
158 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
159 「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」第二審判決・前掲注 6）。 
160 2000 万元の損害賠償は、ファーウェイが米国での IDC 社の特許侵害訴訟に参加した弁護士費



























（１） 一審（「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」） 
本件では、深セン市中級裁判所は三つの争点を審理した。IDC 社が Huawei 社に対して
FRAND 条件で本件関連する標準必須特許を提供する義務があるか、IDC 社のライセンス
契約の申込みが FRAND 宣言に違反するか、および本件の FRAND 条件によるライセンス
料がどのように算定されるべきかということである166。 





                                                                                                                                                                              
反競争行為による侵害の賠償（具体的な損害額がどちらも証明されなかった）を含む。「Huawei 対 IDC
市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
161 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
162 「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」第二審判決・前掲注 6）。 
163 同上。 
164 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
165 同上。 
















































































（２） 二審（「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」） 
二審では、広東省高級裁判所は、①IDC社は本件の適格被告であるか、②一審の審判手






































































































201 中華人民共和国特許法（2009）（2008 年 12 月 27 日中華人民共和国主席令第 8 号公布,2009 年 10 月 1
日実施）。）57 条（http://www.gov.cn/flfg/2008-12/28/content_1189755.htm, 2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
202 「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」第二審判決・前掲注 6）。 
203 中華人民共和国特許法・前掲注 65）58 条。 


















































































（３） 一審（「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」） 

































































































「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」と同様、深セン市中級裁判所は、


































第一に、IDC 社が Huawei 社に対して差別的なライセンス料をオファーしたことについ
て、IDC 社は、Huawei 社にオファーしたライセンス料は Apple 社や Samsung 社に対する
行ったライセンスに照らして設定されたのであり、不当高価と差別対価ではないと主張し
た255。しかし、深セン市中級裁判所は、IDC 社が Huawei 社に対してオファーしたライセ

















法[弁]発[1988]6 号。（1988 年 4 月 22 日，同日実施）。
（http://www.chinalawedu.com/news/1200/21829/21830/21841/2006/3/do461354594917360023618-0.htm, 2015
年 8 月 6 日最終閲覧）。 
















































268 中華人民共和国反壟断法（中華人民共和国主席令第 68 号，2007 年 8 月 30 日公布，2008 年 8 月 1 日
実施）12 条。（http://www.gov.cn/flfg/2007-08/30/content_732591.htm，2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
269 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
270 中華人民共和国国務院反壟断委員会「関連市場の画定に関するガイドライン」（2009 年 5 月 24 日）








































                                                             
271 国務院反壟断委員会「関連市場の画定に関するガイドライン」4 条・前掲注 270）。 

























IDC 社の市場支配的地位の有無について、広東省高級裁判所は、反壟断法 17 条 2 項及















































































社の 3G 標準規格の必須特許と 4G 標準規格の必須特許の抱き合わせライセンスのみに正
当性を認めた301。 
３．３ Qualcomm 事件 
３．３．１ 事実概要 
2013 年 11 月、発改委は、Qualcomm Incorporated（以下、「Qualcomm 社」という。）が
自らの標準必須特許により、異なる種類の無線通信標準規格である CDMA、WCDMA お
よび LTE（Long Term Evolution）の必須特許におけるライセンス市場、さらに、これらの
標準規格に準じるチップセット市場の支配的地位を濫用している疑いがあるとして、IDC
社に対して反壟断法調査を行った302。 













したがって、発改委は Qualcomm 社の前年度（2013 年度）の中国国内売上額の 8%、約







能特許実施ユニット（smallest saleable patent practicing unit）」の占める販売価格の部分を算
定基準として標準必須特許のライセンス料を算定するべきであること、④正当な理由なく
                                                             
301 同上。 















発改委によれば、CDMA、WCDMA および LTE は相互に代替性がなく、さらに、これ
らの標準規格のうちの任意の一つの標準規格が他の二つの標準規格の前世代または後世
代の標準規格との代替性を有しないとされた311。 







































































また、発改委は、四つの理由に基づき、Qualcomm 社が、CDMA、WCDMA および LTE
の標準規格に従うチップセット市場において市場支配的地位を有していると判断した330。













①Qualcomm 社の市場シェアについて、Qualcomm 社は、CDMA、WCDMA、LTE におけ
るそれぞれのチップセット市場において、2013 年度の売上高シェアがそれぞれ 93.1%、
53.9%、96%であり、中国反壟断法 19 条 1 項に当たり、市場支配的地位を有することが推
定できるとされた331。②競争者の市場シェアについて、Qualcomm 社は、2007 年から 2013
年の 6 年間において、これらのチップセット市場の売上高シェアの第１位を維持していた
一方、その競争者の売上高シェアは、多くとも 15.5％（MediaTek.Inc）を有するのみであ











336。更に、発改委は、Qualcomm 社の WCDMA のチップセット市場における売上高シェ
アが 50％を上回る一方、その販売量が市場総販売量の半分に達していないことは、
Qualcomm 社の WCDMA のチップセットにおける平均価格を他の競争者の平均価格より





















































































したがって、発改委は、Qualcomm 社の抱き合わせライセンスが反壟断法 17 条 1 項 5
号の抱き合わせ販売に該当すると判断した352。 
最後に、Qualcomm 社がチップセットの取引拒絶によってライセンシーに不争義務を押





















がって、中国では、ある行為が反壟断法 17 条 1 項 1 号に当たるかどうかを検討する場合
において、正当化事由の検討は必要ではなく、「不当に高い価格で商品を販売しまたは不
当に低い価格で商品を購入すること」があれば、反壟断法違反になる。これに対し、ある















条 1 項 1 号に違反する疑いがあるとして審査され、また Qualcomm 社の標準必須特許と非
標準必須特許の抱き合わせライセンス行為、およびチップセットの取引拒絶においてライ



































































３．４．１ FRAND 宣言 









                                                             
368 同上。 
369 同上。 








































                                                             
374 同上。 
375 同上。 
376 孟雁北・前掲注 144）27 頁。 
377 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
378 孟雁北・前掲注 144）27 頁-28 頁。 
379 中華人民共和国国家発展和改革委員会行政処罰決定書（発改弁価監処罰[2015]1 号）・前掲注 7）。 
















３．４．２ 反壟断法による FRAND 宣言違反行為の規制 
Huawei 対 IDC 事件（「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」）において、広東省
高級裁判所は、すべての FRAND 宣言違反行為を独禁法違反として扱っておらず、一定の
取引分野、市場支配的地位の有無、市場支配的地位濫用の有無、正当化事由の要件によっ























































































































                                                             
404 同上。 
































































しかしながら、最近、米国、EU で行われている（行われた）Microsoft 社と Motorola


























                                                             
420 史少華・前掲注 115）78 頁。 
421 同上。 
422 孟雁北・前掲注 144）28 頁。 
423 史少華・前掲注 115）78 頁。 
424 同上。 
425 同上。 
















中国は、2001 年に「知的財産権の貿易関連の側面に関する協定（Trade Related Aspects of 
















                                                             





432 卢海君＝邢文静「知識産権禁令救济：法理解析、制度创新与立法完善」电子知識産権 3 号 73 頁，74
頁（2013）。 
433 小林正典「市場経済化と知的財産権法の課題」西村幸次郎編著『現代中国法』139 頁 140 頁（成分堂，
2003）。 
434 卢海君＝邢文静・前掲注 432）74 頁。 
435 陳武「権利不确定性与知識産権停止侵害請求権之限制」中外法学 23 巻 2 号 357 頁，358 頁（2011）。 





























97 条第 3 項に従い、当事者の申立に基づき、先行執行を裁定することができる「緊急の
状況」の一つの類型として、「直ちに侵害を停止し、妨害を排除する必要性がある場合」
があるとされた441。 
よって、中国が Trips 協定に加入する 2001 年以前は、中国の民法および民事訴訟法は
差止請求権制度を直接には制定していなかったが、中国民事法の保全制度の存在がその後
の知的財産権上の差止請求権制度の制定に大きな影響を与えていると思われる。 
                                                                                                                                                                              
通解釈」』と省略）（中国語で『最高裁判所関於一貫徹執行〈中華人民共和国民法通則〉若干問題的意见』）
法[弁]発[1988]6 号（1988 年 4 月 2 日公布，公布日から施行）、「最高裁判所の『訴訟の前に特許権侵害行
為の法律適用に係る問題に関する若干の規定」』（以下「若干規定」』と省略）（中国語で『最高裁判所関
於対訴前停止侵犯専利権行為適用法律問題的若干規定』）にある。李暁郛「公共利益冲突時米国連邦法院
的司法実践——以専利案件的預先禁令為視角」法治研究 9 号 93 頁，93 頁 102 頁（2013）。 
437 「最高裁判所の『民法通則の執行の貫徹に係る若干の問題に関する意見』」・前掲注 90）126 条。 
438 張成立「論知識産権訴訟中的禁令制度」佳木斯大学社会科学学報 12 巻 5 号 21 頁，38 頁（2003）。 
439 『特許紛争事件の審理の若干問題についての解答』（法発〔1992〕3 号 1992 年 2 月 9 日公布，公布日
から施行，2001年 12月 28日失効）3 条（１）。（http://www.chinacourt.org/law/detail/1992/12/id/16441.shtml，
2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
440 王莉娟＝譚筱清「从知識産権禁令到行為保全制度的完善」人民司法（応用）5 号 82 頁，82 頁（2014）。 
441 『中華人民共和国民事訴訟法』の適用に関する若干問題についての意見」（最高裁判所審判委員会 1992 
年 7 月 14 日制定、同日公布、施行）107 条。（http://www.chinacourt.org/law/detail/1992/07/id/15388.shtml，
2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
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（２） 中国の特許差止請求権と Trips 協定 
「中国は WTO 加盟に伴って知的財産権諸法を一斉に改正した。まず、2000 年 8 月 25
日に特許法を第二次改正し、2001 年 10 月 27 日には商標法を第二次改正し、同日に著作
権法も改正した。また集積回路設計保護条例を 2001 年 5 月に制定し、さらに知的財産権
とも関係する技術移転関連法規として 2001 年 10 月 31 日には従来の『技術導入契約管理
条例』を廃止し、これに変えて『技術輸出入管理条例』を設定した。」とされている442。 
したがって、Trips 協定は中国の特許差止請求権制度の一つの法源であるといわれてい
る。中国の特許差止請求権制度は、主に Trips 協定第 44 条「差止命令」および同協定第
50 条「暫定措置」という条文を参照し制定されている。 



































2015 年 10 月 6 日最終閲覧）。 
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要するに、Trips 協定第 44 条及び第 50 条は、知的財産権者の差止救済措置の内容、行
使方法、誤って行使した場合の被申立人に対する救済を定めている。 






請を処理する場合は、中華人民共和国民事訴訟法第 93 条乃至第 96 条及び第 99 条の規定
















                                                             
444 「Trips協定」50条日本特許庁HP参照（https://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/trips/ta/chap4.htm#law50, 
2015 年 10 月 6 日最終閲覧）。 
445 中華人民共和国特許法（中華人民共和国主席令 9 届第 36 号，2000 年 8 月 25 日公布，2001 年 7 月 1




447 中華人民共和国商標法（中華人民共和国主席令 9 届第 59 号，2001 年 10 月 27 日公布，2001 年 12 月
1 日実施）第 57 条。（1982 年通過、1993 年第一回改正、2001 年第二回改正、2013 年第三回改正。）。中
華人民共和国著作権法（中華人民共和国主席令 9 届第 58 号，2001 年 10 月 27 日公布，2001 年 10 月 27
日実施）第 49 条。（1990 年通過、2001 年第一回改正、2000 年第二回改正、2012 年から第三回改正。） 
448 中島敏・前掲注 442）645 頁。 





































                                                             
450 小谷・今道・梁・前掲注 446）日本語訳参照。 
451 「最高裁判所・特許権侵害行為の提訴前停止に法律を適用する問題に関する若干の規定」（法釈（2001）
第 20 号 最高裁判所裁判委員会第 1179 回会議 2001 年 6 月 5 日通過、2001 年 6 月 7 日公布、2001 年 7
月 1 日施行）。（http://www.sipo.gov.cn/zcfg/flfg/zl/sfjs/200804/t20080415_377921.html，2015年 8
月 6日最終閲覧）。 
452 「最高裁判所・特許権侵害行為の提訴前停止に法律を適用する問題に関する若干の規定」・前掲注 451）
3 条、6 条ないし 8 条。 



























ジェクトを企画し、2009 年 3 月に研究グループを設立した」455。それから 6 年が経ち、











                                                             
454 王先林・前掲注 1）45 頁-46 頁。 
455 王先林・前掲注 1）47 頁。 







４．４．１ 発改委の IDC 社に対する調査停止事件457 




























                                                             
457 中国国家発展改革委員会「国家発展委員会対米国 IDC 社公司渉嫌価格壟断案中止調査」2014 年 5 月
（http://www.sdpc.gov.cn/xwzx/xwfb/201405/t20140522_612465.html, 2015 年 8 月 6 日最終閲覧）。 
458 Chinese Court Publishes Decisions Finding That InterDigital Violated AML Through Discriminatory Pricing, 
Sets FRAND Rate for Licensing InterDigital’s SEPs Under Chinese Standards, June 6, 2014 
http://blogs.orrick.com/antitrust/2014/06/06/chinese-court-publishes-decisions-finding-that-interdigital-violated-a
ml-through-discriminatory-pricing-sets-frand-rate-for-licensing-interdigitals-seps-under-chinese-standards/ (last 
visited Feb 7, 2015). 
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４．４．２ Qualcomm 事件 










４．４．３ Microsoft による Nokia の買収事件459 
2013 年 9 月 13 日、商務部は、米国の Microsoft 社（Microsoft Corporation）によるフィ
ンランドの Nokia 社（Nokia Corporation）の設備及びサービスの買収における事前審査の












許を移転しないこととである。問題解消措置の期間は 8 年間と設定された。 
次に、Nokia 社に対して、九つの具体的な内容が命じられた。その命令の内容は、以下







ンス料が FRAND 条件であるかについて Nokia 社と考えが一致しない場合に、Nokia 社と
共に選択した独立の機関によって示される問題解決の方案に同意し、その独立機関の決定
を履行して FRAND 条件のライセンス契約を締結し、さらに、当該決定及び関連する協定
                                                             
459 中華人民共和国商務部「商務部公告 2014 年第 24 号 関於附加限制性条件批准微輭収購諾基亜設備和
服務業务案経営者集中反壟断審査决定的公告」〔公告 2014 年第 24 号〕2014 年 4 月 8 日










































                                                             
460 中華人民共和国商務部「事業者集中届出に関する規定」（中華人民共和国商務部令第 11 号，2009 年 7
月 15 日公布，2010 年 1 月 1 日実施）。（http://www.gov.cn/gongbao/content/2010/content_1620606.htm，2015









として、裁判所が審理した Huawei 対 IDC 事件および発改委の審査した Qualcomm 事件が
ある。このように中国では関連する事例が少ないにもかかわらず、独禁法による標準必須
特許行使の規制に関する米国の Dell 事件、Rambus 事件、Qualcomm 事件および N-Data 事
件、EU の Rambus 事件および Qualcomm 事件の影響を受け、中国でも標準化団体の IPR
ポリシーの重要性、標準必須特許権者の IPR ポリシー違反行為の独禁法適用可能性をめ
ぐる議論がヒートアップすることとなった461。これらの議論は、主に三つの問題に焦点を















IPR ポリシーに違反する行為とは、主に開示義務違反行為および FRAND 宣言違反行為を
指している。 










                                                             
461 孙南申＝徐曾沧・前掲注 115）55-63 頁。羅蓉蓉・前掲注 115）101 頁-108 頁。王記恒・前掲注 115）
62 頁-67 頁。史少華・前掲注 115）76 頁-79 頁。刘暁春・前掲注 115）33 頁-34 頁。 
462 羅蓉蓉・前掲注 115）101 頁-108 頁，105 頁。 
463 同上。 











































                                                             
466 薛熠＝李美善・前掲注 1）43 頁。王先林・前掲注 1）45 頁。 
467 薛熠＝李美善・前掲注 1）43 頁。王先林・前掲注 1）45 頁-46 頁。 
468 王先林・前掲注 10）35 頁。 











































                                                             
470 王先林・前掲注 10）35 頁-35 頁。 
471 王先林・前掲注 10）38 頁。董篤篤・前掲注 15）100 頁-102 頁。王暁曄・前掲注 16）37 頁。 
472 王先林・前掲注 1）43 頁。 









































                                                             
474 王暁曄・前掲注 121）19 頁。 
475 馬海生・前掲注 122）35 頁-37 頁。 





ている。IEEE の IPR ポリシーは、技術要素および商業要素の両方によって判断する必要






























                                                             
477 馬海生・前掲注 122）36 頁。 
478 IEEE-SA Standards Board Bylaws, supra note 125. 
479 ETSI Rules of Procedure, supra note 126. 
480 馬海生・前掲注 122）36 頁。 
481 同上。 
482 羅蓉蓉・前掲注 115）106 頁-107 頁。 
483 羅蓉蓉・前掲注 115）105 頁。 
484 羅蓉蓉・前掲注 115）106 頁。 
485 王暁曄・前掲注 121）19 頁。 
486 史少華・前掲注 115）77 頁。 








































                                                             
489 同上。 
490 孟雁北・前掲注 144）27 頁-28 頁。 






































































Qihoo 対 Tencent 事件の関連市場は標準必須特許のライセンス市場という無体財産市場で























                                                             
504 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
505 中華人民共和国最高裁判所民三終字第 4 号（2013）・前掲注 5）。 





































                                                             
508 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
509 同上。 
510 同上。 
511 孟雁北・前掲注 144）28 頁。 
512 孟雁北・前掲注 144）28 頁。羅蓉蓉・前掲注 115）107 頁。 


















































524 史少華・前掲注 115）78 頁。 
525 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 6）。 
526 同上。 






の IDC 社に対する調査停止事件で発改委は、IDC 社が、訴訟や差止救済措置により中国
の企業に「不合理な」ライセンス条件を受けさせることを停止することを命じた529。また、
商務部の Microsoft 社による Nokia 社の買収事件で、商務部は、FRAND 宣言を行った

































                                                             
528 中華人民共和国国家発展和改革委員会行政処罰決定書（発改弁価監処罰[2015]1 号）・前掲注 7）。 
529
 「国家発展委員会対米国 IDC 社会社渉嫌価格壟断案中止調査」・前掲注 457）。 
530










一方、Huawei 対 IDC 事件（「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」）に





および標準規格 B があり、標準必須特許権者が、標準規格 A の設定に参加しなかったが、
標準規格 B の設定に参加した場合に、標準規格 A の実施者が標準規格 A および標準規格
B に共に組み込まれた標準必須特許を実施しうると予測することができることとされて
いる。同様に、当該事件の広東省高級裁判所は三つの状況を設定し、それらの状況におい
て、FRAND 宣言を行った標準必須特許権者の IDC 社がその FRAND 義務を負担するべき
であると判断した。その三つの状況とは、①標準必須特許権者が FRAND 宣言を行ったこ
とがあること、②標準必須特許権者とライセンシーが同じ標準化団体に参加したことがあ
ること、③FRAND 義務の内容が標準化団体の IPR ポリシーによって明確に設定されてい
ることである。 















































































































Broadcom 事件3、N-Data 事件4、EU の Qualcomm 事件5、IPCom 事件6、日本の Qualcomm













                                                             
1 In the Matter of Dell Computer Corporation, 121 FTC 616 (1996). 
2 In re Rambus Inc., Dkt. No. 9302 (FTC2002). 
3 Broadcom Corp. v. Qualcomm Inc., 501 F.3d 297 (3d Cir. N.J. 2007). 
4 In re Negotiated Data Solutions LLC, File No. 051 0094 (FTC 2008). 
5 European Commission, Antitrust: Commission initiates formal proceedings against Qualcomm, MEMO/07/389 
(Oct 1, 2007), http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-07-389_en.htm?locale=en (last visited Feb 7, 2015). 
European Commission, Antitrust: Commission closes formal proceedings against Qualcomm, MEMO/09/516 (Nov 
24 2009), http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-09-516_en.htm?locale=en (last visited Feb 7, 2015). 
6 European Commission, Antitrust: Commission welcomes IPCom’s public FRAND declaration, MEMO/09/549  
(Dec 10 2009), http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-09-549_en.htm (last visited Feb 7, 2015). 
7 公正取引委員会「クアルコム・インコーポレイテッドに対する審判開始について（CDMA 携帯無線通
信に係る知的財産権のライセンス契約による拘束条件付取引）」（平成 22 年 1 月 7 日）
（http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h22/jan/100107.html, 2015 年 10 月 6 日最終閲覧）。 
8 二つの事件があり、「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」（事件番号：第一審（2011）
深中知民初字第 857 号、第二審（2013）粤高法民三终字第 305 号）および「Huawei 対 IDC 市場支配的地
位濫用事件」（事件番号：第一審（2011）深中知民初字第 858 号、第二審（2013）粤高法民三终字第 306
号）である。「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争事件」について、第二審
（http://www.ruylaw.com/case/20140417176.html, 2015 年 7 月 1 日最終閲覧）。「Huawei 対 IDC 市場支配的
地位濫用事件」について、第二審（http://www.ruylaw.com/case/20140417177.html, 2015 年 10 月 10 日最終
閲覧）。 
9 中華人民共和国国家発展和改革委員会行政処罰決定書（発改弁価監処罰[2015]1 号）
（http://www.ndrc.gov.cn/gzdt/201503/t20150302_666209.html, 2015 年 7 月 1 日最終閲覧）。 
10 知財高裁平成 26 年 5 月 16 日裁判所 HP 参照（平成 25 年（ネ）第 10043 号），知財高裁平成 26 年 5 月
16 日裁判所 HP 参照（平成 25 年（ラ）第 10007 号），知財高裁平成 26 年 5 月 16 日裁判所 HP 参照（平







































                                                             
11 川濵昇「知的財産と独占禁止法－対立、補完、協働」日本経済法学会年報 32 号 1 頁，3 頁(2011)。 
12 滝川敏明「特許侵害訴訟と競争法－スマホ（アップル／サムスン）特許戦争を巡って‐」公正取引 760
号 21 頁，23 頁（2014）。 
13 宮井雅明「米国における知的財産権と反トラスト法--リバース・ペイメント問題を素材として」公正
取引（特集 知的財産権と競争政策）720 号，27 頁，27 頁（2010）。 
14 同上。 
15 Federal Trade Commission v. Actavis, Inc. et al. 570 U.S. 756 (2013). 
16 Kimble et al v. Marvel Entertainment, LLC, 576 U. S. ____ (2015) US Sup.Ct. 
















の差止請求権行使が独禁法（FTC 法 5 条）に違反しうると述べた。しかしながら、FTC
は、標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使が、どのような例外的な状況において
FTC 法 5 条によって制限されるかなどの問題に直面している。 
米国で標準必須特許権者の開示義務違反行為および FRAND 宣言違反行為は、FTC 法 5
条またはシャーマン法 2 条によって規制されたことがある。独禁法による開示義務違反行
為または FRAND 宣言違反行為の規制について、FTC 法 5 条によるアプローチとシャーマ
ン法 2 条によるアプローチは、それぞれがどのような特徴を有するかが議論されている。
例えば、米国の Dell 事件で FTC の少数意見は、標準化における IPR ポリシー違法行為が
シャーマン法 2 条の規制範囲ではなく、FTC 法 5 条の規制範囲に属するという考えを有
した。一方、米国の N-Data 事件および Broadcom 事件で、FTC および裁判所は、従来の
FTC 法 5 条の不公正な競争方法に該当する IPR ポリシー違法行為がシャーマン法 2 条の
排除的行為として独占化に当たる可能性のあるという意見を有した。 
FTC 法 5 条は、その規制範囲が文理上必ずしも明らかではなく、制定当初には、シャ
ーマン法で明示された公共政策に反する行為を違法とするものであり、シャーマン法の違
法性判断基準は同一であると考えられていた19。しかしながら、判例上、次第に FTC 法 5
条の規制範囲について、シャーマン法の規制範囲より広いという原則が確立されていった
20。すなわち、FTC 法 5 条の「目的は、シャーマン法違反を不公正な競争方法として規制
するだけでなく、成熟したあかつきにはシャーマン法違反に該当する行為・慣行を、萌芽
（incipiency）・初期のうちに規制する（中止させる）ところにあると解されていった」と
いう状態になる21。現実にも、1960、70 年代に FTC は、積極的な法運用を行っており22、
                                                             
17 現在係争中である Microsoft 対 Motorola 事件についてのワシントン西部地区連邦地方裁判所の一連の
判断である。 
Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 696 F.3d 872 (9th Cir. Wash. 2012), Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 2013 U.S. 
Dist. LEXIS 138786 (W.D. Wash. Sept. 24, 2013), Microsoft Corp. v. Motorola, Inc, 2013 U.S. Dist. LEXIS 
161762 (W.D. Wash, Nov. 12,, 2013), Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 564 Fed. Appx. 586 (Fed. Cir. 2014). 
18 Apple, Inc. v. Motorola Mobility, Inc., 2011 U.S. Dist. LEXIS 72745 (W.D. Wis., June 7, 2011), Apple, Inc. v. 
Motorola Mobility, Inc., 2012 U.S. Dist. LEXIS 181854 (W.D. Wis., Oct. 29, 2012), Apple, Inc. v. Motorola 
Mobility, Inc., 2012 U.S. Dist. LEXIS 157525 (W.D. Wis. Nov. 2, 2012), Apple Inc. v. Motorola Mobility, Inc., 
2012 U.S. Dist. LEXIS 187878 (W.D. Wis. Nov. 8, 2012), Apple Inc. v. Motorola Mobility, Inc., 2012 U.S. Dist. 
LEXIS 168986 (W.D. Wis. Nov. 28, 2012). Apple, Inc. v. Motorola, Inc. et al, No. 1:2011cv08540 - Document 956 
(N.D. Ill. 2012). Apple Inc. v. Motorola, Inc., 757 F.3d 1286 (Fed. Cir. 2014). 







降、FTC は、FTC 法 5 条の規制範囲がシャーマン法の守備範囲よりも広いとの立場を維
持しながらも、その法運用を慎重に行い、その規制を基本的にシャーマン法違反の範囲に




縮小し、FTC 法 5 条が従来シャーマン法 2 条によってのみ規制されてきた行為を規制で
きるようになる傾向が見られると言われている27。なぜなら、FTC の委員は司法省報告書
にあるシャーマン法 2 条の判断基準が厳格すぎで、シャーマン法 2 条違反として提訴され
る事件がなくなる可能性があるとして司法省報告書を批判した28。次に、FTC の委員は、
司法省が実際に司法省報告書に基づいてシャーマン法 2 条を執行すれば、FTC が不十分








よって、ある排除行為が FTC 法 5 条かそれともシャーマン法 2 条の規制範囲に入るか
どうかについて、FTC、司法省または各裁判所は様々な意見を有している。 
この問題は、標準化とホールドアップ問題の文脈では、より複雑になる。2013 年、FTC





                                                             
23 永野辰雄『米国反トラスト法の実務』215 頁（商事法務研究会，1992）。 
24 村上・前掲注 18）20 頁。 
25 永野・前掲注 22）215 頁-216 頁。 
26 U.S. Department of Justice, Competition and Monopoly: Single-Firm Conduct Under Section 2 of the Sherman 
Act (11 May 2009), 
http://www.justice.gov/atr/competition-and-monopoly-single-firm-conduct-under-section-2-sherman-act (last 
visited Feb 7, 2015).ただし、オバマ政権下で撤回された。 
27 Charles T. Chris, Compton Tumultuous Times The Escalating US Debate on the Role of Antitrust in Standard 
Setting, 5 Competition L. Int'l 29, 29 (2009). 
28 Id. 
29 Id. 
30 Statement of Commissioners Harbour, Leibowitz and Rosch on the Issuance of the Section 2 Report by the 
Department of Justice (Sept. 8, 2008) at 1. available at 
http://www.ftc.gov/sites/default/files/attachments/press-releases/ftc-commissioners-react-department-justice-report
-competition-monopoly-single-firm-conduct-under/080908section2stmt.pdf (last visited Jul. 23, 2014). 
31 Id. 
32 (“We also continue to explore where there is room for liability under Section 2 of the Sherman Act in cases 
where holders of F/RAND-encumbered SEPs seek injunctive relief after a standard is in place. Even in cases 
where the patent holder did not intentionally deceive the SSO during the standards-setting process, competition 
and consumers can be harmed by the abrogation of the patent holder’s F/RAND commitment, assuming there were 
alternative technologies or options available to the SSO.”). Renata Hesse, The Art of Persuasion: Competition 
Advocacy at the Intersection of Antitrust and Intellectual Property 9 (Nov. 8, 2013), 
http://www.justice.gov/atr/public/speeches/301596.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
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ーマン法 2 条違反を構成するとすれば、3 倍賠償責任が発生することになる。3 倍賠償制
度とは、シャーマン法違反によって営業または財産に損害を受けた者は、その受けた損害
の 3 倍額と適当な弁護士費用を含めた訴訟費用の請求をすることができることという34。
これに対し、FTC 法 5 条違反の場合には、3 倍賠償が課されない。 
したがって、標準化における知的財産権者の反競争的な行為を抑制するとともに、標準
化活動に対する反トラス法の過剰抑止（overdeterrence）という懸念を緩和し、標準化活動
を促進するため、FTC 法 5 条の規制範囲をシャーマン法 2 条より広く解してもよいとい
う意見35がある。 
１．２ EU 











ある場合に、標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使が EU 機能条約 102 条に違反
                                                             
33 In the Matter of Motorola Mobility LLC and Google Inc., Dkt. No. 1210120 (FTC2013). 
https://www.ftc.gov/enforcement/cases-proceedings/1210120/motorola-mobility-llc-google-inc-matter (last visited 
Feb 7, 2015). Statement of the Federal Trade Commission, at 4. 
34 松下満雄・渡邉泰秀編集『アメリカ独占禁止法（第 2 版）』454 頁（帰山雄介）（東京大学出版会，2012）。 
35 Richard Dagen, Rambus, Innovation Efficiency, and Section 5 of the FTC Act, 90 B. U. L. Rev. 1479, 1532 
(2010). 
36 “The Treaties shall in no way prejudice the rules in Member States governing the system of property 
ownership.”at Article 345(ex Article 295 TEC), Consolidated versions of the Treaty on European Union and the 
Treaty on the Functioning of the European Union - Consolidated version of the Treaty on the Functioning of the 
European Union - Protocols - Annexes - Declarations annexed to the Final Act of the Intergovernmental 
Conference which adopted the Treaty of Lisbon (Dec 13, 2007)Official Journal C 326 , 26/10/2012 P. 0001 - 0390 
http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:12012E/TXT (last visited Feb 7, 2015). 
37 ルイ・ヴォージェル（小梁吉章訳）『欧州競争法』223 頁（信山社，2012）。 
38 2011 年水平的協調ガイドライン第 286 パラグラフによれば、IPR ポリシーは、標準規格の実施に不可
欠な知的財産における誠実の開示を要求するべきとし、このため、産業が標準規格に含まれうる技術に
おける情報を獲得することができ、当該標準化活動の目的を獲得するために技術を選択することができ




三者との契約にも適用される 。Guidelines on the applicability of Article 101 of the Treaty on the Functioning 
of the European Union to horizontal co-operation agreements, Official Journal C11, 14.1.2011, at article 286, 285, 





具体的に、開示義務違反行為が EU 機能条約 102 条違反として扱われた事件について、
欧州司法裁判所で取り上げられたものはないが、欧州委によって判断された Rambus 事件
39がある。また、FRAND 宣言違反行為が EU 機能条約 102 条違反として扱われた事件に
ついて、欧州司法裁判所が扱った事件はないが、欧州委に審理されたものがいくつかある。
たとえば、Qualcomm 事件、IPCom 事件、Honeywell と Dupont 事件40などである。しかし、
欧州委の扱ったこれらの FRAND 宣言違反行為に関する事件は、EU 機能条約 102 条違反
と判断された欧州委の決定まで進んでおらず、正式調査で停止され（Qualcomm 事件）、
合併事件の同意決定で若干検討され（IPCom 事件）、または EU 機能条約 101 条および 102
条違反の疑いで調査されたが、異議告知書で EU 機能条約 101 条違反のみが認められ、EU
機能条約 102 条違反の疑いが却下された（Honeywell と DuPont 事件）状態である。 
これに対し、EU 独禁法による標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使の制限に
ついて、欧州委は、Samsung 事件41および Motorola 事件42において、例外的な状況におけ
る三つの要素を明らかにし、EU 機能条約 102 条による標準必須特許権者の特許法上の差
止請求権行使の制限可能性を認めた。これらの背景を踏まえ、欧州司法裁判所は、ドイツ
の裁判所に付託された Huawei 対 ZTE 事件43において、例外的な状況を明確に設定し、そ
の例外的な状況において、EU 機能条約 102 条による標準必須特許権者の特許法上の差止
請求権行使を制限することができると判示した。したがって、今後、EU では、欧州司法
裁判所が設定した例外的な状況において、標準必須特許権者の差止請求権行使が EU 機能
条約 102 条に違反する可能性がある。 
１．３ 日本 






                                                             
39 European Commission, Antitrust: Commission confirms sending a statement of objections to Rambus 
MEMO/07/330 (2007), (Aug 23, 2007), http://europa.eu/rapid/press-release_MEMO-07-330_en.htm, (last visited 
Feb 7, 2015). Case COMP/38.636 – Rambus (Dec 9, 2009). 
40 European Commission, Antitrust: Commission opens proceedings against two manufacturers of refrigerants 
used in car air conditioning (Dec 16, 2011), http://europa.eu/rapid/press-release_IP-11-1560_en.htm?locale=en 
(last visited Feb 7, 2015). European Commission, Antitrust: Commission sends Statement of Objections to 
Honeywell and DuPont regarding cooperation on new refrigerant used in car air conditioning systems (Oct 21, 
2014), http://europa.eu/rapid/press-release_IP-14-1186_en.htm (last visited Feb 7, 2015). 
41 Case AT. 39939 Samsung (Apr 29, 2014), 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39939/39939_1501_5.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
42 Case AT. 39985 Motorola (Apr 29, 2014), 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39985/39985_928_16.pdf, (last visited Feb 7, 2015). 
43 Case C-170/13, Huawei Technologies Co. Ltd v. ZTE Corp., Judgement of the Court (Fifth Chamber), 16 July 
2015 (*),  
http://curia.europa.eu/juris/document/document.jsf?doclang=EN&text=&pageIndex=1&part=1&mode=lst&docid=
165911&occ=first&dir=&cid=3858 (last visited Oct 1, 2015). 
44 泉水文雄「知的財産法と独占禁止法との関係」紋谷暢男教授古稀記念『知的財産権法と競争法の現代































否に関する初めての事件であり、日本の Apple 対 Samsung（iPhone）事件において、知財
高裁は、独禁法ではなく、特許法によって標準必須特許権者の当該権利の行使を制限した。







④IPR ポリシーの文言に示された FRAND 宣言の特性と矛盾すること、⑤FRAND 宣言を
契約として解することに反対した IPR ポリシー設定の経緯と矛盾することである。した













52 公正取引委員会「標準化に伴うパテントプールの形成等に関する独占禁止法上の考え方」第 2 の 3（平







































反壟断法 55 条は、日本独禁法 21 条と同様に、知的財産権の行使における独禁法の適用
除外を規定する条文のように見えるが、日本独禁法 21 条とは異なるところがある。反壟
断法 55 条前段は、日本独禁法 21 条の「権利の行使と認められる行為」ような条文を定め
                                                             
53 知財高裁平成 26 年 5 月 16 日裁判所 HP 参照（平成 25 年（ラ）第 10007 号）24 頁。 
54 公正取引委員会「クアルコム・インコーポレイテッドに対する審判開始について（CDMA 携帯無線通
信に係る知的財産権のライセンス契約による拘束条件付取引）」（平成 22 年 1 月 7 日）
















的地位の濫用として扱われたことが多い。例えば、Qihoo 対 Tencent 最高裁判決55、Huawei
対 IDC 事件、Qualcomm 事件である。 
中国の知的財産権に関する独禁法違反事例は少ないが、独禁法による標準必須特許行使
の規制に関する米国のDell事件、Rambus事件56、N-Data事件、EUのRambus事件、Qualcomm













60が 2015 年 8 月 1 日に実施されることになった。当該工商総局ガイドラインでは、工商
総局が標準必須特許権者の開示義務を初めて明確に規定した。工商総局ガイドライン 13
条 1 項によれば、知的財産権者は、正当な理由なく、標準設定プロセスに参加しており、
                                                             
55 中華人民共和国最高裁判所民三終字第 4 号（2013）。 
56 In re Rambus Inc., Dkt. No. 9302 (FTC2002). Rambus Inc. v. FTC, 522 F.3d 456, 461 (D.C. Cir. 2008). 
57 孙南申＝徐曾沧「米国対技術標準中専利信息不披露行為的反壟断措施」華東政法大学学報 1 号（総 62
号）55 頁，55-63 頁（2009）、羅蓉蓉「技術標準制定中壟断行為的規制及対策研究」法学雑誌 10 号 101
頁，101-108 頁（2013）、王記恒「技術標準中専利信息不披露行為的反壟断法規制」科技与法律 86 巻 4
号 62 頁，62-67 頁（2010）、史少華「標準必要専利訴訟引発的思考 FRAND 原則与禁令」电子知識産権 1
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58 王記恒・前掲注 57）65 頁。 
59 同上。 
60 国家工商行政管理総局「知的財産権濫用による競争の排除・制限行為に関する規定」(2015 年 4 月 7
日工商総局令第 74 号公布, 2015 年 8 月 1 日実施)。
（http://hk.lexiscn.com/law/content.php?content_type=T&origin_id=2563715&provider_id=1&isEnglish=N, 









また、FRAND 宣言について、Huawei 対 IDC 事件で裁判所は、FRAND 宣言を契約の申
込みとして解したが、すべての FRAND 宣言を行った標準必須特許権者が FRAND 義務を
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62 中華人民共和国商務部「商務部公告 2014 年第 24 号 関於附加限制性条件批准微輭収購諾基亜設備和
服務業务案経営者集中反壟断審査决定的公告」〔公告 2014 年第 24 号〕2014 年 4 月 8 日
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点として提出されることも少なかった…しかし、独禁法改正（平成 25 年 12 月 13 日公布、
平成 27 年 4 月 1 日施行）により審判制度が廃止され、排除措置命令・課徴金納付命令に
対する不服申立てが裁判所において扱われるようになったことから、これまで独禁法分野
に特有の検討枠組みに基づいて処理されてきた論点が、裁判所になじみの深い因果関係論
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べたことがある（例えば Bosch 事件114、Google 事件115）。米国の裁判所は、例外的な状況
を設定し、その例外的な状況に限り特許法または契約法によってその行為を制限したこと
がある（例えば Microsoft 対 Motorola 事件116、Apple 対 Motorola 事件117）。米国では、裁
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161762 (W.D. Wash, Nov. 12,, 2013), Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., 564 Fed. Appx. 586 (Fed. Cir. 2014). 































められる行為」とされない可能性がある。また、日本の Apple 社対 Samsung 社（iPhone）
事件では、標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使が欧米のような「例外的な状況」
に限り制限されたのではなく、特許法上の権利濫用として制限されている。にもかかわら





定されておらず、扱われた関連事件も少ない。にもかかわらず、中国の Huawei 対 IDC 事
                                                                                                                                                                              
Inc., 757 F.3d 1286 (Fed. Cir. 2014). 
118 Case No. COMP/M.6381—Google/Motorola Mobility (Feb 13, 2012), 
http://ec.europa.eu/competition/mergers/cases/decisions/m6381_20120213_20310_2277480_EN.pdf, (last visited 
Feb 7, 2015).  
119 Case AT. 39939 Samsung (Apr 29, 2014), 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39939/39939_1501_5.pdf (last visited Feb 7, 2015). 
120 Case AT. 39985 Motorola (Apr 29, 2014), 
http://ec.europa.eu/competition/antitrust/cases/dec_docs/39985/39985_928_16.pdf, (last visited Feb 7, 2015). 




















米国および EU の裁判所または独禁法の執行機関（Bosch 事件、Google 事件における




















                                                             
122 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 8）。 






















これに対し、ワシントン州西部地区連邦地方裁判所および FTC は、FRAND 宣言が標準
必須特許の特許法上の差止請求権行使の放棄と解されるかどうかという問題の判断を避














                                                             
124 See case cited supra note 62, at para 61. 
125 See case cited supra note 116, at 1331. 
126 See case cited supra note 115, at 1641-1643. 
127 See case cited supra note 116, at 1332. 
128 Id. 




（３） 潜在的なライセンシーが FRAND 条件でライセンス契約を締結する意思を有す
るライセンシーであること 
米国では、FTC は、潜在的なライセンシーが FRAND 条件でライセンス契約を締結する
意思を有するライセンシ―であることが必要であると述べたが、この要素の判断基準を明
らかにしてない。 









同様に、Apple 対 Motorola 事件で連邦巡回区控訴裁判所（CAFC）は、特許法により標
準必須特許の特許法上の差止請求権行使制限の可否を判断したが、FRAND 宣言を行った





（CAFC）は、Microsoft 対 Motorola 事件のワシントン州西部地区連邦地方裁判所と同様に、
ライセンシーが、FRAND 条件のライセンス許可を交渉している間に、その特許の有効性
を争う権利を有しており、これをライセンシーのライセンス交渉を行う意思がないことの













                                                             
131 See case cited supra note 115, at 1644. 
132 See case cited supra note 115, at 1647. 
133 See case cited supra note 115, at 1646. 
134 See case cited supra note 116, at 1332. 
135 Id. 
136
 Microsoft Corp. v. Motorola, Inc., No. 10-cv-01823 JLR, 2013 WL 2111217, at 7-8 (W.D. Wash. Apr. 25, 
2013). 






























にもかかわらず、日本の Apple 対 Samsung（iPhone）事件で知財高裁は、特許法による
標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行制限を制限したとき、欧米のような「例外的
な状況」を設定しなかったが、FRAND宣言と潜在的なライセンシーの期待利益との関係、







                                                             
138 See case cited supra note 119, at para 281-300. 
139 See case cited supra note 62, at para 59-69. 
140 See case cited supra note 62, at para 64. 
141 See case cited supra note 62, at para 65-66. 
142 See case cited supra note 62, at para 67. 





（１） 特許法による制限された問題 Apple 対 Samsung（iPhone）事件における「例外
的な状況」 
まず、問題となる特許が標準必須特許であることについて、日本の Apple 対 Samsung
（iPhone）事件において、知財高裁は、標準必須特許を代替性のない技術として扱った。 

































                                                             
144 知財高裁（平成 25 年（ラ）第 10007 号）・前掲注 10）24 頁。 
145 知財高判（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 10）136 頁。 













FRAND 条件によるライセンス料相当額の算定方法について、知財高裁は、ETSI の IPR
ポリシー及び IPR に関する ETSI の指針などが FRAND 条件によるライセンス料の具体的
な計算方法を設定しておらず、その算定を当事者間の交渉に委ねているため、ETSI の IPR
ポリシーの趣旨及び「iPhone 4」および「iPad 2 Wi-Fi+3G モデル」の性質等を総合し、FRAND
条件によるライセンス料相当額を以下のとおりの方法により算定することとした148。すな























                                                             
147 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 10）140 頁。 
148 同上。 
149 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 10）141 頁。 
150 同上。 






































55 条の判断要素と関係していない状態であり、さらに、反壟断法 55 条の前段と後段がど
のような関係を有するかが不明確である。 
にもかかわらず、Huawei 対 IDC 事件（「Huawei 対 IDC 標準必須特許ライセンス料紛争
                                                             
152 公正取引委員会「必須特許に関する問題に係る調査報告書」第 3-1（1）ア（平成 27 年 7 月 8 日）。
（http://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h27/jul/150708.files/150708betten.pdf, 2015 年 10 月 6 日最終閲
覧）。 
153 「必須特許に関する問題に係る調査報告書」・前掲注 151）第 4-3（3）ア。 




その一定の状況において FRAND 宣言を行った標準必須特許権者は、FRAND 条件でライ
センスする義務を負担すると判断された155。 













注意したいのは、Huawei 対 IDC 事件で裁判所は、FRAND 宣言が契約の申込みと解す
ることができても、FRAND 宣言を行った標準必須特許権者のすべてが FRAND 義務を負
担するべきではなく、一定の状況において、FRAND 義務を負担しないと判断しているこ
とである160。 












                                                             











































































































（例えば Microsoft 対 Motorola 事件）。同様に、FTC は、FTC 法 5 条による標準必須特許
権者の特許法上の差止請求権行使を制限した場合に、FRAND 宣言を契約または第三者の
ための契約の申込みとして解したことがある（例えば Bosch 事件、Google 事件など）。EU
で欧州委および欧州司法裁判所は、FRAND宣言を標準化活動に参加する企業の義務とし、
ライセンサーと第三者とのライセンス契約に適用されるものと規定している。また、中国
では、裁判所は、中国民法通則 4 条、中国契約法 5 条、6 条の「自願、公平、等価有償、
誠実信用の原則」に基づき、FRAND 宣言を契約の申込みと解したことがある（Huawei
対 IDC 事件）。これに対し、日本の知財高裁は、FRAND 宣言が契約の申込みと解される
可能性を完全に否定しなかったが、いくつかの要件によりその可能性を認める判断方法を


























第二に、willing licensee の判断基準が不明確であるという問題である。FRAND 宣言を
行った標準必須特許権者は、willing licensee ではないライセンシーに比べ、willing licensee
                                                             
181 See case cited supra note 62, at 55. 
182 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 10）129 頁。 
183 孟雁北「標準制定与実施中 FRAND 承諾問題研究」电子知識産権 11 号 26 頁, 28 頁（2014）。 
184 国家工商行政管理総局「知的財産権濫用による競争の排除・制限行為に関する規定」(2015 年 4 月 7
日工商総局令第 74 号公布, 2015 年 8 月 1 日実施)。
（http://hk.lexiscn.com/law/content.php?content_type=T&origin_id=2563715&provider_id=1&isEnglish=N, 

































有無を争うことそれ自体が、潜在的なライセンシーが willing licensee でないことを証明す
ることができない、②潜在的なライセンシーは、標準必須特許権者と必ずしもライセンス
合意に至る必要がなく、裁判所又は仲裁手続においてライセンス条件を決定する意思を有
すれば、willing licensee だといえると定められる予定である189。 
中国では、willing licensee の判断基準は明らかにされていない。 
また、FRAND 条件でライセンス契約を締結する意思を有するライセンシーが willing 
licensee と認められるため、ライセンサーと潜在的なライセンシーは、どのようなライセ
ンス条件が FRAND 条件であるかを激しく争っている。この問題について、EU では、欧
州司法裁判所の関連する事例が見当たらないが、米国の Microsoft 対 Motorola 事件、日本
の Apple 対 Samsung 事件（iPhone）および中国の Huawei 対 IDC 事件では、それぞれの裁
                                                             
185 See case cited supra note 115, at 1647. 
186 See case cited supra note 62, at para 65-66. 
187 知財高裁（平成 25 年（ネ）第 10043 号）・前掲注 10）136 頁‐137 頁。 
188 同上。 












































                                                             
190 「Huawei 対 IDC 市場支配的地位濫用事件」第二審判決・前掲注 8）。 
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最後に、標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使という標準化に伴う独禁法上の
新たな問題について、米国、EU、日本では、その具体的な内容はそれぞれであるが、標
準必須特許権者の差止請求権行使が制限されうる「例外的な状況」、すなわち、問題とな
る特許が標準必須特許であること、当該標準必須特許に関して FRAND 宣言が行われたこ
とがあること、willing licensee であることという三つの要素が共通に重視されている。し
たがって、仮に今後中国で独禁法による標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使を
制限することにするとすれば、中国の裁判所および独禁法の執行機関は、これらの三つの
要素を「例外的な状況」として設定し、さらにこの「例外的な状況」と反壟断法 55 条の
関係を明らかにする必要がある。 
なお、独禁法による標準必須特許権者の特許法上の差止請求権行使の規制について、一
致していない、または解決されていない問題がある。例えば、willing licensee の判断基準
がどのように設定されるべきか、どのようなライセンス条件が FRAND 条件のライセンス
といえるか、例外的な状況における上述の三つの要素以外に他の要素があるかなどである。
これらの問題は、中国の裁判所および独禁法の執行機関の次の課題となると思われる。 
 
